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第 1 章 序論 

 

1.1．研究の背景 
 

 近年，豪雨による自然斜面の崩壊を伴う数多くの土砂災害が発生している．

例えば，平成 21 年の台風 9 号がもたらした豪雨によって，兵庫県では 200 箇所

にも上る斜面崩壊が発生1）した．また平成 23 年の台風 12 号による記録的な豪

雨によって紀伊半島で大規模な土砂災害2，3，4）が，平成 24 年 7 月には九州北部

地方5），平成 25 年には台風 26 号による豪雨によって伊豆大島6），さらに平成 26
年 8 月広島市を襲った豪雨7）など，毎年全国各地で土砂災害が多数箇所発生し

ている．このような土砂災害が発生するおそれのある危険場所は，日本全国で

約 52 万箇所8）（がけ崩れ，土石流，地すべりが発生する箇所） にも上り，図

1. 1 に示すように，日本全国各地で年平均約 1,000 件もの土砂災害が発生9）して

いるのが現状である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1. 1 近年の土砂災害発生件数9） 
 
豪雨によって発生する土砂災害には，がけ崩れ，地すべり，土石流などがあ

る．また，がけ崩れの崩壊形態には，降雨条件，地形，地質，土質，植生など

の影響を受けて，樹木根系が分布する土壌層と風化残積土境界で，あるいは風

化残積土内の強度境界で発生する表層崩壊型崩壊，また地質構造（流れ盤）に
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規制されて発生する大規模崩壊などがある．とりわけ，近年発生する土砂災害

では表層崩壊型崩壊によるものが非常に多く，その発生も広く全国各地に及ん

でいる．  
 一方，土砂災害を発生させる降雨は，近年，時間雨量 100mm 以上の猛烈な

降雨や記録的な継続降雨で累積雨量 1,000mm 以上といった極端な降雨となっ

ている．これらの降雨は，地球温暖化の影響であると考えられ，アメダスが観

測した 1 時間降水量が 80mm 以上の年間観測回数（図 1. 2 参照）を見ても 1998
年以降 20 回を超える年が 2 割増加しており，1998 年以前と比較して全体的に

増加傾向にあると言える．また，図 1. 3 に示すように日降水量 400mm 以上の

年間観測回数も増加傾向にあり，豪雨による災害リスクが高まっている． 
 このように増大する外力によって，土砂災害が頻発している．例えば，2011
年紀伊半島で発生した土砂災害では，短時間雨量が多い和歌山県南部では土石

流による土砂災害が多数発生した．一方，累積雨量が多い奈良県南部では大規

模な土砂崩壊が発生した．基盤地質の違いの影響もあると考えられるが，降雨

パターンによって，土砂災害の形態が異なってきている可能性がある． 
 以上のことから，地球温暖化によって外力が増大，降雨パターンが変化し，

これまでに経験したことのない地盤災害が発生するようになってきている中，

地盤災害から人命を守り，流域の土砂流出を抑制するためには，豪雨による自

然斜面の崩壊箇所の特定（ハザードマップ等の作成）とその箇所の崩壊予防対

策が急務と言える．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1. 2 アメダス 1時間降水量が80mm 以上の年間観測回数10） 
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図1. 3 アメダス 日降水量が400mm 以上の年間観測回数10） 

  

1.2. 研究の目的 

  
本研究の目的は，まず，最近全国的に多発傾向にある自然斜面における樹木

根系が分布する深さ程度で崩壊が発生する崩壊（以降，表層崩壊と呼ぶ）に対

して，豪雨による崩壊の実態を明らかにすることである．つぎに，地形，地質，

土質などによって，さまざまな崩壊メカニズムで発生していると想定されるが，

豪雨による崩壊の実態で明らかになった代表的な表層崩壊箇所において，詳細

な調査，試験を実施して，崩壊メカニズムを推定することである．さらに，一

連の検討で得られた知見をもとに，想定するメカニズムで崩壊が発生しやすい

危険場所を特定する手法の提案および崩壊防止に有効な対策工を提案すること

を目的とする． 
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1.3. 本論文の構成 
 

本論文は，図 1. 4 に示す構成とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1. 4 本論文の構成 
 
本論文は，7 章で構成される． 
第 1 章は序論とし，本研究の背景，目的および本論文の構成について述べて

いる． 
第 2 章は，豪雨による自然斜面の表層崩壊メカニズムの解明と予測に関する

調査・解析・設計の現状と課題について整理している．まず，自然斜面の崩壊

地の現地調査・室内試験結果を適用して崩壊メカニズムを検討した研究，豪雨

時の斜面への雨水浸透特性に関する研究，斜面崩壊危険箇所を広域から抽出す
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る研究等について過去の研究成果を整理している．さらに，斜面対策工の調査，

設計の実態と現状の課題について整理し，本研究の目的を明確にしている． 
第 3 章は，2009 年台風 9 号豪雨によって兵庫県西部で発生した山腹崩壊につ

いて，降雨分布や地質，地形的特徴について整理し，山腹崩壊した斜面の地形

的特徴を明らかにしている．一連の検討の結果から，過去に風倒木被害を受け

た箇所が選択的に崩壊していることを指摘している．つぎに，同一台風での崩

壊イベントを対象に，表層崩壊発生箇所と過去の風倒木被害の関連について，

詳細な現地調査，室内試験を実施し，崩壊メカニズムの推定を行っている．さ

らに，それぞれの崩壊メカニズムを比較することで，土質の工学的特性に応じ

た斜面傾斜角や土層厚をパラメータとした崩壊機構について述べている． 
第 4 章は，2009 年台風 18 号豪雨によって発生した山腹崩壊地を対象に，崩

壊したイベントと過去の同規模以上の豪雨時のイベントの両方の地盤内水分状

況を数値シミュレーションすることによって，土中の水分状態を推定し，斜面

の安定度を求めた．両者の安定度を比較することで，崩壊と非崩壊を分けた要

因について考察し，台風による豪雨によって，土の自重が増加，見かけの粘着

力が低下（サクション消失型の表層崩壊）し，併せて強風と豪雨によって樹木

根系の見かけの粘着力が低下することによって発生したシナリオを推定した． 
第 5 章は，第 3 章および第 4 章で述べたサクション消失型の表層崩壊に焦点

を絞り，この種の表層崩壊が発生する可能性の高い場所を抽出する方法につい

て提案している．具体的には，室内試験で得られた飽和状態の内部摩擦角をも

とに無限平衡斜面の安定計算によって，地表面傾斜と限界崩壊土層厚の関係を

求め，現地斜面の地表面傾斜と形成されている土層厚とを比較する．限界土層

厚より現地の土層厚が厚い場合は，サクション消失型の表層崩壊が発生する確

度が高い場所として抽出するといった実務的な考え方を提案した． 
第 6 章は，これまでの斜面対策工の変遷について述べ，第 3 章，第 4 章，第 5

章で述べたサクション消失型の表層崩壊を予防する対策ならびにサクション消

失型と地下水位上昇型の相乗効果による表層崩壊を予防する対策について提案

している．さらに，これまでに施工済みの崩壊予防，防止対策工の新たな維持

管理の方法について述べ，継続的な機能維持の重要性を指摘している． 
第 7 章は，本研究の結論をまとめている． 
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第 2 章 豪雨による表層崩壊に関する既往の研究お

よび実務設計の課題 

 

2.1. はじめに 
 

 地盤工学の分野において，豪雨時における斜面崩壊のメカニズムおよび危険

度に関する研究は，これまで数多く行われている例えば1，2）． 
 社団法人地盤工学会 2）によると，豪雨時の斜面崩壊形態は表層崩壊型が多い

が，それ以外のタイプの崩壊も発生している．豪雨による斜面崩壊は，表層の

ガリー浸食などを除き，雨水が斜面内に浸透することにより発生し，以下の 2
つに大別できるとされている． 
 
① 不飽和状態の土塊に雨水が浸透し，サクションが低下することによる崩壊 
② 雨水浸透により浸潤面が形成され，間隙水圧が発生することによって崩壊 
 
②の飽和状態で崩壊が発生する崩壊メカニズムは，これまでの研究である程

度明らかとなっており，数値解析法も確立されている． 
 一方，①の土中のサクション低下に起因する不飽和状態での崩壊メカニズム

についてもこれまでの研究によってある程度明らかになってきている．しかし，

雨水の浸透特性とサクションの低下量との関係や表層崩壊に関係する低拘束下

での土のせん断特性などは，まだ十分に把握されていない．このような理由か

ら，サクション低下を想定した表層崩壊の解析については，解析に必要なパラ

メータ量の測定が容易でないため，広く活用されているとは言い難い．しかし

ながら，不飽和型の崩壊は豪雨時に数多く発生している可能性が高いため，今

後上記課題の解決は喫緊の課題であると述べられている． 
  
本章は，先に述べた①，②の表層崩壊メカニズムに関する既往の研究をある

程度体系化して整理している．まず，豪雨時における斜面の浸透特性，飽和度

によるせん断特性，斜面崩壊に至るメカニズムに関する既往の研究について述

べる．つぎに，表層崩壊発生場所の予測方法に関する研究について述べる．さ

らに，実務設計における対策工設計の概要を述べ，現状の課題についてまとめ

ている． 
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2.2. 降雨時における斜面の浸透特性に関する既往の研究 

 
 社団法人地盤工学会 2）によると，斜面に降った雨は，図 2. 1 に示すように斜

面上を流れる表面流と浸透流に分かれ，地表面から浸透した雨水は下方に向か

って移動する．地表面と地下水面で挟まれた領域は，負圧状態にある不飽和帯

が地表面までつながっており，雨水による浸透水の挙動を支配している．さら

に，斜面を構成する土質の違い，周辺境界からの地下水供給，斜面を被覆して

いる植生，蒸発などが影響因子として挙げられている．ここでは，不飽和土の

水理特性に関する既往の研究について述べる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2. 1 斜面への雨水浸透2） 
 
2.2.1. 不飽和土の水理学的性質 
(1)土中水のエネルギーとサクション 

 不飽和土中の水の運動を司るエネルギーは，土中水の科学ポテンシャル ψT と

呼ばれ，位置水頭である重力ポテンシャル ψg，イオン濃度によって決まる浸透

厚さの浸透ポテンシャル ψsol，土の吸着力や表面張力で決まるマトリックスポテ

ンシャル ψm，ならびに空気圧ポテンシャル ψa からなる．大気圧下では空気圧

ポテンシャルはゼロ，土中水のイオン濃度の勾配を無視できる場合では浸透ポ

テンシャルもゼロとなり，間隙水圧と間隙空気圧の差がサクションと呼ばれる3）． 
(2)水分特性曲線 

 社団法人地盤工学会 2）によると，サクションと水分量の関係を表した水分特

性曲線の概念図を図 2. 2 に示す．水分量の表示には飽和度 Sr，含水比 w，体積

含水率 θ などを使って表される．図中の実線は，主乾燥曲線と呼ばれる．破線

は主湿潤曲線と呼ばれる．この図に示すとおり，サクションと水分量の関係は
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一義的ではなく，乾燥過程と湿潤過程でヒステリシスを有する．その原因は，

間隙の幾何学的形状が一様ではない，間隙水が間隙内を前進する場合と後退す

る場合における土粒子との接触角の違い，間隙に封入された空気であるエント

ラップエアの存在，土骨格の構造変化などがある． 
 実務設計では，対象となる問題によって，乾燥過程，湿潤過程のいずれかの

経路が用いられている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2. 2 水分特性曲線と水分状態2） 

 
(3)不飽和透水係数 
 社団法人地盤工学会 2）によると，不飽和透水係数は，間隙空気圧と間隙水圧

の差である圧力水頭と位置水頭の和の全水頭差によりダルシー則を，不飽和浸

透場へ拡張することにより定義されている．土の保水性に大きく依存するため

不飽和透水係数は，水分量に対して乾燥・湿潤過程のヒステリシスは無視でき

るほど小さいが，サクションに対してはヒステリシスを無視できない．このた

め，不飽和透水係数は，（2. 1）で表される飽和透水係数との比として表される． 
 

𝐾𝐾𝑟𝑟＝
𝑘𝑘(𝜃𝜃)
𝑘𝑘𝑠𝑠

 

 （2. 1） 
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2.2.2. 不飽和土の浸透理論と浸透挙動 
 社団法人地盤工学会 2）によると，不飽和土の浸透理論として，土中水の挙動

を定量的に取り扱うに，ダルシー則と連続式から式（2. 2）の浸透の支配方程式

を用いるのが一般的である． 
 

(𝐶𝐶 + 𝛽𝛽 ∙ 𝑆𝑆𝑆𝑆)
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑡𝑡

＝
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥

�𝑘𝑘𝑥𝑥(𝜃𝜃)
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥
�＋

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑦𝑦

�𝑘𝑘𝑦𝑦(𝜃𝜃)
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑦𝑦
�＋

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑧𝑧
�𝑘𝑘𝑧𝑧(𝜃𝜃)

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑧𝑧

+ 𝑘𝑘𝑧𝑧(𝜃𝜃)� 

 
（2. 2） 

 
ここに C：比水分容量，Ss：比貯留係数，β：飽和時は 1，不飽和時は 0 とな

るパラメータ，φ：圧力水頭，t：時間，kx(θ)，ky(θ)，kz(θ)：x，y，z 方向の透

水係数で φまたは θに依存する． 
このような基本理論にもとづき，多くの飽和・不飽和浸透流解析モデル例えば4，

5）が実用化されている． 
 
2.2.3. 不飽和土の水理学的性質を表すモデル 

 現在，不飽和浸透特性を解析に用いるために理論的，経験的あるいは確率論

的なモデルが用いられている6）．なかでも不飽和透水係数を推定する式として，

さまざまな式が提案されているが，実務では van Genucthen らの式7）が多く用

いられている． 
 
2.2.4. 浸透流解析の研究事例 

 自然斜面を対象とした浸透流解析の研究としては，亀井ら8）がモデル斜面を

対象に透水性，降雨パターンを種々変化させて，飽和-不飽和浸透流解析を行い，

斜面の安定度を検討している．この結果，降雨特性，透水特性の違いによる影

響について定量的に評価している．このようなモデル斜面を用いて，斜面の降

雨と安定性について議論した研究例えば9），10）は，数多く実施されている． 
つぎに，実際に崩壊が発生した斜面については，大塚ら11）が不飽和・飽和浸

透流解析と剛塑性有限要素解析を連成させた解析を実施し，先行降雨により地

下水位が高い状態に保たれ，後期降雨により崩壊に至った経過を説明すること

ができたと報告している． 
このように自然斜面を対象とした浸透流解析と安定解析などを適用した事例

があるが，現地の観測結果や災害発生降雨以外の豪雨に対して検討した事例は
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少ないことが明らかになった． 
一方，河川堤防の安定性評価では，浸透解析により，すべり破壊やパイピン

グ破壊などに対する安定性照査の手順12）が示され，実務設計で活用されている． 
 
2.2.5. 降雨時における斜面の浸透特性に関する既往の研究のまとめ 

降雨時における斜面の浸透特性に関する既往の研究ついて述べた．降雨時に

おける斜面の浸透特性に関する研究は数多い．とりわけ最近では，飽和・不飽

和浸透流解析による地盤内の水分状況の把握に関する事例研究が盛んである．

ただ，現場の斜面地での降雨，土中水分などの観測結果と解析結果の整合性を

議論した事例は少ないことが分かった．一方，河川堤防などの実務では，簡便

化したモデルを用いて不飽和・飽和浸透流解析を実施するケースが増えている． 
現状において，汎用性の高い不飽和・飽和浸透流解析プログラムを用いて，

豪雨により崩壊した斜面を対象に，詳細な原位置調査・室内試験結果に基づき

地盤内の水分状態を推定する研究事例が少ないため，この種の研究を本論文で

議論することには，学術的な意味がある． 
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2.3. せん断特性に関する既往の研究 

 
降雨時に発生する表層崩壊などの斜面崩壊には，浸水により土の持つ見かけ

の粘着力が消失することが関連していると考えられている．このため，その崩

壊過程のメカニズムを解明するには，見かけの粘着力を持つ不飽和土の力学的

挙動と浸水の影響を明らかにする必要がある．以下に，代表的な研究について

列挙する． 
 

2.3.1. サクションが不飽和度の強度定数に与える影響 

社団法人地盤工学会 2）によると，不飽和土にある土の間隙には，水と空気が

存在している．そして，水の表面張力の影響により，間隙空気圧と間隙水圧に

は圧力差を生じている．この圧力差はサクションと呼ばれている． 
不飽和度の変形・強度特性に関しては，現在まで加圧板法 3）を用いたサクシ

ョンを制御した三軸圧縮試験により研究が進められてきた．しかし，試験方法

の難しさからそのデータ数は十分ではない．また実験結果に対して解釈が確立

されているわけではない．不飽和土の土質力学をそのまま表層崩壊のメカニズ

ムの解釈に適用することは不適切な場合も存在すると予測される． 
そのような背景で，これまで得られている実験結果にもとづきサクションが

降雨時の強度特性に与える影響について述べる． 
不飽和土では，サクションにより生じる粒子間付着力の影響により粒子接点

でのすべりに対する抵抗が増大する．このため，不飽和土の強度は飽和状態に

比べて大きくなる． 
図 2. 3 は，土粒子を等大の 2 球と仮定した 2 球モデル13）において，接点にメ

ニスカスが存在している様子を示している．このとき，メニスカスにより生じ

る粒子間付着力 Nc の大きさは，式（2. 3）で表される． 
 

𝑁𝑁𝑐𝑐＝2𝜋𝜋 ∙ 𝑟𝑟2 ∙ 𝑇𝑇𝑠𝑠＋𝜋𝜋 ∙ 𝑟𝑟22 ∙ 𝑠𝑠 
（2. 3） 

 
ここに，Nc：粒子間付着力，Ts；水の表面張力，r2：メニスカス半径である． 
式（2. 3）の右辺第 1 項は表面張力が，第 2 項はサクションが粒子間付着力に

与えられる影響をそれぞれ表している． 
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図2. 3 2球モデルにおける粒子間付着力13） 
 

Fredlund ら14）は，不飽和土の強度が式（2. 4）で与えられるとしている． 
 

𝜏𝜏𝑓𝑓＝𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠＋(𝜎𝜎 − 𝑢𝑢𝑎𝑎)𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∅𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 + (𝑢𝑢𝑎𝑎 − 𝑢𝑢𝑤𝑤)𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∅𝑏𝑏 
（2. 4） 

 
ここに，τf：破壊面上のせん断強度，σ：全応力表示の破壊面上の垂直応力，σ

－ua：基底応力 3），csat：飽和状態における粘着力，∅sat：飽和状態における内部

摩擦角，∅b：サクションの増加に伴うせん断強度の増加を表すパラメータであ

る． 
この式は，サクションが増加しても内部摩擦角は飽和状態のものから変化し

ないことを意味している．また，右辺第 3 項はサクション増加による粘着力増

分を示している．近飽和状態では，サクションによる内部摩擦角の変化は殆ど

無いものと考えられている． 
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2.3.2. サクションと粘着力増分の関係の推定に関する研究 
サクションと粘着力増分の関係の推定は，サクションを一定に保った三軸試

験が中心となり進められており，いくつかの構成モデルが提案15，16，17）される

段階にまで達している．これらの構成モデルにおいては，サクションの影響を

粘着力増分あるいは粘着力増分に対応した応力成分として取り入れている．す

なわち，これらの構成モデルを用いて不飽和地盤の挙動を予測する際には，サ

クションと粘着力増分の関係を予め知ることが必要となる．ある大きさのサク

ションが作用している状態において，発揮される粘着力を求めるには，そのサ

クションの元で複数個の三軸圧縮試験を行い，その破壊応力から粘着力を決定

することが通常行われている．そして，サクションと粘着力増分との関係を求

めるためには，このような実験をいくつかのサクション条件下で行う必要があ

り，それに要する時間と費用は，多大なものとなり実務に適した方法とは言え

ない．そのため，サクションと粘着力増分の関係を水分特性曲線にもとづき推

定する方法がこれまで幾つか提案されている．ここでは代表的なサクションと

粘着力増分に関する研究について述べる． 
軽部ら18）は，メニスカス水はサクションの増加に伴い土粒子間の圧縮力を増

加させ，土塊の剛性を高める働きをする．この働きで生じる応力成分をメニス

カス応力 Pm と呼ぶ．これに対してバルク水は土粒子間の圧縮力を増加させて骨

格剛性を高めるだけでなく，土粒子接点においてせん断力を発生させ，土粒子

同士をすべらせ体積圧縮を引き起こす．この働きで生じる応力成分をバルク応

力 Pbと呼んでいる．さらにサクションによって生じる等方圧縮応力をサクショ

ン応力 Psと呼び，これらの応力関係が式（2. 5）で与えられるものとした． 
 

𝑃𝑃s＝𝑃𝑃m＋𝑃𝑃b 
（2. 5） 

 
また，ある状態におけるバルク水，メニスカス水及び吸着水の各水分量を，

水分特性曲線および最乾燥水分線に基づいて決定する方法が提案 18）されている． 
そして，各水分量に基づき，サクション応力が式（2. 6）のように表わされる

ものとしている． 
 

𝑃𝑃s＝𝑃𝑃m＋𝑃𝑃b＝
Sr − Sr0

100 − Sr0
∙ s 

（2. 6） 
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 サクション応力とサクションにより生じる粘着力 c との関係は，式（2. 7）で

与えられる． 
 

𝑐𝑐 = 𝑝𝑝𝑠𝑠 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡∅𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 
（2. 7） 

 
水分特性曲線に基づくサクション-サクション応力は，式（2. 6）の右辺は相

対飽和度とサクションの積となっていることを考慮すれば，この相対飽和度の

部分に van Genucthen モデル 7）を適用することにより，式（2. 8）が得られる． 
 

𝑃𝑃s＝
Sr − Sr0

100 − Sr0
∙ s＝{1 + (𝛼𝛼 ∙ s)n}−�1−

1
n� ∙ s 

（2. 8） 
 
ここに，α，n：van Genucthen モデルにおけるフィッティングパラメーター

である． 
この式を用いて，水分特性曲線からサクション応力-サクション関係を推定す

る事例が多い．このことから，本論文でもこの関係を用いて不飽和土のサクシ

ョンとサクション応力関係からサクション応力とサクションにより生じる粘着

力 c を求めることとした． 
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2.3.3. 斜面表層崩壊土層を対象としたせん断強度 
斜面表層崩壊土層を対象としたせん断試験は，過去から多く実施例えば19，20）さ

れているが，それらの試験の多くは拘束圧 50 から 200kPa と大きく，表層崩壊

の土層深相当の低拘束下（数 kPa から数十 kPa）での試験は，少ないのが現状

である． 
また，表層崩壊が多く発生する風化花崗岩のせん断強度に関する研究例えば21，22）

では，不かく乱まさ土のせん断強度は一度ほぐして同一間隙比に締め固めたか

く乱まさ土より粘着力，内部摩擦角ともに大きい．この原因は，不かく乱まさ

土の骨格構造による影響 22）であるとして，風化残積土の特徴によって強度に差

があることが述べられている． 
つぎに，近年，低拘束圧条件でせん断試験が可能な装置が開発例えば23，24）され，

低拘束圧条件下でのせん断試験が実施可能となってきている． 
深川ら 23）は，表層すべり型崩壊の安定解析を行う際には，低拘束圧条件下に

おけるせん断試験の実施が必要であると述べ，垂直応力 20，40，60kPa と低拘

束圧条件下における飽和度と見かけの粘着力成分につて検討している．この検

討の結果，低拘束圧条件下では，通常の拘束圧条件下より内部摩擦角が大きく

なることを報告している． 
澁谷ら 24）は，低圧用（鉛直応力の最大値 50kPa）の一面せん断試験機を開発

している，その試験装置について以下に述べる． 
本試験装置では，せん断箱はセル内部に設置され，セル圧は試料上部のポー

ラスメタルを通じて間隙空気圧として作用する．下箱の反力板には半月形のセ

ラミックディスク（Air-entry value = 500kPa）とポーラスメタルが設置され，

それぞれに排水経路が接続されている． 
試料を飽和させる際には，ポーラスメタルを用いる．一方，飽和状態から不

飽和状態にする場合は，ポーラスメタルの排水経路を閉じ，空気圧を加えてセ

ラミックディスク下の排水経路を通じて排水させる．また，供試体の鉛直応力

を正しく測定するために，載荷板と反対方向に位置する下せん断箱に設置され

た二個のロードセルを用いて測定し25）．また，厳密な定圧条件を満足するため

に，セル外部のベロフラムシリンダーを用いて，供試体の鉛直応力が一定とな

るように自動制御した．供試体のせん断は，セル外部に設置されたメガトーク

モーターにより一定速度でせん断する．さらに，せん断中の体積変化は鉛直載

荷軸に取り付けられた鉛直変位計により測定している． 
この試験機を用いることで，これまであまり実施されてこなかった表層崩壊

の土層深相当の低拘束下（数 kPa から数十 kPa）での試験が可能となる．本論 
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図2. 4 定圧（低圧）一面せん断試験機24） 
 

文では，この試験機を用いて，精度の高いせん断強度を求めることとした． 
一方，原位置でのせん断試験を簡易に測定するための方法として，原位置せ

ん断試験機が開発26）されており，原位置の土粒子構造を保持した状態で土のせ

ん断強度および強度定数を決定できるとしている． 
本論文では，なるべく乱さない試料を採取して，室内で，浸水状態も含め，

低拘束圧条件下における精度の高い試験を行うことを目指した． 
 

2.3.4. せん断特性に関する既往の研究のまとめ 

不飽和土の変形・強度特性に関しては，加圧板法を用いたサクションを制御

した三軸圧縮試験をツールとした研究が主流である．しかし，試験方法の難し

さから，データの蓄積は十分でない．また，実験結果の理論的な解釈も確立さ

れていない．一方，軽部ら 18）は，水分特性曲線を用いて不飽和土の粘着力 cnet

〜サクション関係を推定する手法を提案している．また，澁谷ら 24）により，斜

面表層崩壊に対応可能な低応力場(10kPa～50kPa 程度)での高精度なせん断試

験装置が開発されている． 
本論文では，このような背景から，表層崩壊現場から採取した土試料を用い

て，表土深さの自重に相当する低拘束圧条件下における一面せん断試験によっ

てせん断強度を求めた．さらに，崩壊現場から採取した土材料の水分特性曲線
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を測定し，飽和度に応じたサクションを推定することにより，見かけの粘着力

を算定し，検討することとする． 
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2.4. 斜面崩壊に至るメカニズムに関する既往の研究 

 
豪雨時の斜面崩壊現象は，力学的には降雨の浸透と安定問題の複合問題であ

る．雨水浸透に伴う力学的な変化のうち，斜面安定に大きく影響するのは，間

隙水圧発生，せん断強度の低下，自重の増加である．降雨浸透により斜面がど

のように崩壊するかに関しては，実物斜面実験27，28）や模型実験による検討例えば29，

30，31，32）が多く行われている．一方，現地でのモニタリング観測33，34，35）で斜

面崩壊時の水分状況や変位などを察知する取り組みが行われているが，崩壊の

徴候を掴んだ事例はわずかである，また，斜面崩壊地での事例解析は，不飽和・

飽和浸透流解析と安定解析を組み合わせた手法が用いられることが多い，ここ

では，これら既往の研究について列挙する． 
 

2.4.1. 模型実験による斜面崩壊メカニズムの検討 
八木ら 29）は，乾燥したマサ土を突き固めて作成した模型人工斜面に，スプリ

ンクラーを用いて降雨強度 100mm/h の降雨を与えた際の斜面内間隙水圧の経

時変化ならびに浸潤前線の降下を調べた．その結果，浸潤前線が不透水層に達

し，飽和浸透流が発生して定常値に達した地点で，斜面先から進行性破壊的に

崩壊していくものと浸潤前線が不透水層に達する前に間隙空気圧が増加し，そ

れを主要因として発生した比較的規模の大きな崩壊があるとしている． 
酒匂ら 30）は，滋賀県信楽産のまさ土 （5mm ふるい通過試料） を用いて，

斜面の崩壊過程を検証する実験を実施している．試験に用いた人工盛土斜面は，

幅 100cm，長さ 140cm，高さ 70cm，斜面勾配 45°（Case 1），60°（Case 2）
である．なお，Case 2 に関しては潜在すべり面を想定するために，図 2. 5（a） 
に示すように A 層（1.6g/cm3）・B 層（1.8g/cm3）のそれぞれに湿潤密度ρ tを変

化させている．土壌水分計と間隙水圧計の設置位置などについては，図 2. 5（a），
（b） 中に示すとおりである．作製した両方の人工盛土に対し，時間降雨量

50mm 相当の降雨を与えたところ，Case 1 については注水後 225 分後に法先か

ら，Case 2 に関しては注水後 27 分後に法肩から崩壊する結果となっている． 
試験中の間隙水圧計や土壌水分計の計測結果を踏まえて，Case 1 では，間隙

水が法先から流出する際の浸透力の増加によって法先部分からの進行性破壊が

生じたと結論付けている．一方，Case 2 については，降雨に伴う土塊自重の増

加およびせん断強度の低下により，法肩の部分からの崩壊が生じたものと結論

付けている． 
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（a） Case 1 の実施状況    （b） Case 2 の実施状況 
図2. 5 人工盛土斜面の概要30） 

 
2.4.2. 現地モニタリングによる斜面崩壊メカニズムの検討 
小山36）は，斜面崩壊は突発的に発生するため自然発生する表層崩壊現象の観

測例はこれまで無く，崩壊発生までの先行現象や崩壊発生時に生じる現象など

はまったく未知であることから，表層崩壊発生場を予測するための有益な判断

材料となる脆弱層の分布を把握した箇所へ集中的に観測装置を設置し崩壊現象

の観測を試みている．ただ，観測期間中に崩壊は発生しなかったが，2004 年台

風 21 号の豪雨によって観測斜面にわずかな移動が観測され，小さな亀裂も現認

された，亀裂発生時に観測された斜面内の飽和帯分布と脆弱層と非脆弱層の飽

和・不飽和での土質試験結果をもとに，任意のすべり面形状の探索ができる臨

界すべり面解析を行った結果，実際の亀裂の位置から滑落し脆弱層をすべり面

とする崩壊形状が計算されたとの報告がある． 
このような表層崩壊の徴候を示す箇所での現地観測した事例は稀であり，貴

重な観測データであると言える． 
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2.4.3. 斜面崩壊メカニズムの解析的評価 2） 
豪雨時における斜面の安定性は不飽和・飽和浸透流解析によって間隙水圧分

布を評価し，安定解析によって評価する研究が行われている，代表的な研究に

蔡ら37），松尾ら38），八木ら39），北村ら40）の研究がある． 
斜面の崩壊機構を表現するためには，土・水・空気連成弾塑性変形解析を用

いることが理想的と思われるが，地盤の初期応力をはじめ，土の構成関係にか

かわる詳細な情報を必要とするために，現実的には解析が困難な状況にある場

合が多い．このことより斜面の安定解析には，一般的には極限平衡法が用いら

れる．  
すべり面の形状や分割法の静定化条件によりさまざまな方法があるが，一般

的にブロック側面のせん断応力を無視する簡便法や無限長斜面の解析手法など

の比較的簡便な手法が用いられることが多い．この背景には，斜面崩壊形態は

すべり長さに対して浅い表層破壊を呈することがあげられる．さらに，近年，

植生の樹木根系による見かけの粘着力増分を取り入れられるよう改良した解析

法の開発41，42）が進められている．このように近年では，土，水に加えて，植生

の効果を取り入れる研究が進められている． 
つぎに，斜面の安定解析は，斜面のある断面を取り出した二次元断面での解

析が多かったが，近年では三次元断面での解析手法も整備されており，今後の

積極的な活用が望まれている．そのほかに，雨水による地盤の重量の増加や浸

透に伴って地盤に作用する浸透力を，極限平衡法に取り入れる方法も提案され

ており，極限平衡法の精度も改善されている．極限平衡法の他に，有限要素法

を用いた安定解析手法も開発されている． 
北村ら 40）は，しらす斜面を対象として崩壊事例の研究を進めており，数値力

学モデルを構築している．このモデルは，浸透モデルと斜面安定解析モデルを

組み合わせたものであり，モニタリングした現地計測データや雨量データを取

り込むことによってリアルタイムに崩壊が予測できるとしている． 
このような解析的に斜面崩壊メカニズムについて研究されているが，浸透流

解析を行う上で，斜面内の初期飽和度をはじめ，地層構造や透水係数の変化，

解析領域外からの浸透流，パイピングによる局所的な浸透など評価の難しい問

題が山積している． 
このような背景から事例解析が行える条件は非常に限られた問題に限られる

とされている． 
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2.4.4. 斜面崩壊に至るメカニズムに関する既往の研究のまとめ 
斜面崩壊メカニズムに関する研究は，模型実験と現地モニタリングによって

崩壊メカニズムを解釈する事例がある． 
降雨模型実験結果から斜面崩壊メカニズムを解釈する既往の研究では，法尻

部の過剰間隙水圧が上昇し，進行性破壊が生じるとの事例報告が多い，一方，

比較的急勾配での斜面崩壊実験では，土塊自重の増加および飽和化によるせん

断強度の低下によって崩壊する事例が報告されている．これらのことから，飽

和型と不飽和型の二つの崩壊メカニズムが推察される．一方，現地計測によっ

て崩壊現象を捉えた例は，皆無に近いのが現状である．ましてや実際の崩壊時

の土中内の水分状況を測定した例はない． 
解析的に崩壊メカニズムを推定する研究は，解析手法の改善や開発は日進月

歩であるが，現地斜面内の初期飽和度，地層構造や透水係数の変化，解析領域

外からの浸透流，パイピングによる局所的な浸透，等不確定要因が沢山ある． 
本論文では，現地調査，室内試験などで得られた情報をもとに斜面崩壊した

事例に対して，斜面崩壊メカニズムの推定を行うべく検討を行っている．また，

検討に当たっては，実務に役立てることを念頭に，可能な限り一般的な解析手

法として，二次元の飽和・不飽和浸透流解析と安定解析（修正フェレニウス法）

を用いている． 



第 2 章 豪雨による表層崩壊に関する既往の研究および実務設計の課題 

23 
 

2.5. 表層崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究 

 
斜面崩壊の危険度評価は，斜面崩壊がどこで起こるのかという「場の予測」

だけでなく，いつ起こるのかという「時の予測」や「どのような（規模）」斜面

崩壊が発生するかを事前に知ることも重要である．豪雨に対して，危険な場所

や時間をいち早く察知し，住民を適切に避難させる仕組みが必要とされている． 

一方，近年の豪雨では，急激な短時間降雨量の増大によって，避難すること

も難しい事象が頻発43，44）している．これらの災害は，いつ，どのような規模で

発生することを予測することは難しいが，おおよそ，その地域の地形，地質，

地盤と過去の災害の履歴を知ることである程度理解ができるたとえば45）． 
近年の極端な降雨の頻発状況も考慮して，危険な箇所を予め知って防災・減

災に役立てることを念頭に，斜面崩壊が起こりやすい「場の予測」にしぼり，

斜面崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究について述べる． 

 

2.5.1. 雨水浸透を考慮した斜面安定にもとづく土質工学的方法 

この方法は，雨水が不飽和状態の斜面中に浸透し，地下水面が形成される過

程を飽和・不飽和浸透解析などから求め，その結果を考慮して斜面安定解析を

行い，特定の斜面に対する降雨による安定性の変化を評価しようとする方法例え

ば46，47，48)である．一方，力学的手法を用いて対象とする集水域における表層崩

壊発生危険定常降雨強度（rc）を求める方法も提案49）されている． 

ここでは，沖村らの方法と浅野らの方法の概要について述べる． 

(1)沖村らの方法 
沖村ら 46）は，六甲山系を対象としてリアルタイム型のハザードシステム（六

甲山系土砂災害危険度予測システム）を構築50）している．このシステムでは，

数値地形モデル（DEM）を用いた表層崩壊危険度予測手法を用いて，数値地形

モデルのセルごとに地形，地盤，降雨等のデータを入力することにより，降雨

に伴って刻々と変化する斜面崩壊の危険度（安全率）を定量的に評価している． 

すなわち，経時的に変化する降雨量を入力することで各セルの危険度を図 2. 6
に示す集水モデルによる浸透流解析と無限長斜面安定解析を実施することで求

めるものである．ここで，地下水位算定モデルによる解析では降雨に伴う表土

層内の地下水位の上昇を浸透流解析によって求めている．水収支の連続の条件

として各セルの X 方向の水の増分，Y 方向の水の増分，さらにセル内に降って

きた雨の増分を評価する手法であり，地表面から地下水面までの不飽和浸透を

考えない条件でダルシー則により解析している．つぎに，斜面安定解析モデル
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では，地下水位の上昇に伴う単位体積重量の増加，間隙水圧の上昇による有効

応力の低下を求め，セルごとの安全率の変化を算定している，安全率は式（2.9）
により算出している．  

 

𝑆𝑆𝑆𝑆(𝑡𝑡) =
�(𝛾𝛾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 − 𝛾𝛾𝑤𝑤)ℎ(𝑡𝑡) + 𝛾𝛾𝑡𝑡�𝐻𝐻 − ℎ(𝑡𝑡)��𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐2𝛽𝛽 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡
�𝛾𝛾𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ ℎ𝑤𝑤(𝑡𝑡) + 𝛾𝛾𝑡𝑡�𝐻𝐻 − ℎ𝑤𝑤(𝑡𝑡)��𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

 

                              （2.9） 

 

SF(t) :時刻𝑡𝑡におけるセルの安全率 

cs  :土の粘若力（kN/㎡） 

φ :土の内部摩擦角（°） 

h(t) :時刻𝑡𝑡における地下水位（m） 

H  :表土層深（m） 

β  :基岩斜面の傾斜（°） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. 6 解析モデル46） 
 

入カ値は，降雨データ，解析条件データ，DEM，表土層深データ，地盤物性

データである．出カデータとしてはセルごとの地下水位データと安全率があり，

土砂災害警戒区域の危険度判定にあたっては，急傾斜地の崩壊の場合，崩壊が
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予想されるセル数あるいはそれに近い状態のセル数より判定している． 
この方法を用いて，昭和 42 年の崩壊地の的中率が 95.1%，捕捉率 78.1%，空

振り率 4.5%，見逃し率 21.9%である．ここで，的中率，捕捉率，見逃率は，図

2. 7 に示す方法で定義されている．この結果から，的中率は 95%と高く，崩壊

箇所を予測できていることを示している．一方，崩壊が発生したもののうち

24.9%が非発生と予想されたものである．このことから，一つのモデルで崩壊予

測を行う場合，モデルで想定しているメカニズムで発生しない崩壊もあり，見

逃し率が 0%とならないものと考えられる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. 7 指標の演算方法51） 
 

(2)浅野らの方法 

浅野ら 47）は，降雨時の斜面表層部の水の流れを考慮した表層崩壊に対する危

険度評価のための解析モデルを三次元有限要素法等と比較して簡易な計算手法

によって構築している．このモデルでは，現地計測，試験結果をもとに平均飽

和度と地下水位比（平均地下水位/表土層深）の簡易式（図 2. 8 参照）を導入し

た斜面表層崩壊に対する危険度評価モデルを構築している．さらに事例解析と

して，粘着力一定で解析した場合は，危険な場所，時間を大まかに再現出来た

が，本降雨 0 時間後において Fs=1.0 を下回る領域が広範囲にわたり分布し実際
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の崩壊箇所とは異なる箇所でFsの最小値を示すなど実際の現象を再現すること

が出来なかったとされている． 
この結果を受けて，飽和度と粘着力の関係（Sr~c 関係：式（2. 10）参照）を

導入することで全体的には等斉斜面であるものの，微小な集水地形を有するよ

うな斜面での表層崩壊を再現できるとの報告がある． 
この研究では，サクションの低下による見かけの粘着力の低下を考慮するこ

とで崩壊事象を説明している点が特徴である． 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

図 2. 8 解析および定式化結果 

 
𝑐𝑐𝑖𝑖 = 𝑐𝑐0 − 𝛥𝛥𝛥𝛥(𝑆𝑆𝑟𝑟𝑖𝑖 − 𝑆𝑆𝑟𝑟0) 

（2. 10） 
 
ここで，ci：i 時刻の土の粘着力（kPa），c0：計測初期の土の粘着力（kPa），

Δci：係数（kPa），Sri：i 時刻の土の飽和度（%），Sr0：計算初期の土の飽和度（%）

である． 
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2.5.2. 雨水浸透を考慮した斜面安定にもとづく土質工学的方法の入力値に関

する課題 

 広域から表層崩壊危険箇所を力学的に求める方法が提案されているが，この

方法を利用するためには，モデルの構築が重要であるといえる．このモデルの

入力条件は，地形条件，不安定土層深，土の単位体積重量，内部摩擦角，粘着

力，透水係数，保水性などを考慮する必要がある． 
 沖村ら 50）は，リアルタイムハザードマップを作成するために，地形条件は，

10m に数値地形モデルとし，不安定土層深は，六甲山全域への適用を考えた場

合，多大な労力と費用を要することから，不安定土層深の形成過程と関連深い

地形分類ごとに，限られた現地データから推定する方法を採用している．また，

地盤物性値は，既往研究成果などを用いて設定している．検証計算では，勾配

と不安定土層の関係について，崩壊予測値が実測値を再現できるよう試行錯誤

計算を行っている． 
 一方，小杉ら52）は，ブロック集合モデルを兵庫県六甲山系の源流域に位置す

る小流域を対象に適用し考察を行っている．具体的には，モデル検証を目的に，

詳細な水文観測を行い，雨水の風化基岩への浸透，流域末端部における基岩か

らの湧水が，雨水流出プロセスを大きく特徴付けていると述べられている．ま

た，基岩地形に依存した土層内部の雨水流動のみを追跡するブロック集合モデ

ルでは，現地の流出ハイドログラフを再現できなかったと述べている．このこ

とから，過去の崩壊発生記録の再現精度のみ着目するのではなく，水文観測な

らびに土質強度計測を実施し，水文プロセスと崩壊発生プロセスを独立に評価

した上で，モデルの検証を行うことが今後の大きな課題である．さらに本質的

にはモデルでは説明できない崩壊地が存在する事実から目をそらさずにその原

因を解き明かすための調査・観測を実施することが重要になると述べられてい

る． 
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2.5.3. 表層崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究のまとめ 
表層崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究に関しては，沖村ら 46）が提

案している降雨浸透による地下水位上昇により，斜面の危険度を力学的に評価

する方法，浅野ら 47）による降雨浸透による飽和度と粘着力の関係（Sr－c 関係）

よび地下水位上昇による斜面の危険度を力学的に評価する方法，等いくつかの

方法が提案され，実用化されている．いずれも過去の崩壊をすべて的中できる

ものではなく，崩壊メカニズムが異なる場合など，見逃す事例がある．小杉ら

52）が指摘しているように，今後は，水文観測ならびに土質強度計測を実施し，

水文プロセスと崩壊発生プロセスを独立に評価する方法論が期待されている．

一方，広域の斜面等の不安定土層深の推定方法や地盤強度の設定などについて

は，対象が広域すぎて多大な労力と費用を要することから，実際の計測数を減

らして実施しているのが現状である． 
本論文では，表層崩壊する土層に対して精度の高い土質試験を行うこと，さ

らに，実務設計で取り扱う小さな流域（2ha 程度以下）を対象に実施した不安

定土層深のデータにもとづき１次的な表層崩壊危険箇所を抽出する方法を提案

している． 
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2.6. 実務設計の概要と課題 

 
 斜面対策を実際に設計する際の考え方の概要を示すとともに課題について整

理した． 
 
2.6.1. 実施設計の概要 

 斜面対策工は，抑制工と抑止工に大別される．抑制工は定量的な解析に基づ

いて，その配置や規模が決められることは少なく，通常は技術者の経験や勘を

頼りに設計されている 2）． 
 新・斜面崩壊防止工事の設計と実例53）によると斜面崩壊防止工事を設計する

にあっては，対象となる斜面の地形，地質などから崩壊の要因と崩壊形態を想

定し，安定性，耐久性，施工性，周辺の環境との調和などを十分考慮して，有

効，適切な工法を選定しなければならないと述べられている．さらに，斜面の

安定度の検討や斜面対策工の安定度と設計は以下のとおりと述べられている． 
(1)斜面の安定度の検討 

 斜面の安定度の検討は，人工斜面でないことから，地山が均質で地山を構成

する土のせん断特性が土質試験等によって明らかになっている場合に限って，

安定計算結果（安全率：すべり力と抵抗力の比）が主な判断根拠となり得ると

原則的にされている．しかしながら自然斜面の安定度の検討は，従来の経験や

資料をもとに現場技術者の判断で行われることが多く，理論的な検討あるいは

計算のみで斜面の安定度を決められるような場合はほとんどないと考えて良い．

これは，以下のような点において人工斜面と自然斜面が異なるためである． 
・ 人工斜面に比べて，自然斜面を作っている地盤の強度および水に関する性質

が違法性，不均質性を示すこと． 
・ 浸透水および地下水の動きが地形・地質構造に非常に左右されること． 
・ 風化によって生成した土あるいは火山放出物起源の土（しらす，ローム）な

ど，いわゆる陸成土が対象となることが多く，これらの土を構成している粘

土鉱物の水に対する性質が，海成土を構成している粘土鉱物に比較して一般

的傾向として不安定であること． 
・ 降雨時も不飽和状態であることが多く，水の浸透やせん断特性などに関して

評価に不確実な要素が入ること． 
・ 背後地の地形，斜面と断層との距離など，対象斜面自体の他，周辺の条件も

考慮にいれる必要があること． 
・ 植生の被覆効果，樹木の風による地盤のみだれの影響など，従来土質力学や
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岩盤力学で取り扱われているもの以外の事項の比重が相対的に大きいこと． 
 このため，斜面の安定度はつぎに述べるように現地踏査，地盤調査結果をも

とに従来の経験，実態，標準法面勾配などを勘案して決めているのが現状であ

る． 
(2)斜面対策工の安定度と設計 

 斜面対策工の安定度と設計は，現地調査により崩壊形態を的確に想定し，同

時にこの崩壊をもたらす要因について検討する．崩壊の要因は，地表面浸食，

含水による土層の強度低下と自重増，間隙（水）圧の上昇，パイピング，風化

であり，これらの水の作用がどのように防止工により処理されるかによって防

止工の安定度を判断している． 
 抑制工については地下水排除工に対して，確率降雨量比流量を計算し，排水

路などの断面を設計することができる．また現場打ちコンクリート枠工につい

ても，局所的な小規模の崩壊より算出される外力を用いてのり枠の設計をする

ことができる．この場合の外力は，擁壁と同様な方法で求めることができる．

計算にもとづいて設計した工法についても，経験や他の施工実績と対比して最

終的な決定を行うことが自然斜面を対象とした急傾斜地崩壊防止工事では求め

られる．上記以外の抑制工については，現地調査結果をもとに経験，実績をベ

ースにした検討が主であり，技術者が工夫した計算が場合によっては，これを

補う目的で実施されているのが現状である 53）と述べられている． 
 抑止工については，擁壁工，アンカー項，土留柵工についてはできるだけ設

計時の外力を算定し計算により設計するものとされている．例えば，アンカー

工は，崩壊形態（すべり面）を的確に想定するこが設計の基本となる．すべり

面が想定されると，この面に従うすべりに対する設計安全率 Fs=1.0 とし，これ

よりすべり面の強度定数を逆算より求めることがよく行われている． 
すべり面が円弧である場合は，計画安全率 Fsp を確保するためのアンカーに

よる必要抑止力 Pr を求め，アンカーの設計を行う．また，アンカー定着部の地

盤や岩盤のクリープによる長期間でのアンカー緊張力の低下が生ずる場合やア

ンカー定着部周辺アンカー力導入によって新たに発生する引張応力が問題とな

る場合は別途設計あるいは維持管理での対応が必要となる． 
以上，アンカー工やそれ以外の抑止工についても，同様で必要抑止力を満足

する抑止対策を実施しているのが現状である．したがって，設計の考え方から

抑止力に対して施設の機能が発揮されるように適正な維持管理を行う必要もあ

ると言える． 
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2.6.2. 実施設計の課題 
 実施設計において，抑制工は定量的な解析にもとづいて，その配置や規模が

決められることは少なく，通常は技術者の経験や勘を頼りに設計されている． 
一方，抑止対策工の設計では，斜面を安定化させるための外力の設定が必要

となり，実務では現状安全率から計画安全率を満足するための必要抑止力が設

定される．その設定された抑止力を満足する構造，機能が抑止対策工に要求さ

れることになる．抑止力の検討には，対策工ごとに機能発現機構を考慮した調

査，試験例えば54）が実施されている． 
ここで，現状の安全率は，斜面に変状がある場合など状況によって，0.95 や

1.0 に設定される例が多い。この現状安全率で逆算された強度については，対策

工の設計を実施するために便宜上設定されているものと判断される．この逆算

された強度の意味合いについて，表層崩壊斜面を対象に考察した例55がある．こ

の事例について，詳しく述べる． 
この事例は，台風の豪雨によって表層崩壊が発生した斜面を対象に，未崩壊

地から崩壊したと思われる土層を採取し，精度の高いせん断試験を実施し，崩

壊土層が飽和することで土の見かけの粘着力が消失するこという工学的特性を

明らかにしている．次に，二次元の飽和・不飽和浸透流解析を実施し，崩壊が

発生したイベント時の飽和度分布状態を調べている．その結果，崩壊土層部分

は飽和に近い状態であった．この飽和度分布状況と土質試験の結果から，薄層

の崩壊が発生してもおかしくない状況であるにもかかわらず，崩壊地周辺の斜

面では，薄層の崩壊は発生しておらず，崩壊地も崩壊土砂の上に樹木が載って

いることからある厚さを保ったまま崩壊した．一方，浸透流解析結果の飽和度

分布に応じて，土の単位体積重量を入力，さらに室内試験結果から飽和，不飽

和を問わず内部摩擦角が一定であったこと，粘着力が飽和することで消失する

ことから，粘着力のみ変化させて，極限状態の粘着力を逆算している．その結

果，極限状態では 3kPa 程度の粘着力が必要であるとの結果となった．そこで，

この求められた粘着力が，一体何に相当するのか考察を加えており，結論とし

て，樹木根系による見かけの粘着力増分相当と推察している． 
このように斜面対策設計では，降雨時など崩壊を想定していながら，豪雨時

の地下水位状況を設定して行うのではなく，現状の安全率を設定して計画安全

率を満足する抑止力を設定して抑止対策工の設計を行っているのが一般的であ

る．その理由は，通常から斜面内で湧水や地下水位が確認され，その水位と変

状の関係が明らかな場合を除いて，調査時には，崩壊する可能性のある不安定

土層内に地下水位は確認できない場合がほとんどであるためである．そのため，
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斜面崩壊予防対策工として，積極的に不安定土層の降雨浸透防止，土中内の排

水などの対策工が計画（説明）しにくい現状となっていると考えられる． 
つぎに，現状の安全率の設定についても樹木根系による見かけの粘着力増分

に依存している可能性が明らかになったため，台風の強風による樹木の風倒な

らびに樹木が枯れて見かけの粘着力増分が低下した際にはすべり抵抗力が低下

することもあり得る． 
このような現状から，斜面対策箇所の斜面崩壊現象を推定する方法，例えば，

地下水位が集まりやすい場所，降雨浸透による強度低下で崩壊しやすいところ

などを予め検討し，崩壊形態に応じた対策工を計画する方法が必要であろう．

さらに，設計の想定の検証という意味合いからも対策工施工後に点検する維持

管理は大変重要である． 
本論文では，斜面崩壊の崩壊形態に対応した崩壊危険箇所の抽出法について

提案するとともに，対策工と地山両方の変状を調べる新しい維持管理点検法と

それを適用した事例等を示し，その重要性について述べることとした． 
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2.7. まとめ 
 本章のまとめを以下に列挙する． 
 
(1)降雨時における斜面の浸透特性に関する既往の研究 
降雨時における斜面の浸透特性に関する研究は数多い．とりわけ最近では，

飽和・不飽和浸透流解析による地盤内の水分状況の把握に関する事例研究が盛

んである．ただ，現場斜面地での降雨，土中水分などの観測結果と解析結果の

整合性を議論した事例は少ないことが分かった．一方，河川堤防などの実務で

は，簡便化したモデルを用いて不飽和・飽和浸透流解析を実施するケースが増

えている． 
現状において，汎用性の高い不飽和・飽和浸透流解析プログラムを用いて，

豪雨により崩壊した斜面を対象に，詳細な原位置調査・室内試験結果に基づき

地盤内の水分状態を推定する研究事例が少ないため，この種の研究を本論文で

議論することには，学術的な意味がある． 
 

(2)せん断特に関する既往の研究 
不飽和土の変形・強度特性に関しては，加圧板法を用いたサクションを制御

した三軸圧縮試験をツールとした研究が主流である．しかし，試験方法の難し

さから，データの蓄積は十分でない．また，実験結果の理論的な解釈も確立さ

れていない．一方，軽部ら 18）は，水分特性曲線を用いて不飽和土の粘着力 cnet

〜サクション関係を推定する手法を提案している．また，澁谷ら 24）により，斜

面表層崩壊に対応可能な低応力場（10kPa～50kPa 程度）での高精度なせん断

試験装置が開発されている． 
本論文では，このような背景から，表層崩壊現場から採取した土試料を用い

て，表土深さの自重に相当する低拘束圧条件下における一面せん断試験によっ

てせん断強度を求めた．さらに，崩壊現場から採取した土材料の水分特性曲線

を測定し，飽和度に応じたサクションを推定することにより，見かけの粘着力

を算定し検討している． 
 

(3)斜面崩壊に至るメカニズムに関する既往の研究 

斜面崩壊メカニズムに関する研究は，模型実験と現地モニタリングによって

崩壊メカニズムを解釈する事例がある．降雨模型実験結果から斜面崩壊メカニ

ズムを解釈する既往の研究では，法尻部の過剰間隙水圧が上昇し，進行性破壊

が生じるとの事例報告が多い，一方，比較的急勾配での斜面崩壊実験では，土
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塊自重の増加および飽和化によるせん断強度の低下によって崩壊する事例が報

告されている．これらのことから，飽和型と不飽和型の二つの崩壊メカニズム

が推察される．一方，現地計測によって崩壊現象を捉えた例は，皆無に近いの

が現状である．ましてや実際の崩壊時の土中内の水分状況を測定した例はない．

解析的に崩壊メカニズムを推定する研究は，解析手法の改善や開発は日進月歩

であるが，現地斜面内の初期飽和度，地層構造や透水係数の変化，解析領域外

からの浸透流，パイピングによる局所的な浸透，等不確定要因が沢山ある． 
本論文では，現地調査・室内試験などから得られた地盤情報をもとに，実際

に斜面崩壊した事例の崩壊メカニズムを推定している．検討に際して，実務に

役立てることを念頭に，可能な限り一般的な解析手法を用いている． 
 

(4)表層崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究 

表層崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究に関しては，沖村ら 46）が提

案している降雨浸透による地下水位上昇により，斜面の危険度を力学的に評価

する方法，浅野ら 47）による降雨浸透による飽和度と粘着力の関係（Sr―c 関係）

および地下水位上昇による斜面の危険度を力学的に評価する方法，等いくつか

の方法が提案され，実用化されている．いずれも過去の崩壊をすべて的中でき

るものではなく，崩壊メカニズムが異なる場合など，見逃す事例がある．小杉

ら 52）が指摘しているように，今後は，水文観測ならびに土質強度計測を実施し，

水文プロセスと崩壊発生プロセスを独立に評価する方法論が期待されている．

一方，広域の斜面等の土層深の推定方法や地盤強度の設定などについては，対

象が広域すぎて多大な労力と費用を要することから，実際の計測数を減らして

実施しているのが現状である． 
本論文では，表層崩壊する土層に対して精度の高い土質試験を行うこと，さ

らに小さな流域を対象に実施した不安定土層深のデータに基づき，一次的な表

層崩壊危険箇所を抽出する方法を提案している． 
 

(5)実務設計の概要と課題 
実際の斜面対策設計では，降雨時など崩壊を想定していながら，豪雨時の地

下水位状況を設定して行うのではなく，現状の安全率を設定して計画安全率を

満足する抑止力を設定して抑止対策工の設計を行っているのが一般的である．

その理由は，通常から斜面内で湧水や地下水位が確認され，その水位と変状の

関係が明らかな場合を除いて，調査時には，崩壊する可能性のある不安定土層

内に地下水位は確認できない場合がほとんどであるためである．そのため，斜
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面崩壊予防対策工として，積極的に不安定土層の降雨浸透防止，土中内の排水

などの対策工が計画（説明）しにくい現状となっていると考えられる． 
つぎに，現状の安全率の設定についても樹木根系による見かけの粘着力増分

に依存している可能性が明らかになったため，台風の強風による樹木の風倒な

らびに樹木が枯れて見かけの粘着力増分が低下した際にはすべり抵抗力が低下

することもあり得る． 
このような現状から，斜面対策箇所の斜面崩壊現象を推定する方法，例えば，

地下水位が集まりやすい場所，降雨浸透による強度低下で崩壊しやすいところ

などを予め検討し，崩壊形態に応じた対策工を計画する方法が必要であろう．

さらに，設計の想定の検証という意味合いからも対策工施工後に点検する維持

管理は大変重要である． 
本論文では，斜面崩壊の崩壊形態に対応した崩壊危険箇所の抽出法について

提案するとともに，対策工と地山両方の変状を調べる新しい維持管理点検法と

それを適用した事例等を示し，その重要性について議論している． 
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第 3 章 2009 年台風 9 号豪雨による山腹崩壊の実態

と崩壊メカニズムの推定 

 

3.1. はじめに 

 

第 3 章では，2009 年台 9 号の豪雨によって発生した山腹崩壊について，その

地形的特徴，降雨との関係，さらには当該地域の過去の山腹崩壊地と比較するこ

とで実態

1，2，3，4）
について述べている．さらに，同一イベントで 2 つの異なる場

所で発生した山腹崩壊のメカニズムを推定

5，6，7，8）
し，崩壊メカニズムの比較検

討から土質による崩壊の特性の違いについて述べている． 

 

3.2. 2009 年台風 9 号の気象と被害の概要 

 

2009 年 8 月，熱帯低気圧が台風 9 号となり，九州地方から東北地方の広い範

囲で大雨となった．とりわけ兵庫県佐用郡佐用町佐用では，観測記録を更新する

時間降水量 89mm という猛烈な降雨を記録
9）
した．佐用町を含む兵庫県北西部

においては，洪水災害および土石流・がけ崩れなどの土砂災害が多数発生し，尊

い人命が奪われるとともに一般住宅，公共諸施設，等に甚大な被害をもたらした．

この台風 9 号による降雨は，図 3. 110）
に示すように，8 月 8 日までほとんど降

雨がなく，9 日から 10 日までの間，特に 9 日 20 時，21 時に 50mm を越える降

雨があり記録的な豪雨となった．また，最大 24 時間降水量の分布は，図 3. 211）

に示すように兵庫県北西部を中心とする非常に狭い地域に 300mm を超える降

雨が集中しており，北東方向に 200mm 以上の降雨が分布している．この降雨は

気象レーダ画像
12）

で帯状に観測された雨雲の地域とも一致している．なお，こ

の台風による風は，1～3m/s 程度
10）

で強風による被害は小さい．一方，この降

雨によって兵庫県北西部地域（佐用町，宍粟市，養父市，朝来市，神河町，市川

町，多可町，姫路市，福崎町）においては，道路沿い，民家裏の山腹斜面が崩壊

し（図 3. 3 参照），主に道路不通や民家損壊等の被害が多数箇所で発生した． 
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図3. 1 時間降水量と累積降水量（アメダス観測所：佐用）
10）をもとに作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 2 最大24時間降水量の分布
11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 3 2009年台風9号による山腹斜面崩壊の事例（兵庫県佐用郡佐用町上石井：

国際航業株式会社撮影） 
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2006.7.12
-20

水害

57箇所

西播磨

1999.9.14
-15

風水害

1箇所

西播磨(佐用町)

2004.10.19
-20

大雨

(梅雨前線)

大雨・強雨・強風・波浪

(台風16号)

風水害

佐用136mm
期間降水量(14日0時～15日24時)

佐用149mm
期間降水量(19日0時～20日24時)

山崎　233mm
期間降水量(12日0時～20日24時)

参考記録

114箇所

西播磨

発生年月日 災害名 崩壊箇所数

異常気象名

〈気象要因〉

大雨・強雨・強風・波浪

(台風23号)

3.3. 当該地域における過去の山腹崩壊の実態 

 

兵庫県北西部地域で過去 10 年間に発生した主な山腹斜面崩壊事例について，

神戸海洋気象台の兵庫県災害年表（1999 年～2003 年）
13）

から佐用町（旧町名：

上月町・南光町・三日月町），宍粟市（旧町名：山崎町・一宮町・波賀町・千種

町）で発生した山腹斜面崩壊に関する記事を抽出した．ここで，2004 年に佐用

町，宍粟市で発生した山腹斜面崩壊事例は，兵庫県資料
14）

を，2005 年～2008 年

までは，社団法人治山林道協会資料
15）

をそれぞれ参照した（表 3. 1）．なお，過

去の記録が兵庫県の行政区分（各県民局名）で整理されていることから，県民局

単位で記載した．表 3.1 から 1999 年～2003 年までは比較的山腹斜面崩壊に関

する記録が少ないことがわかる．これは，当該地域において該当期間内に期間降

水量 100mm を越すような降雨が少なかったため，山腹斜面崩壊の発生も少な

かったと推察できる．一方，2004 年には台風 16 号，18 号，21 号，23 号と 4

個の台風が兵庫県に接近し，当該地域では，台風 23 号の降雨によって 114 箇所

で山腹斜面崩壊が発生している．また，台風 16 号，18 号，23 号による強風で

立木がなぎ倒される等の風倒木被害が多数発生している（図 3. 4，図 3. 5 参照）．

それ以降の山腹斜面崩壊事例としては，2006 年に梅雨前線に伴う長雨によって

西播磨県民局管内で 57 箇所の山腹斜面崩壊が発生している．この崩壊の特徴は

過去の風倒木被害地で多数発生している
15）

ことである（図 3. 4，図 3. 6 参照）． 

 

表3. 1 当該地域で過去10年間に発生した主な山腹斜面崩壊事例 
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図3. 4 当該地域で過去10年間に発生した山腹斜面崩壊現場写真位置（地図は国

土地理院電子国土を利用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 5 2004年10月の台風によって発生した山腹斜面崩壊の事例（兵庫県宍粟市

山崎町段） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 6 2006年7月の豪雨によって発生した山腹斜面崩壊の事例（兵庫県姫路市安

富町末広） 

図 3.6 

図 3.5 
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3.4. 2009 年台風 9 号による山腹崩壊の実態 

 

台風 9 号により発生した山腹斜面崩壊発生箇所の特徴を明らかにすることを

目的として，図 3. 7 に示すように限られた範囲ではあるが，現地調査（図中の

凡例，調査 No.1～No.3 は調査実施日ごとのルートを示す）および 53 枚の航空

写真判読により山腹斜面崩壊発生箇所を特定した．今回の調査により，195 箇所

の崩壊地が確認された．なお，この箇所数は今回の調査範囲内で確認された数値

であり，今回の災害により発生した崩壊地のすべてを網羅しているわけではな

い． 

 

3.4.1. 山腹斜面崩壊箇所と降雨状況 

台風 9 号による最大時間降水量分布と山腹斜面崩壊箇所の関係を図 3. 8 に，

最大 24 時間降水量分布との関係を図 3. 9 に示す．なお，最大時間降水量分布お

よび最大 24 時間降水量分布は，兵庫県の資料
11）

をもとに作成した．崩壊の時

刻が明らかではないため崩壊時の累積降水量は不明であるが図に示すように，

最大時間降水量 50mm 以上，最大 24 時間降水量が 200mm 以上の範囲で崩壊

が多数発生しているように見える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 7 調査範囲と山腹斜面崩壊発生箇所の分布 

 

 

宍粟市 

佐用町 

養父市 

朝来市 
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姫路市 
福崎町 
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図3. 8 山腹斜面崩壊発生箇所と最大時間降水量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 9 山腹斜面崩壊発生箇所と最大24時間降水量の関係 

 

3.4.2. 山腹斜面崩壊箇所の地質的特徴 

当該地域の地質
16）17）

と山腹斜面崩壊箇所を図 3. 10 に示す．図を参照すると

ペルム紀の苦鉄質深成岩類 Pap（夜久野岩類班れい岩 Ygb），白亜紀後期の非ア

ルカリ珪長質火山岩類 K2vf（デイサイト溶結凝灰岩・流紋岩 Ary），白亜紀後期

の非アルカリの苦鉄質火山岩類 K2vb（安山岩 Aan）での崩壊が大多数を占めて

いる．しかしながら，調査範囲が限られていることもあり，同様の地質が分布す

る箇所で地形や風化程度の違い，地質構造等が明らかでないことに加えて，降雨
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状況など他の要因を考慮すると今回の崩壊が，地質のみの素因で発生している

と結論づけることは難しい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 10 表層地質と山腹斜面崩壊発生箇所の関係
16）17） 
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3.4.3. 山腹斜面崩壊箇所の地形的特徴 

(1)調査項目と整理方法 

山腹斜面崩壊箇所の地形条件を明らかにするために，災害復旧のため実施さ

れた測量データが入手できた箇所ならびに現地踏査によって 1/10,000 地形図に

プロットした山腹斜面崩壊箇所23箇所を対象に崩壊発生場所の地形的特徴を求

めた．地形的特徴の整理は，沖村らが兵庫県南部地震時に山腹崩壊の特徴を整理

した方法
18）19）

を参考に崩壊発生場所の地形分類，比高率，傾斜度および崩壊方

向角を求めた．それぞれの定義を以下に示す． 

a)崩壊発生場所の地形分類 

崩壊発生場所の地形的特徴を以下のように分類した． 

ⅰ)崩壊縦断形状 

地形図に記載されている等高線の間隔から以下の 3 つに分類した． 

・凸型斜面での崩壊 

図 3. 11 の a）に示すように，崩壊地の等高線間隔が，崩壊地の上部で極端に

狭くなっている場合の崩壊を凸型斜面での崩壊と分類した． 

・凹型斜面での崩壊 

図 3. 11 の b）に示すように，崩壊地の等高線間隔が，崩壊地の上部で極端に

広くなっている場合の崩壊を凹型斜面での崩壊と分類した． 

・直線型斜面での崩壊 

崩壊地の等高線間隔から顕著な遷急線，遷緩線を判断できない崩壊を直線型

斜面での崩壊と分類した． 

ⅱ)崩壊横断形状 

地形図に記載されている等高線の間隔から以下の 3 つに分類した． 

・尾根型斜面での崩壊 

図 3. 12 の a）に示すように等高線の横断形状が張り出した形状を示す斜面で

発生している崩壊を尾根型斜面での崩壊と分類した． 

・谷型斜面での崩壊 

図 3. 12 の b）に示すように等高線の横断形状が凹んだ形状を示す斜面で発生

している崩壊を谷型斜面での崩壊と分類した． 

・直線型斜面での崩壊 

図 3. 12 の c）に示すように等高線の横断形状が直線形状を示す斜面で発生し

ている崩壊を直線型斜面での崩壊と分類した．
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a）凸型斜面        b）凹型斜面 
図3. 11 崩壊縦断形状模式図 

 

 

 

 

 

 

 

    a）尾根型斜面     b）谷型斜面     c）直線型斜面 
図3. 12 崩壊横断形状模式図 
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b)比高率 

現地調査から，崩壊地が斜面の比較的高い箇所で発生していたため，斜面内の

どの位置で山腹斜面崩壊が発生したかを指標とする比高率を図 3. 13 に示すよ

うに定義した．図に示すように崩壊地の上流端の標高（HU），崩壊地から最短距

離にある河床標高（HL）および崩壊発生斜面の頂上部標高（HT）を地形図から

読み取り，式（3. 1）により求めた．この比高率は斜面内における崩壊上流端の

相対的な標高を百分率で表したものであり，位置のポテンシャル量を示すもの

である．この値が大きければ大きいほど，斜面の高い位置で崩壊が発生している

ことを意味する． 

�� = �� − ���� − �� × 100 

（3. 1） 

ここに，RH：比高率（%） 

HU：崩壊地の上流端の標高（m） 

HL：崩壊地から最短距離にある河床標高（m） 

HT：崩壊発生斜面の頂上部標高（m） 

  

 

 

 

 

 

 

 

図3. 13 比高率の定義 
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c)傾斜度 

山腹斜面崩壊発生箇所の傾斜度を求めた．傾斜度は，図 3. 14 に示すように，

崩壊の最も上流を通る 2 本の等高線間の長さ L を地形図（縮尺 S 分の 1）から

読み取り，式（3. 2）により求められるものとした．この傾斜度は崩壊滑落崖付

近の傾斜角を表していると言える． 

 

� = tan�� � ���
0.001 × � × �� 

（3. 2） 

ここに，θ ：傾斜度（°） 

L  ：崩壊上流部における標高差の等高線間隔（mm） 

S ：地図の縮尺 

H ：標高差（m） 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 14 傾斜度の定義 

 

d)崩壊方向角 

山腹斜面崩壊がどのような方向で発生していたかを明らかにするために崩壊

方向角を求めた．崩壊方向角は，図 3. 15 に示す方向で求めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 15 崩壊方向角の定義 
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(2)調査結果 

調査結果の整理は，先に述べたように 2004 年台風によって風倒木被害地が多

く分布する地域であったことから，現地や航空写真判読によって風倒木被害地

と思われる箇所とそうでない箇所を区別した．なお，本検討対象斜面 23 箇所の

内，過去の風倒木被害地での山腹斜面崩壊箇所は 16 箇所，風倒木被害地以外の

山腹斜面崩壊箇所は 7 箇所である．ここでは，今回発生した崩壊について示し，

考察を加えた． 

a)崩壊発生場所の地形分類 

崩壊縦断形状の割合を図 3. 16 に，崩壊横断形状の割合を図 3. 17 にそれぞれ

示す．崩壊縦断形状の割合は，過去の風倒木被害地での山腹斜面崩壊では凹型斜

面での崩壊の割合が 44%と多く，ついで凸型斜面での崩壊が 31%となっている．

一般的に降雨による崩壊は集水性の高い凹型斜面で発生しやすいという傾向
20）

があり，その傾向とほぼ同様である．しかし，凸型斜面でも 31%の崩壊が発生

していることから，通常の降雨による崩壊と異なった特徴を有している．これは，

後でも述べる風倒木被害地での崩壊が多かったことと関連するものと考えられ

る．一方，風倒木被害地以外での山腹斜面崩壊は直線型斜面が 57%と多く，つ

いで凹型斜面の 29%である．なお，風倒木被害地以外の凸型斜面での崩壊の割

合が 14%を示すが，全体の件数が少ないため誇張されている結果になっている

と推察される．つぎに，崩壊横断形状の割合は，図より過去の風倒木被害地で発

生した山腹斜面崩壊は直線型斜面で 56%と最も多く，ついで谷型斜面が 31%で

ある．一般的に集水地形である谷型斜面は降雨による崩壊が発生しやすいとい

う傾向
21）

があるが，風倒木被害地での崩壊は，直線型斜面や尾根型斜面でも崩

壊が認められることから，縦断形状と同様に通常の降雨による崩壊とは異なっ

た特徴を有している．これは，崩壊縦断形状と同様に風倒木被害地での崩壊が多

かったことと関連するものと考えられる．一方，風倒木被害地以外で発生した山

腹斜面崩壊は谷型斜面がほとんどを占め，一般的な傾向と一致する． 
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  風倒木被害地         風倒木被害地以外 
図3. 16 崩壊縦断形状の割合 

 

 

 

 

 

 

 

  風倒木被害地               風倒木被害地以外 
図3. 17 崩壊横断形状の割合  

 

b)比高率 

比高率の結果を図 3. 18 に示す．この図より，過去の風倒木被害地での山腹斜

面崩壊は，比高率 70%が最も多く 50%以上が全体の 75%を占める．過去の風倒

木被害地での山腹斜面崩壊は，斜面下部での崩壊もあるものの，斜面中腹や頂上

付近からの崩壊も多い特徴がある．一方，風倒木被害地以外での山腹斜面崩壊は，

比高率 90%のものも認められるが，全体的にばらついている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 18 比高率の分布（風倒木被害地・風倒木被害地以外）
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c)傾斜度 

傾斜度の結果を図 3. 19 に示す．この図より過去の風倒木被害地での崩壊は，

傾斜角度が 45°付近で最も多いことがわかる．過去の風倒木被害地での山腹斜

面崩壊傾斜度は，豪雨により発生する崩壊傾斜度の値が 35～40°で多いこと
22）

と比較すると大きいことがわかる．一方，風倒木被害地以外での崩壊は，風倒木

被害地での崩壊と比べると，傾斜度の緩い箇所で発生しており，一般的な豪雨に

より発生する傾向とおおむね一致している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 19 傾斜度の分布（風倒木被害地・風倒木被害地以外） 

 

d)崩壊方向角 

崩壊方向角の結果を図 3. 20 に示す．図より，過去の風倒木被害地で発生した

山腹斜面崩壊は，崩壊方向角 0～120°，330～360°で北向き斜面が多いことが

わかる．この結果は，2004 年台風 23 号による風向と対面する斜面で風倒木被

害斜面が多数発生したことと一致する．一方，風倒木被害地以外の崩壊は，150

～330°で発生しており，風倒木被害地での崩壊の傾向と異なるが，この理由に

ついては明らかではない． 
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図3. 20 崩壊方向角の分布（風倒木被害地・風倒木被害地以外） 

 

e)山腹斜面崩壊箇所の地形的特徴に関する考察 

台風 9 号の降雨によって発生した山腹斜面崩壊地の地形的特徴を整理した結

果，過去の風倒木被害地での崩壊と風倒木被害地以外での崩壊では，異なる傾向

を示していることがわかった．これは，当該地域での過去の風倒木被害地の影響

を強く受けた崩壊が発生していたためである．このことについては，当該地域に

て発生した過去の風倒木被害地での崩壊の地形的特徴と比較しながら考察を加

えることとする．なお，地形的特徴に加えて地質構造（受け盤，流れ盤など）に

起因する崩壊の可能性も考えられるが，全ての崩壊地において現地調査を実施

していないため，その影響については明らかではない． 
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3.4.4. 過去の山腹斜面崩壊発生箇所と今回の山腹斜面崩壊発生箇所の比較 

(1)2004 年台風による風倒木被害地と今回の山腹斜面崩壊発生箇所との比較 

2004 年台風による風倒木被害地と今回の山腹斜面崩壊発生箇所を比較し，最

大時間降水量分布を重ねて表示した結果を図 3. 21 に示す．また，最大 24 時間

降水量分布を重ねて表示した結果を図 3. 22 に示す．これらの図に示すように，

風倒木被害地は全体的に分布しており，特に佐用町，宍粟市，姫路市の境界付近

で密度が高いことがわかる．また，今回の山腹斜面崩壊は，佐用町の北東部や宍

粟市西部，東部，朝来市西部に分布している風倒木被害地とおおよそ一致してい

る． 

今回の調査で全体を網羅できているとは言い難いが，今回の台風による山腹

斜面崩壊は表 3. 2 に示すようにおおよそ 75%が過去の風倒木被害地での崩壊で

ある．また，最大時間降水量 20mm 以上，最大 24 時間降水量 200mm 以上で風

倒木被害地の山腹斜面崩壊が多数発生し，さらに最大時間降水量 50mm 以上，

最大 24 時間降水量 250mm 以上となると風倒木被害地以外でも崩壊が発生して

いるように見える． 

以上のことから，風倒木被害地では，風倒木被害地以外でも崩壊が発生する最

大時間降水量や最大24時間降水量よりも少ない降雨でも山腹斜面崩壊が発生し

やすくなっていると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 21 風倒木被害箇所と2009年台風9号による山腹斜面崩壊発生箇所ならびに

最大時間降水量の関係 
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崩壊個数

(風倒木被害地以外)

(個)

崩壊個数

(風倒木被害地内)

(個)

合計

(個)

現地調査 14 48 62

航空写真判読 35 98 133

合　計 49 146 195

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 22 風倒木被害箇所と2009年台風9号による山腹斜面崩壊発生箇所ならびに

最大24時間降水量の関係 

 

表3. 2 2009年台風9号による崩壊箇所数内訳 
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(2)2006 年 7 月豪雨による山腹斜面崩壊発生箇所と今回の山腹斜面崩壊発生箇

所ならびに地形的特徴の比較 

a)2006 年 7 月豪雨の概要 

兵庫県北西部では，2006 年 7 月 12 日から 20 日にかけて梅雨前線の影響で兵

庫県宍粟市一宮町を中心に期間降水量 300mm，最大時間降水量 30mm 程度の

降雨
23）

によって山腹斜面崩壊が発生した．図 3. 23 に期間降水量（2006 年 7 月

15 日～7 月 24 日）の分布を示す．この図から淡路島をのぞく兵庫県全域で期間

降水量 200mm 以上を観測し，佐用町の北部，宍粟市ならびに姫路市北部では期

間降水量 300mm 以上となっている．2009 年の台風 9 号の降雨と対比すると期

間降水量はほぼ同様であるが，時間降水量が小さく，継続時間は長いという特徴

を有している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 23 2006年7月12日から20日の期間降水量
23）に一部加筆 

 

b)山腹斜面崩壊箇所の比較 

2006 年 7 月豪雨による山腹斜面崩壊箇所と今回の山腹斜面崩壊箇所を比較し

たものが図 3. 24 である．この豪雨による山腹斜面崩壊箇所は，姫路市，宍粟市，

佐用町（図 3. 24 の中央下から左下付近）の風倒木被害地が多く分布する箇所で

発生している．特に佐用町北西部，宍粟市南部と姫路市北部ではその密度が高い

ことがわかる．この山腹斜面崩壊箇所の分布状況は，詳細な等雨量分布図を整理

して比較する必要があるが，図 3. 23 に示した期間降水量 300mm 以上の分布

（東西方向）とおおむね一致する．一方，2009 年台風 9 号によって発生した山

腹斜面崩壊は，最大時間降水量，最大 24 時間降水量の分布状況に対応した範囲

において，2006 年に山腹斜面崩壊が発生していない箇所で発生している傾向が

ある．このことは，風倒木被害地における潜在的に危険な箇所で，2006 年 7 月

豪雨では崩れずに残った斜面が，今回の降雨によって崩壊した可能性が示唆さ

れる． 
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図3. 24 風倒木被害箇所と2006年7月豪雨ならびに2009年台風9号による山腹斜

面崩壊発生箇所の関係 

 

c)崩壊発生場所の地形分類 

2006 年 7 月豪雨によって発生した崩壊と 2009 年の台風 9 号による崩壊の地

形的特徴を比較検討するため，本節と同様の整理がなされている資料
15）

を用い

た．この資料では，2006 年 7 月豪雨によって発生した崩壊 30 箇所について記

載がある．それぞれ地形分類により整理した結果を図 3. 25 に示す．崩壊縦断形

状の割合は，図より 2006 年 7 月豪雨による山腹斜面崩壊は，凸形と直線型斜面

で多いことがわかる．今回発生した崩壊は，凸形斜面で多いものの凹形でも多数

の崩壊が発生している．つまり，両者とも一般的な降雨に崩壊しやすい凹形のみ

ではなく，凸形斜面で崩壊が発生している特徴を有する． 

つぎに，崩壊横断形状の割合は，図より 2006 年 7 月豪雨による山腹斜面崩壊

は，直線斜面が最も多く，ついで谷型斜面が多い．今回発生した崩壊も同様に直

線と谷型斜面で多いことがわかる． 

以上，地形的特徴は，両者とも風倒木被害地での崩壊であることから，一般的な

降雨による山腹斜面崩壊と異なる地形条件で発生している特徴を有する． 
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図3. 25 崩壊形状の割合 

 

d)比高率 

比高率と崩壊発生率との関係を図 3. 26 に示す．図より両者とも比高率 60%

以上で崩壊が多い特徴を有する．この結果も一般的な降雨で崩壊する場所と異

なっており，風倒木被害地での山腹斜面崩壊の一つの特徴の表れであると言え

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 26 比高率（風倒木被害地）と崩壊発生率との関係 
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e)傾斜度 

傾斜度と崩壊発生率との関係を図 3. 27 に示す．この図より両者ともに傾斜角

度が 40°以上の崩壊が多いことがわかる．この傾斜度は，豪雨により発生する

通常の崩壊傾斜度の値が 35～40°で多いことと比較すると大きいという特徴を

有している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 27 傾斜度（風倒木被害地）と崩壊発生率との関係 

 

f)崩壊方向角 

崩壊方向角の結果を図 3. 28 に示す．図より両者とも崩壊方向角 0～120°，

300～360°で北向き斜面での崩壊が多数発生していることがわかる．この結果

は，2004 年台風 23 号による風向と対面する斜面で風倒木被害斜面が多数発生

したことと一致する． 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 28 崩壊方向（風倒木被害地）と崩壊発生率との関係 
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g)考察 

地形的特徴として，地形分類，比高率，傾斜度，崩壊方向について，2004 年

台風によって発生した風倒木被害地で 2006 年と 2009 年に発生した山腹斜面崩

壊の特徴の比較を行った．その結果，過去の風倒木被害地での山腹斜面崩壊は，

発生時期が異なるにもかかわらず，斜面の高い位置，集水地形ではない直線，凸

形で 40 度以上の急傾斜で崩壊が発生しており，降雨に起因した斜面崩壊が発生

やすいと一般的に言われている地形とは異なる特徴を有している． 

この現象は，過去の強風による影響で風倒木に伴う根返りによって，山腹斜面

表層が乱され，雨水浸透が促進されて崩壊に至りやすくなっているものと推察

される．従って，通常崩壊が発生しにくい箇所での崩壊であったと言える． 

したがって，当該地域の風倒木被害地では，健全な植生が回復するまでの間，

通常の山腹斜面が崩壊する最大時間降水量や最大24時間降水量より少ない降水

量でも山腹斜面崩壊が発生しやすくなると推察される．また，当該地域では，風

倒木被害地が多数存在しており，今後の降雨によっては，同様の崩壊が多数発生

する可能性があることが示唆される． 

このような風倒木被害地の再崩壊に関する事例はいくつか報告
22，24，25，26）

さ

れている．岩本ら
24）

は，風倒木地帯の経年的な定点観測を行っており，風倒木

発生後の夏期の台風や豪雨によって，特に被害林地周辺での山崩れが多発して

おり，この原因として風倒木地帯の樹木が折損等の被害を受けた際に，根際付近

の地表面が攪乱された結果，その後次第に地盤の支持力（せん断強度）が低下し

たためであると報告されている． 
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3.5. 崖錐堆積物斜面における崩壊メカニズムの推定 

 

3.5.1. 崖錐堆積物斜面崩壊箇所の概要 

佐用郡佐用町山脇における山腹斜面崩壊は，図 3. 29 の実線で囲った場所で発

生した．崩壊前の地形は，地形図から斜面勾配約 35 度の北向き ，凹形谷地形

の斜面である．地質は，図 3. 30 に示すように，古生代三日月層（砂岩，千枚岩

質粘板岩及びそれらの互層） の分布領域であり，現地で採取した崩壊土砂を確

認した結果，砂岩主体であると判断される．崩壊地の大きさは，長さ 55m 程度

（水平距離），幅 13m 程度であり，崩壊発生源は図 3. 31 に示すようにスプーン

状を呈していた．崩壊深度は，あとで述べる崩壊地内縦断図および横断図の両方

から詳細に元地形を推測した結果，おおよそ 2.5m～3.0m程度と推察される （図

3. 32 参照）．また，今回の崩壊は，踏査や崩壊地のトレンチの結果から，崖錐堆

積物が堆積している部分が降雨によって崩壊したものと推察された． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 29 25,000分の1地形図
27）に加筆 
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図3. 30 50,000分の1地質図
28）に加筆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 31 崩壊地滑落崖の状況（山脇地区）（写真位置は図3. 32参照） 
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3.5.2. 現地調査 

現地調査は，崩壊地の地盤状況を把握することを目的として実施した．具体的

には，崩壊地を含む縦横断の測線を 3 測線設け，測線上と試料採取箇所や透水

試験箇所で簡易動的コーン貫入試験を実施した．また，3 測線で表面波探査
29）

を実施し，地盤内を伝播するせん断弾性波速度（S 波速度）を測定した．つぎに，

崩壊地内および未崩壊地それぞれの表層部の透水特性を把握するために，原位

置透水試験 （長谷川式透水試験
30）

）を図 3. 33 に示す A から C の 3 箇所で実施

した．さらに，崩壊地内および未崩壊地のそれぞれで土層の物理・透水・強度特

性を求めるために，図 3. 33 に示す A から D の 4 地点で試料を採取した． 

(1)簡易動的コーン貫入試験 

簡易動的コーン貫入試験は，図 3. 32 に示す箇所で実施した．崩壊地を含む測

線上（測線 1）で実施した簡易動的コーン貫入試験の結果を図 3. 33 に示す．崩

壊地上部の未崩壊地での簡易動的コーン貫入試験の結果から，崩壊した土層深

を考慮して推定すると，おおよそ簡易動的コーン貫入試験の Nd<10 であると判

断される．ただし，崩壊地内の中央から上部にかけては，崩壊後の地表面以深に

も Nd <10 が GL.-1～-2m 程度で分布している． 

以上のことから，崩壊箇所は，崩壊前 Nd <10 の土層が GL.-4.0～-5.0m 程度

の深さで分布しており，台風の豪雨によって GL.-2.5～3.0m 程度の深さで崩壊

したものと考えられた． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 32  測線，原位置透水試験，試料採取箇所 
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図3. 33  簡易動的コーン貫入試験結果測線1（地形復元） 

 

(2)表面波探査 

表面波探査は，測線 1，2 および 3 で実施した．加速度計の設置間隔は，深さ

10m 程度の解析精度を保証するために 1.0m とした． 

崩壊地を含む測線上（測線 1）で実施した表面波探査の解析結果を図 3. 34 に

示す．この図より，滑落崖上部（図上の横断距離 0～9m）では，Vs =120～150m/s

の土層が 4m 程度分布している．崩壊地内（図上の横断距離票 9～55m）では

Vs=150～200m/s の土層が 2～3m 程度分布し，それ以深に Vs=200～300m/s 程

度の土層が 1～2 m 程度分布している．さらに，それ以深になると Vs > 300m/s

となることが明らかになった． 

また，現地踏査で滑落崖から 35～50m 下流の範囲に粘性土が崩壊面に露出し

ていたが，およそ表面波探査結果の Vs =140m/s の分布範囲（横断距離程では 55

～80m の範囲）と対応している．なお，他の測線の結果も測線 1 と同様の傾向

を示していた． 

つぎに，先に述べた簡易動的コーン貫入試験結果と比較すると，崩壊地内上部

においては，Nd < 10 程度の土層と表面波探査結果における Vs=150～200m/s が

分布する領域と対応する．また，Nd > 30 と Vs > 300m/s の境界がおおむね一致

している．このように，点で捉えた簡易動的コーン貫入試験の結果と線で捉えた

表面波探査結果を対比することにより，二次元断面における S 波速度と Nd値と

の対応が明らかとなり，より高い確度で表層地盤の土層を区分することが可能
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となると言える．一方，現地に露出していた粘性土の分布については，

Vs=140m/s の分布範囲と対応しているが，粘性土が地表面に露出していなけれ

ば，Nd値から判断できずに崖錐堆積物と判断した可能性が高い．このことから，

表面波探査の結果のみでは，材料の分布状況を判断することは難しため，別途，

地盤内の材料を確認する調査と合わせて判断する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 34  表面波探査解析結果（測線1） 

 

(3)現地簡易透水試験 

当該斜面の透水性を評価するために，長谷川式透水試験器
30）

を用いて，原位

置透水試験を実施した．ここで，試験箇所は，図 3. 32 に示す 3 地点とし，A を

崩壊面（崩壊前の地表 GL-2.5m），B を崩壊土層（崩壊前の地表 GL-1.5m），C

を表層（崩壊前の地表 GL.-0.3m）と呼ぶこととする． 

長谷川式透水試験は，ハンドオーガーで φ=15cm，h=30cm 程度の孔を設け，

孔内に予備注水を行ない周囲の飽和度を高めた後に，再注水を行ない水位の低

下速度を測定することで簡易に透水係数が算出できる方法である． 

表層で実施した試験では，k15 = 2.01×10-5 （m/s） を得たが，崩壊土層なら

びに崩壊面で実施した試験においては，透水係数が測定できないほど透水性が

大きいことが明らかになった． 

(4)土層トレンチ 

当該箇所の土層構成を把握するために，図 3. 32 に示す未崩壊地にある C 地

点でトレンチ調査を実施した．C地点のトレンチ調査の結果，表層からGL.-0.5m 
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程度までは，腐植土で顕著な根系が確認されるような土壌層であった．さらに 

GL.-1.0m 程度になると，根系の分布が減少し，細かい根系が僅かに確認できる

程度で砂礫を主体とした崖錐堆積物層に徐々に変化した．さらに，GL.-1.5m 程

度になると根系は皆無で崖錐堆積物主体の層となった．なお，別途試料採取時に

確認した土層も同様な分布状況であった．  

(5)試料のサンプリング 

物理，強度，透水特性を把握する目的で，図 3. 32 に示す 4 地点で不かく乱試

料をネイルサンプリング法
31）

で採取した．A 地点の試料は，崩壊せずに残った

土層であり，崩壊前の地形から考え崩壊面（GL.-2.5m）に相当する．また，B 地

点の試料は，滑落崖を掘削して，崩壊前の地形から考え崩壊土層（GL.-1.5m）

に相当する試料とみなした．さらに C 地点では，深度方向の材料変化を調べる

目的で，それぞれ GL.-0m，-0.5m，-1.0m，-2.0m の深度において，筒状のサン

プリング容器（ φ=6cm，h=2cm）で乱さない試料と乱した試料をそれぞれ採取

した．また，D 地点は，現場踏査の際に確認した粘性土が分布する箇所で，筒状

のサンプリング容器（ φ=6cm，h=2cm）で乱さない試料と乱した試料を採取し

た． 

(6)原位置試験から得られた当該箇所の特徴 

表面波探査の低速度領域（150～200m/s 以下）と簡易動的コーン貫入試験の

低貫入値領域（Nd < 10）の分布はほぼ一致しており，おおよそ 5m の深さに基

盤層（表面波探査における Vs > 300（m/s））が確認された．つまり，崩壊面は 

Nd 崖錐堆積物内で発生しており，明瞭な強度境界で崩壊していないと推定でき

る． 

さらに，一連の原位置試験やトレンチによる考察から，植生の根系を含む土層

（高々GL.-1.0m）の下に崖錐堆積物が 4m 程度分布しており，その下に基盤層

が分布していると考えられた．また，植生の根系を含む土層は，崩壊地内で実施

した崖錐堆積物と比較して透水性が低いこと，長谷川式現場透水試験の結果か

ら，根系が分布する GL.-0.3m 付近は k15 = 2.01×10-5 （m/s） 程度，その下の

崖錐堆積層は極めて透水性が高いことが確認された． 

以上のことから，降雨時には，透水性の低い植生層で，一旦貯留，浸透し，透

水係数の非常に大きな崖錐堆積物内では一気に浸透し基盤層まで達するものと

推察された． 
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3.5.3. 室内試験 

(1)物理・透水特性 

JGS 0111 に準拠した土粒子の密度試験，JGS 0131 に準拠した粒度試験など

の物理試験および定水位透水試験を実施した．これらの試験結果を表 3. 3 およ

び図 3. 35 に示す． 

粒度試験結果から，概ね，深度方向にレキ分含有率が増加し，砂分・細粒分含

有率は低下している．一方，透水係数に関しては，深度方向に大きくなる傾向を

示し，GL.-1.5 m 以深においては，10-3 m/s オーダーとかなり高い透水性を示し

ている．これは，崩壊面付近の原位置透水試験によって透水係数を求めることが

できなかった事実と整合する．また，未崩壊地の表層（GL-0.3m）を対象に現地

で実施した透水試験から得られた透水係数 k15 =2.01×10-5 m/s と，GL.-0m 試

料を対象に行なった室内透水試験結果（3.26×10-5 m/s）が概ね一致することか

ら，原位置透水試験結果は妥当なものと判断した． 

今回実施した各種物理試験および透水試験において，粒度分布や透水係数に

関しては深くなるに従って，レキ分含有率が増加することや，透水係数が大きく

なるなどの一定の傾向が見受けられたが，乾燥密度 ρd や間隙比 e に関しては，

ばらついており深度に明瞭な相関関係は見られなかった． 

以上，深度方向における一連の物理特性，透水特性と現地のトレンチ状況を考

慮して，以降で実施する崩壊メカニズムの推定のために，土層区分を行った．ま

ず，植生の根系が多く分布していた GL.0m から-0.5m を植生層，植生の根系が

減少し透水係数が漸増しているGL-0.5mから1.0mを遷移層，レキ分が植生層，

遷移層に比べ多く，透水係数がほぼ一定となる GL-1.0 以深を崖錐堆積物層と区

分した． 

 一方，崩壊地内の斜面下部に確認された粘性土については，粘土鉱物としてス

メクタイトのような膨潤性粘土鉱物を含み斜面崩壊に寄与した可能性も考えら

れたことから，採取した粘性土を用いて X 線回折による粘土鉱物の同定を行な

った．得られたチャート図を図 3. 36 に示している．このチャート図より，当該

現場で採取された粘性土内部にはクロライト（C），イライト（I），カオリナイト

（K）などの各種粘土鉱物が確認されたものの，スメクタイト鉱物は確認できな

かった．したがって，崩壊地下部に分布した粘土鉱物の膨潤によって，崩壊が発

生する可能性
32）

は低いと推察された． 
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表3. 3 各試料の物理特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 35  深度方向の物理・透水特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 36 X 線回析の結果（粘性土） 
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つぎに，土の保水性を把握するために保水性試験を実施した．試験は，先に述

べた物理，透水特性から区分した植生層，遷移層，崖錐堆積物層で表 3. 4 のと

おりとした．なお，保水性試験に用いた試料は，土層区分に従い，植生層（GL.-

0 m 試料と GL.-0.5 m 試料を乾燥重量比 1：1 で混合したもの），遷移層（GL.-

0.5 m 試料と GL.-1.0 m 試料を乾燥重量比で 1：1 混合したもの），崖錐堆積物

（GL.-2.5 m 試料）とした． 

植生層および遷移層を対象とした試験は，加圧板法で，崖錐堆積物層について

は，遠心法および吸引法を用い，ともに JGS 0151 2009 「土の保水性試験方法」

に準拠して試験を実施している．なお，加圧板法については，供試体サイズ（φ 

= 6cm，h = 2cm） を考慮して，4.75 mm ふるい通過試料を用い，遠心法およ

び水頭法に関しては，9.75 mm ふるいを通過した試料を用いている．加圧板法

および遠心法に用いたセラミックディスクの空気侵入値 （AEV） は，ともに

500 kPa である． 

一般に，水分特性曲線は吸水過程と排水過程で異なった傾向 （ヒステリシス） 

を示すとされている
33）

が，両曲線を求めるには，試験時間が非常に長くなるた

め，今回は初期状態を飽和状態とし，排水曲線のみを求めた．それぞれ土層ごと

の試験結果を表 3. 5，図 3. 37 に示す．なお，表 3. 5 に示すフィッティングパラ

メータの同定には van Genuchten の関数モデル
34）
（以降，VG と呼ぶ）を用い，

飽和透水係数 ksは，それぞれ室内透水試験結果を用いている （表 3. 3 参照，た

だし，植生層：GL.-0～-0.5m の平均値，遷移層：GL.-0.5～-1.0m の平均値，崖

錐堆積層：GL.-1.5～-2.5m の平均値）．図 3. 37 より，崖錐堆積層は，他の層に

比べて体積含水率 0.2 から 0.4 付近で圧力水頭の変化が少ない地盤材料である

特徴がある．この原因は，表層，遷移層に比べて，崖錐堆積物層の細粒分が少な

く，レキ分が多い粒度特性の影響によるものであると判断される． 

 

表3. 4 保水性試験の条件 

 

 

 

 

 

植生層 遷移層 崖錐堆積層

(g/cm3) 1.41 1.47 1.41

飽和状態 飽和状態 飽和状態

吸引法

遠心法

4.75mm ふるい通過試料

試料名称

粒度調整

             ρ d

初期状態

試験方法 加圧板法
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表3. 5 保水性試験の結果と VG model フィッティングパラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 37 土層区分ごとの水分特性曲線 

 

(2)室内ベンダーエレメント試験 

現地で観測されたせん断波と室内ベンダーエレメント試験（以下，室内 BE 試

験）で測定されるせん断波を比較することで試料の状態を比較した． 

室内 BE 試験は，崩壊地内で採取した崩壊面 （GL.-2.5m） 試料を対象に，

小型三軸試験装置を用いて実施した．試験条件等を表 3.6 に示す．供試体サイ

ズは，φ=5cm，h=10cm であり，4.75 mm ふるい通過試料を用いて供試体を作

成した．水分量に関しては，不飽和 （試料採取時の飽和度） の条件下で実施し

ている．Vsの測定法方法は，JGS 0544：2011「ベンダーエレメント法による土

のせん断波速度測定方法」で推奨されている手法に準拠し，複数の送信電圧周波

数を用いて BE 試験を実施した．鉛直応力 σv =15，30，60，100kPa で圧密した

試料では，5 kHz および 8 kHz の送信電圧を用いて，送信電圧と受動電圧にお

ける初動の周期がほぼ等しく，受信電圧の初動までに送信電圧周期の 2 倍以上

47）
の時間があった．そこで，各計測結果において，5 kHz・8kHz の適切な方の

送信電圧周波数を用いた際の送受信電圧波形より伝播時間Δt を算出した．ここ

で，せん断弾性波速度 Vs（m/s）は式（3. 3）で算出される． 

植生層 遷移層 崖錐堆積物

飽和体積含水率 θ s 0.43 0.41 0.45

残留体積含水率 θ r 0.26 0.24 0.16

飽和透水係数 k s (m / sec) 6.42×10-5 2.50×10-4 3.26×10-3

α (1 / m) 9.981 44.154 9.018

n 1.452 1.355 1.769

m 0.311 0.262 0.435

フィッテング

パラメータ
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!" = �
∆$ 

（3. 3） 

ここに，L：せん断弾性波の伝播距離 （mm） ，Δt：せん断弾性波の伝播時間 

（sec） である． 

 

伝播時間は，送信・受信波形の start - to - start と peak - to - peak の平均時

間とし，計測した全ての結果において，この差が伝播時間の 3 % 以下
47）

である

ことを確認している．なお供試体セット時 （σv=0kPa） においては，供試体が

比較的ゆるい状態であったことが原因で有意な計測ができなかった．  

原位置において表面波探査で測定した崩壊地内のせん断弾性波速度 Vs分布と，

室内 BE 試験による Vs を比較した結果を図 3. 38 に示している．室内 BE 試験

供試体の飽和度は，一律に図中の崩壊地内地表面深度 0m 地点の試料採取時の

飽和度を用いている．つまり，深度方向に飽和度が変化しないと仮定している．

原位置において実施した表面波探査で求められた Vsと，室内 BE 試験によって

求められた Vsを比較すると，概ね深度方向に増加し，特に表層部分においては，

室内 BE 試験の試験結果と整合していることが確認できる．既往の研究
12）

にお

いては，原位置および室内試験より得られた Vsを比較し，試料の乱れや現場の

再現性を評価する指標としている．これらより，当該現場において原位置および

室内試験による不飽和条件下の Vsが概ね一致していることを考慮すると，定圧

一面せん断試験をはじめとする各種室内供試体は，現場の状態をおおむね再現

できているものと判断される． 

 

 表 3.6 BE 試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

崩壊面試料 (GL.-2.5m)

乾燥密度（g/cm3
）

1.41

飽和度　（%） 56.7 , 98.7

載荷速度（kPa） 2

応力比 1

平均有効主応力（kPa） 15→30→60→100

排水クリープ 3t 法による決定

電圧（V） ±10

周波数（kHz） sin 波：2,5,8,10，パルス波：0.2

供試体作製

圧密

BE試験
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図3. 38 BE 試験結果と表面波探査の結果の比較 

 

(3)せん断強度特性 

深度ごとの，排水・排気条件下でのせん断強度定数 （cd，φd） を求めるため

に，低圧用一面せん断試験装置
35）

を用いて，低拘束圧一面せん断試験を実施し

た． 

試験条件を表 3. 7 に示す．対象とした試料は，植生層（GL.-0 m 試料と GL.-

0.5 m 試料を乾燥重量比 1：1 で混合），遷移層（GL.-0.5m 試料と GL.-1.0m 試

料を乾燥重量比 1：1 で混合），崖錐堆積物層 1（GL.-1.5m 試料），崖錐堆積物 2

（GL.-2.5m 試料）の 4 種類とした．植生層と遷移層の 2 試料については，採取

時の密度分布が大きくばらついていたこと （特に GL.-0.5m 試料採取時に圧縮

等があったものと推察される） を考慮した上で，混合試料を用いることとし，

供試体を作製する際の乾燥密度 ρd は，それぞれの平均値で行った．また，全て

の試料について，比較的粒径の大きな角レキが見受けられたので，供試体サイズ 

（φ=6cm，h=2cm） を考慮して 4.75 mm ふるいを通過したかく乱試料を用い

て試験を実施している． 

試験試料の含水状態は，試料採取時の自然含水比状態および水浸飽和状態を

基本とした．加えて，崖錐堆積物 1，2 の試料に関しては，同等の水分状態での

せん断挙動を比較するために，それぞれ飽和度 Sr= 65 %に調整した状態で試験

した． 

鉛直応力 σv は，実際に推定崩壊深度付近に作用していたと考えられる土被り

圧（1～4m）を考慮して，表 3. 7 に示すとおり 15～60kPa に設定した．上述し

た条件で実施した深度ごとの試験結果を表 3. 8，図 3. 39 に示している．この結
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果より，各試料ともに，飽和化によって内部摩擦角 φdはほぼ同等であるものの，

粘着力 cd が低下していることがわかる．これは，他で実施した同様の試験と同

様の傾向
36，37）

で，飽和化に伴い，サクションが消失することによって，見かけ

粘着力が低下することに起因するものと考えられる．ただし，今回の試験結果で

は，いずれの試料も飽和条件下で cdが完全には消失していない．この理由には，

試験試料がかく乱試料であることを考えると骨格構造による見かけの粘着力と

は考えにくい．また，保水性試験結果から飽和時にはサクションがほとんどゼロ

となっていることからサクションによる見かけの粘着力とも考えにくい．この

ことから土粒子同士のかみ合いによる影響と推察される． 

つぎに，崖錐堆積物層 1（崩壊した土層），崖錐堆積物層 2（崩壊しなかった土

層）のせん断応力を比較すると，崖錐堆積物層 1 の方が，わずかに φd が小さく

なっているものの，強度特性上の大きな差異は見受けられなかった．一方，一般

的に，地盤の強度境界となる面をすべり面として斜面崩壊が発生することが多

い
38）

とされているが，この試験結果や現地の簡易動的コーン貫入試験や表面波

探査の結果から今回の崩壊すべり面が明確な強度境界となる面で発生した可能

性は低いと言える．  

植生層および遷移層の試験結果は，崖錐堆積物層 1，2 の試験結果と比較する

と，試料採取時の飽和度状態での cd が，大きな値を示しており，飽和化に伴う

cdの低下量も大きいことが分かる．これに関しては，植生層および遷移層の 2 つ

の試料の方が崖錐堆積物層 1，2 に比べて，細粒分をより多く含んでいることか

ら，サクションによる見かけの粘着力に大きな違いが生じていると推察される． 

  

表3. 7 低圧用一面せん断試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

植生層 遷移層 崖錐堆積物1 崖錐堆積物2

ρ d(g/cm
3
) 1.41 1.47 1.38 1.41

鉛直応力（kPa)

せん断隙間(mm)

せん断変位(mm) 6mmで終了

せん断速度(mm/mim)

15，30，60

0.02(不飽和条件)

0.2(飽和条件)

1mm
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表3. 8 低圧用一面せん断試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）表層             （b）遷移層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）崖錐堆積物 1         （d）崖錐堆積物 2 

図3. 39 低圧用定圧一面せん断試験結果 

 

(4)各種試験から推定された崖錐堆積物の特徴 

透水性は，植生層，遷移層，崖錐堆積物になるほど透水性が高くなる．一方，

保水性は，植生層，遷移層と比較して，崖錐堆積物は細粒分が少なく，レキ分が

多い粒度特性によって体積含水率 0.2 から 0.4 付近での圧力水頭の変化が少な
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飽和状態

35.7 6.6 33.6 18.1 33.0 5.8 34.5 4.1

GL.-1.5 m 程度 GL.-2.5 m 程度

水分量

強度定数

深度 

GL.-0 ～

 -0.5 m 程度

GL.-0.5 ～

 -1.0 m 程度

1 2

試料名称 植生層 遷移層

崖錐堆積物層



第 3 章 2009 年台風 9 号豪雨による山腹崩壊の実態と崩壊メカニズムの推定 

76 
 

いと推察された． 

一方，せん断強度は，植生層，遷移層，崖錐堆積物ともに飽和化に伴って，内

部摩擦角はほぼ変化しないものの粘着力が低下する．この粘着力の低下は，飽和

化によるサクションの消失に起因していると推察された．  
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3.5.4. 二次元飽和・不飽和浸透流解析および安定解析 

各種試験の結果をもとに台風時の地盤内飽和度分布を把握することを目的と

して，二次元飽和・不飽和浸透流解析と安定解析を行った． 

(1)二次元飽和・不飽和浸透流解析 

a)二次元飽和・不飽和浸透流解析条件 

二次元飽和・不飽和浸透流解析の対象断面は，図 3. 33 にもとづき，当該斜面

の流域を勘案して，対象斜面頂上部まで 2,500 分の 1 地形図をもとにペーパー

ロケーションで断面を作成した（図 3. 40 参照）．また，表面波探査，簡易動的

コーン貫入試験を実施している範囲においては，それぞれの結果にもとづき，植

生層，遷移層，崖錐堆積物層を設定した．なお，基盤は，簡易動的コーン貫入試

験において，Nd≧30 を示した深度を直線的に結び設定した．一方，調査が実施

されていない上部斜面については，地形図をもとにペーパーロケーションで設

定した地表面をもとに，植生層，遷移層が同程度の厚さで分布すると仮定し，崖

錐堆積物は地形なりに分布すると仮定して設定した．頂上まで踏査を行ったが

斜面下部と同様に植生が分布し，地盤には植生層が分布していることを確認し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 40 調査結果等から推定した断面

基盤（Nd≧30） 

植生層（GL-0.5m） 

遷移層（GL-0.5～1.0m） 

崖錐堆積物層 

（GL-1.5m～Nd<30） 

すべり面（崩壊後地形） 

調査未実施（推定） 

（拡大図） 

（全体図） 
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対象降雨 2009年台風9号降雨

ステップ1 2009年1～7月の日雨量を入力

ステップ2 2009年8月1～8日の日雨量を入力

ステップ3 2009年8月9～10日の10分間雨量を入力

図 3. 40 をもとに浸透流解析断面図（解析要素の数 10,600 個）ならびに境界

条件を図 3. 41 とおり設定した．境界条件は，地表面を降雨浸透境界，Nd≧30

の基盤（粘性土層含む）を不透水層と仮定して不透水境界，斜面下端の植生層を

浸出面境界とした． 

解析を実施するにあたって，各土層ともに，一様に圧力水頭 ψ-0.7m とし，そ

こに 200 mm/day の降雨を 24 時間入力し，その後に 48 時間の無降雨状態を継

続させたものを初期状態とした．つぎに，初期状態から表 3. 9，図 3. 42，図 3. 

43 に示すように 3 ステップで降雨を入力し，台風 9 号による降雨時の飽和度分

布・地下水位の状態を求めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 41 解析モデルと境界条件 

 

表3. 9 降雨入力条件 

 

 

 

 

 

 

 

崖錐堆積物 

（メッシュ鉛直方向 0.2m 程度） 
遷移層 

（メッシュ鉛直方向 4 分割） 

植生層 

（メッシュ鉛直方向 4 分割） 

下部拡大 メッシュ間隔横 5m 

浸出面境界 

降雨浸透境界 

（斜面表層） 
不透水境界 

（基盤） 
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図3. 42 ステップ1，2の降雨（佐用観測所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 43 ステップ3の降雨（佐用観測所） 

 

b)飽和・不飽和浸透流解析結果と考察 

2009 年台風 9 号の降り始め時刻（2009 年 8 月 9 日 0 時）の崩壊地付近を拡

大した飽和度分布を図 3.44 に示す．なお，崩壊後の地形を崩壊面として示して

いる． 

この図から，降り始めの時点で斜面の最下部の植生層の飽和度は，90 から

100%程度とすでに飽和に近い状態にある．一方，そのすぐ上流にある植生層と

遷移層の飽和度は 60～70%程度の飽和度で，崖錐堆積物層の飽和度は 40 から

50%程度の飽和度を示している．地下水位は，斜面下部の崩壊面付近に僅かに発

生している． 

つぎに，2009 年台風 9 号降雨での最大時間雨量観測時刻後（2009 年 8 月 9
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日 21 時 36 分）における飽和度分布を図 3.45 に示した．降り始め時刻と比較し

て，植生層の飽和度 90 から 100%程度の範囲が初期より上流側に広がり，遷移

層の飽和度が 70 から 80%，遷移層に接する崖錐堆積物層においては飽和度が

70 から 80%と比較的高い状態となっている．地下水位は，降り始めから 3 から

4m 程度上昇していることが確認できる． 

斜面下部においては，植生層と遷移層ならびに崖錐堆積物層の一部が飽和度

90 から 100%程度と非常に高くなっている．さらに，崖錐堆積物層の高飽和領

域（飽和度 70～80%）と崩壊面がおよそ一致していることがわかる． 

以上，二次元飽和・不飽和浸透流解析の結果から，台風 9 号の降雨降り始め時

に斜面下部の植生層はほとんど飽和している．また，斜面内の植生層の飽和度は

60%程度，遷移層，崖錐堆積物と深くなるほど飽和度が低い状態である．そこに

台風 9 号の一連の降雨があり，地表面から植生層，遷移層，崖錐堆積物層に鉛直

浸透するものの，崖錐堆積物層の透水係数が大きいことから，崖錐堆積物の飽和

度は基盤から上昇せずに遷移層と近接する場所から徐々に飽和度が高くなる傾

向が認められる．一方，浸出境界が斜面末端の植生層であることから，斜面下部

から高飽和度帯が上流側に拡大，合わせて地下水位も上昇している様子がわか

る．また，一連の降雨を入力した際に最も地下水位と崩壊面周辺の飽和度が高ま

る時刻は，最大時間雨量入力直後であった． 

以上，一連の解析によって，地盤内の水分の変化ならびに地下水位の上昇状況

が確認できた．特に最大時間雨量時刻直後には，崩壊面と高飽和領域がほぼ一致

し，かつ崩壊面下から地下水位が上昇していることが推察された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.44 降り始めの斜面内部の飽和度分布と地下水位 
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図 3.45 最大時間雨量時刻の斜面内部の飽和度分布と地下水位 
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(2)二次元斜面安定解析 

a)安定解析手法と解析条件 

二次元安定解析は，すべり面を固定した修正フェレニウス法を用いた．修正フ

ェレニウスは，スライス分割法の一種であり，式（3. 4）に示すように，安全率

を定義している． 

 

&" = ∑() ∙ + + �- ∙ )./0 − 1 ∙ 2 ∙ )./0� ∙ $3456
∑�- ∙ /740�  

（3. 4） 

 

ここに，c：粘着力 （kPa），l：スライス毎のすべり面長 （m），W：スライ

ス自重 （kPa/m），β：すべり面と水平面のなす角 （°），u：スライスにかかる

間隙水圧 （kPa），d：スライス幅 （m），φ：すべり面の内部摩擦角（°）であ

る． 

 

土の湿潤密度 ρt は，室内試験でもとめた土層ごと （植生層・遷移層・崖錐堆

積層） の飽和度と湿潤密度の関係を用いた（図 3.46 参照）．具体的には，浸透

流解析結果で得られた飽和度分布をそれぞれの材料で飽和度 10%きざみに区分

して，その区分の平均飽和度に応じて湿潤密度を入力した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.46 飽和度と湿潤単位体積重量の関係 

 

つぎに，土層ごとの内部摩擦角 φ は，表 3.10 に示す通りであり，定圧一面せ

ん断試験結果をもとに決定し，飽和度によらず一定としている． 
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粘着力 c は，定圧一面せん断試験結果より求めたが，現地踏査やトレンチの

状況より，角レキを多く含み，飽和状態で粘着力を発揮するような材料とは考え

にくいと判断した．そのため，安定解析においては飽和度に応じたサクション応

力を粘着力増分のみ考慮した．ここで飽和度に応じた粘着力増分は，式（3. 5）

に示すサクション応力を粘着力の増分
39）

として式（3. 6）を用いて算出した．求

めた飽和度と粘着力の関係を図 3.47 に示す．なお，室内試験で得られた粘着力

（せん断試験で計測された粒子の噛み合わせによる粘着力を除く見かけの粘着

力）も図上に併記した．この結果から，試験で得られた見かけの粘着力と計算に

よって求められたサクションによる見かけの粘着力はおおよそ一致しているこ

とがわかる． 

 

∆) = ?" ∙ $345@AB 
（3. 5） 

C" = (1 + �−D ∙ /�@6�E ∙ s 

（3. 6） 

 

ここに，⊿c：サクション応力による粘着力の増分，Ps：サクション応力，φnet：
内部摩擦角 φ，α，n，m：VG モデルパラフィッティングメータ，s：サクション

である． 

 

表 3.10 各土層の内部摩擦角 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.47 飽和度とサクション応力による粘着力増分の関係 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0% 20% 40% 60% 80% 100%

粘
着

力
粘

着
力

粘
着

力
粘

着
力

c(
kN

/m
2 )

飽和度飽和度飽和度飽和度Sr(%)

植生層

遷移層

崖錐堆積層

植生層試験

遷移層試験

崖錐堆積物層1試験

崖錐堆積物層2試験

内部摩擦角 φ （°）

植生層 35.7

遷移層 33.6

崖錐堆積層 34.5



第 3 章 2009 年台風 9 号豪雨による山腹崩壊の実態と崩壊メカニズムの推定 

84 
 

安定解析の地盤区分モデルは，各材料の飽和度に応じて設定した．図 3.48 に

最大時間雨量時刻の浸透流解析結果の飽和度分布と安定解析に用いた地盤区分

モデルを代表例として示した．また，すべり面は進行性破壊の可能性もあるが，

崩壊後の地形に固定した．一方，安定解析を実施する際に植生の荷重や，根系の

粘着力増分等は考慮していない． 

地下水位については，浸透流解析結果をもと設定し，すべり面まで地下水位が

上昇する場合，すべり面に浮力が作用するものとして，式（3. 4）における間隙

水圧 u を入力して安全率を算出した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（浸透流解析結果：飽和度分布）   （飽和度に応じた地盤区分） 

図 3.48 安定解析モデル図 

 

 

b)安定解析結果と考察 

時間雨量と安全率 Fs の変化を図 3.49 に示す．この結果より，8 月 9 日 21

時 36 分時点の安全率が最も Fs = 1.0 に漸近していることが確認できる．また，

同時刻の飽和度分布と推定すべり面の位置を比較すると，図 3.50 に示すとおり

高飽和度帯と崩壊すべり面が概ね一致している．このことから，表層から形成さ

れた崖錐堆積物の高飽和度帯 （Sr = 75 %） に沿って，すべり面が形成された

可能性が強く示唆される． 

安全率の絶対値では最大時間雨量観測時刻に安全率が 1 に近づくものの 1 を

上回っている．これは，崩壊地の概要でも述べた通り，当該箇所が集水地形を呈

しており，三次元的な集水性を考慮すると，実際には二次元の飽和・不飽和浸透

流の結果よりもさらに地下水位が上昇し，臨界状態に達した可能性があると考

えられる． 

つぎに，斜面崩壊は，破壊確率の遷移速度の急増時点が斜面崩壊時と高い相関
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が認められると報告
40)
されている．そこである解析時間での安全率の変化を安

全率変化率（∆Fs/∆t）とし、その変化速度の急増時点と崩壊発生時刻との関係に

ついて調べた（図 3.51 参照）．この図から最大時間雨量を受けた 8 月 9 日 21 時

36 分時点がもっとも安全率が低下している．このことから安全率の変化速度が

最も大きい時刻に崩壊が発生したものと推察する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.49 時間雨量と安全率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.50 最大時間雨量時刻の飽和度と地下水位分布ならびにすべり面 
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図 3.51 時間雨量と安全率変化率の推移 

 

(3)崩壊メカニズムの推定 

本節では，これまで実施してきた原位置・室内試験結果，浸透流解析結果を反

映し，修正フェレニウス法による安定解析を実施した．そこから得られた知見か

ら推定される崩壊メカニズムは以下のとおりである． 

当該斜面は，2009 年台風 9 号降雨により，地表面から植生層，遷移層，崖錐

堆積物層に鉛直浸透するものの，崖錐堆積物層の透水係数が大きいことから，崖

錐堆積物の飽和度は基盤から上昇せずに遷移層と近接する場所から徐々に飽和

度が高くなる．一方，斜面下端部から高飽和度帯が上流側に拡大，あわせて地下

水位も上昇する．結果として，最大時間雨量を観測直後にもっとも地下水位が上

昇し，すべり面と高飽和度分布帯が一致した段階で臨界状態に達し崩壊に至っ

たと考えられた． 

 一連の検討の結果，谷地形を呈する透水性の高い崖錐堆積物斜面では，法尻の

地下水の上昇ならびに飽和状態に応じた地盤材料のせん断強度と移動土塊重量

の釣り合いによって崩壊規模が決定され，崩壊した可能性が示唆された． 
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3.6. 過去の風倒木被害地における崩壊メカニズムの推定 

 

佐用郡佐用町上石井における山腹斜面崩壊は，図 3. 52 の実線で囲った場所で

発生した．当該斜面は，佐用川右岸に位置し，佐用川の攻撃斜面である．また，

一般県道 556 号線（後山上石井線）が隣接し，佐用川上流にある集落を結ぶ重

要な路線である．対象地の地形は，傾斜 35～45°の急傾斜の南東向き斜面であ

り，斜面形状は凹形谷型斜面である．また，対象地周辺の地質は，夜久野岩類の

班れい岩（深成岩）が広く分布している（図 3. 53 参照）．さらに，対象地の約

500m 南方には山崎断層（図中では大原断層）が，西北西～東南東方向に延びて

いる．現地では崩壊地内や山腹に硬質な班れい岩の露頭が随所に見られる． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 52 25,000分の1地形図「古町」
41）に加筆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 53 100,000分の1地質図
42）に加筆 
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3.6.1. 山腹斜面崩壊の状況 

崩壊状況は，図 3. 3 に示すように尾根付近から佐用川まで，ほぼ一直線の表

層崩壊型の山腹斜面崩壊が生じている．道路には，大量の枯れたスギ・ヒノキが

土砂とともに堆積している（図 3. 54 参照）．崩壊地は，崩壊後の測量の結果か

ら幅 15m～20m，長さ 190m（平面距離），崩壊厚さ 0.5m 程度であり，崩壊土

量の少ない表層崩壊型の山腹斜面崩壊である．崩壊発生源は，図 3. 55 に示すよ

うな土砂層であり，明瞭な滑落崖が見られないほどの薄層崩壊である．また斜面

下部には，硬質な斑れい岩が露出している．一方，図 3. 55 に示すように，尾根

周辺では一部植生が少ない箇所があり，幹折れ，転倒（根返り）等が認められる

ことから，当該斜面では，2004 年の台風による倒木被害が発生していた可能性

が極めて高い． 

3.6.2. 現地資料採取ならびに原位置試験位置 

崩壊メカニズムの推定を行う前に，崩壊土層の工学的特性を把握するために，

図 3. 56 に示す崩壊地に隣接する非崩壊斜面で簡易動的コーン貫入試験，不撹乱

試料採取を実施した．また，滑落崖付近でボーリング孔を用いた PS 検層を実施

した．図 3. 57 は，簡易動的コーン貫入試験の結果である． 

崩壊地形と横断形状から，崩壊面は深さおよそ 0.5m にあったと推定され，こ

の地点における崩壊面の Nd≒2 である．既往の研究では，表層崩壊のすべり面

付近の Nd値は，5～20 程度で 10 程度であることが多いとの報告
43）

がある． 

それらと比較すると，当該斜面の結果は若干小さい値を示している．つぎに，各

種室内試験により崩壊面の詳しい力学的特性を求めるために，簡易動的コーン

貫入試験を実施した隣接する非崩壊地斜面で Nd≦4 を示す GL-0.5m の深さ付

近の土試料をネイルサンプリング
44）

により，3 試料採取した．採取試料は，乱れ

ないように注意しながら地山から採取し，採取した順番に No.1 から No.3 と試

料番号を振った． 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 54 斜面下部の状況（崩壊発生2日後） 兵庫県撮影 
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図3. 55 崩壊地周辺の状況 兵庫県撮影 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 56 簡易動的コーン貫入試験，PS 検層位置，試験試料採取位置ならびに試

料番号の関係
45）に加筆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 57 非崩壊地での簡易動的コーン貫入試験状況と結果 
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3.6.3. 室内試験 

(1)物理試験 

表 3. 11 は，現地調査で記述した崩壊地の隣接斜面から採取した不撹乱試料

No.1， No.2 および No.3 の物理諸特性である．図 3. 58 は，試料の粒径加積曲

線である．いずれの試料も自然含水比はおおよそ 20%程度であり，細粒分質砂

質礫（GFS）に分類され，均等係数が大きい非常に粒度分布のよい土であること

がわかる．また，細粒分が 40～50％と多く，平均粒径は 0.1～0.6mm の範囲に

ある． 

(2)不撹乱試料の乱れの評価 

室内試料に乱れがあると強度定数の信頼性が損なわれる．そこで，室内試料を

一次元的に原位置の有効土被り圧まで再圧縮したとき，室内供試体のせん断弾

性波速度と原位置でのせん断弾性波速度は一致するため，その特性を用いて室

内試料の乱れを評価
46）

した．具体的には，室内試験においてせん断弾性波速度

の測定が可能なベンダーエレメント（BE）が装着された圧密試験機を用いて，

原位置で実施された PS 検層より得られたせん断弾性波速度と室内 BE 試験よ

り得られたせん断弾性波速度を比較検討した． 

a)試験装置 

供試体のせん断弾性波速度 Vsを測定可能
47）

な BE 試験システムを組み込んで

いる一次元圧密試験機を用いた． 

b)試験条件および方法 

表 3. 12 は，本試験で使用した不撹乱試料の土粒子密度および初期状態量と試

験条件をまとめたものである．供試体は，ネイルサンプルからカッターリングを

用いて押し抜き，直径 6cm，高さ 4cm のサイズに成形した．圧密 BE 試験には

採取箇所の異なる 3 つの試料を用いた．各試料に対して表 3. 12 に示した鉛直応

力σvを載荷し，各応力段階で沈下量が落ち着いたことを確認後に BE 試験によ

ってせん断弾性波速度 Vs を測定した．また，No.1 および No.2 については

σv=50kPa での BE 試験終了後に供試体下面から水浸させ，一定時間間隔（水浸

開始後 5，10，30，60，90，180 分）で BE 試験を実施した． 
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G ra in  s iz e , d  (m m )
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N o .1
N o .2
N o .3

不撹乱試料 不撹乱試料 不撹乱試料

No.1 No.2 No.3

2.637 2.674 2.679

19.2 18.6 20.9

礫　分（75～2mm）% 33 40.7 43

砂　分（2～0.075mm）% 18.1 18.7 15.8

細粒分（0.075mm以下）% 48.9 40.7 41.2

均等係数U c 467 640 1330

曲率係数U c ’ 0.144 0.053 0.044

最大粒径(mm) 19.0 37.5 53.0

平均粒径(mm) 0.103 0.560 0.580

細粒分質砂質礫 細粒分質砂質礫 細粒分質砂質礫

（GFS） （GFS） （GFS）分　類　記　号

粒

度

特

性

項　目

土粒子の密度　ρ s　g/cm3

自然含水比　ｗ　　　%

地盤材料の分類名

表3. 11 試料の物理諸特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 58 採取した試料の粒径加積曲線 

 

c)試験結果および考察 

図 3. 59 は，原位置の PS 検層と室内 BE 試験の Vsの比較である．なお，原位

置で測定されたせん断弾性波速度は Vvh に相当し，室内 BE 試験結果と比較す

るときに異方性を考慮しなくても良いとの報告
48）

があることから，PS 検層の Vs

と室内 BE 試験の Vvhとを比較した．なお，原位置での PS 検層は，試料採取位

置と異なる位置で実施しており，厳密な比較は難しいが，目視観察では周辺の表

層土質が大きく異なっていないことから，同等の条件と判断して，表層土層の原

位置 Vs と不撹乱試料の室内 Vs を比較し，サンプリング材料の乱れの評価を行

った．その結果，PS 検層で得られた Vsと室内 BE 試験で得られた Vvhは試料に

よってわずかな違いがあるものの，PS 検層結果に比べてわずかに小さい程度で

あり，サンプリング時や運搬時，さらには試験の準備過程での室内試料の乱れの

影響は小さいと考えられる．
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試料No.
土粒子密度

ρ s( g/cm3)
初期含水比

w i0 (%)
初期湿潤密度

ρ t0 ( g/cm3)
初期間隙比

e0

初期乾燥密度

ρ d0 ( g/cm3)

1 2.660 19.26 1.628 0.947 1.366

2 2.669 19.64 1.546 1.065 1.293

3 2.680 20.50 1.536 1.102 1.275

0

1

2

3
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5
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8

9

10

0 200 400 600 800

せん断弾性波速度，Vs (m/s)

深
度

（
m

）

：PS検層

：試料No.1

：試料No.2

：試料No.3

Vs = 100m/s

Vs = 310m/s

Vs = 720m/s

上石井不撹乱試料

表3. 12 不撹乱試料の初期状態量と試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 59 PS 検層結果との比較 

 

(3)定圧一面せん断試験 

a)試験装置および方法 

不飽和（自然含水比）および飽和状態にある不撹乱試料の排水・排気条件下で

のせん断強度定数（cd，φd）を求める目的で，定圧一面せん断試験を実施した．

今回のような深さ 0.5m 程度の表層崩壊型の崩壊では，原位置において崩壊面に

作用する鉛直有効応力は極めて小さいため，低圧用の一面せん断試験装置
35）

を

用いた．本試験装置では，せん断箱はセル内部に設置され，セル圧は試料上部の

ポーラスメタルを通じて間隙空気圧として作用する．下箱の反力板には半月形

のセラミックディスク（Air-entry value =500kPa）とポーラスメタルが設置さ

れ，それぞれに排水経路が接続されている． 

試料を飽和させる際には，ポーラスメタルを用いる．また，供試体の鉛直応力

を正しく測定するために，載荷板と反対方向に位置する下せん断箱に設置され

た 2 個のロードセルを用いて測定する
49）

．また，厳密な定圧条件を満足するた

めに，セル外部のベロフラムシリンダーを用いて，供試体の鉛直応力が一定とな

るように自動制御した．供試体のせん断は，セル外部に設置されたメガトークモ

ーターにより一定速度でせん断する．さらに，せん断中の体積変化は鉛直載荷軸
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に取り付けられた鉛直変位計により測定している． 

ネイルサンプルからカッターリングを用いて押し抜き，直径 6cm，高さ 2cm

のサイズに成形して供試体とした．地盤工学会基準
50）

では，標準サイズ（直径

6cm，高さ 2cm）のせん断箱を使用する場合，最大粒径 0.85mm 以下の材料の

土を対象としているが，採取した試料は不撹乱試料であり，最大粒径が 19～

53mm と大きく，基準の適用範囲から外れている．このためせん断層の自由な

発達を拘束するため，過大なせん断強度が得られている可能性が懸念されるが，

表層部の比較的ルーズな場所から採取していること，粒径幅が広い材料である

こと，試料 No.2，No.3 の試験結果（内部摩擦角）が試料 No.1 より小さい（表

3. 15 参照）ことなどから，供試体サイズに対する最大粒径の影響は小さいと考

えられる． 

つぎに，上下せん断箱の隙間を上箱端面に取り付けられた O リングで密閉さ

せた状態で供試体をセットした．設置後，各鉛直応力条件（15kPa，30kPa，50kPa

の低い鉛直応力）で供試体を圧縮した．その後，せん断の上箱と下箱の隙間を

0.5mm 開けてからせん断した．ここで，せん断箱の上下のすき間は，供試体変

形を単純せん断変形に近づけるために，上下せん断箱のすき間の大きさをせん

断層の幅（平均粒径 D50の 10～20 倍程度）以上開けることが必要であると指摘

51）
されている．今回の試料の場合，せん断箱の上下のすき間は平均粒径 D50 の

10 倍と考えると 1～5mm 以上が必要となる．一方，北島らは，圧密応力が小さ

い領域では変形範囲が広がるため，すき間の大きさは φdに影響しないとの報告

52）
がある．このことから，低拘束圧状態で変形範囲が広がり，自由にせん断面

が発達すると仮定して，せん断箱の上下のすき間は，0.5mm を採用した． 

不撹乱試料は，不飽和状態にある．そこで，飽和状態のせん断強度を求めるた

めに，No.1 の試料を用いて飽和状態のせん断試験を行った．供試体の飽和過程

では，ポーラスメタルを通して脱気水を注入して供試体を飽和させ，各鉛直応力

条件で圧密後，隙間 0.5mm を開けてからせん断した． 

供試体の排水せん断を担保する適切なせん断速度を求めるため，No.1 試料を

用いて 2 種類（0.05，0.2mm/min）のせん断速度による試験を実施した．その

結果，両者のせん断特性に大差がなかったため，0.1 mm/min のせん断速度を標

準とした．試験条件を表 3. 13 に示す．  
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1 2 3

鉛直応力(kPa) 15 30 50

湿潤密度(g/cm3
) 1.49 1.51 1.643

乾燥密度(g/cm3
) 1.257 1.274 1.386

供　試　体 No.1

試料状態 乱さない自然含水比状態

土粒子密度，ρ s（g/cm3
） 2.637

自然含水比 (%) 18.54

試験条件

せん断速度 (mm/min) 0.05,0.1,0.2

せん断隙間 (mm) 0.5

試　　料 No.1 No.2 No.3

鉛直応力(kPa) 15，30，50 15，30，50 15，30，50

せん断隙間(mm) 0.5 0.5 0.5

せん断速度 0.05

(mm/min)  0.1 ※

0.2

飽和状態

※

※

 No．1試料に関する試験条件でせん断速度0.1mm/minは飽和状態の試験にのみ適用

0.1

不飽和

(自然含水比)

不飽和

(自然含水比)

不飽和

(自然含水比)

0.1

供試体状態

表3. 13 定圧一面せん断試験における試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3. 14 供試体および試験条件（飽和，不飽和） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)試験結果および考察 

ここでは，乱さない No.1 試料の不飽和（自然含水比）状態と飽和状態の試験

を結果のみ詳しく記載する．試験条件および結果を表 3. 14，図 3. 60，図 3. 61

に示す．No.1 試料を用いた 2 つの試験の比較から，飽和状態になると粘着力が

消失するが，飽和試料の φdは不飽和試料の φdと同じであることがわかる．表 3. 

15 は，全試験の強度定数のまとめで φd は，35～40°，cd は，10～16kPa の範

囲にある．そして試料が飽和状態になると，粘着力 cd は，ほぼゼロとなること

がわかる．図 3. 62 に不飽和と飽和状態のせん断試験結果の比較を示した．この

図から風倒木の影響によって表層土が撹乱され浸透性が増加していると考えら

れる地山に対して，通常の山腹斜面が崩壊する最大時間降水量や最大 24 時間降

水量より少ない降水量でも高飽和度状態の浸潤前線が発生して，浸潤前線が基

岩に到達して地下水位が形成される以前に粘着力が消失し（A→B），内部摩擦角

（35°～40°）が斜面傾斜角 42°よりも小さいために表層すべり破壊が生じた

と推察される．この粘着力は，サクション効果による見かけの粘着力
53）

である

と推察される． 
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No．1 No．2 No．3

不飽和

(自然含水比)

飽和状態※

不飽和

(自然含水比)

不飽和

(自然含水比)

せん断速度 cd =12 kPa

0.2 mm/min φ d =40.46°

せん断速度 cd =1.24 kPa ※ c d =16 kPa cd =10 kPa

0.1 mm/min φ d =40.46°※ φ d =35.0° φ d =35.0°

せん断速度 cd =12 kPa

0.05 mm/min φ d =40.46°
―

項目                 試料

一面せん断試

験結果

(強度定数)

―

―

―

供試体状態

 

Vertical stress, σv (kPa)

0 20 40 60 80

S
he

ar
 s

tr
es

s,
 τ

 (
kP

a)

0

20

40

60

80
Kamiisii No.1
Shear speed : 0.1 mm/min
Saturated condition

φ = 40.46o

c = 1.24 kPa

 

Vertical stress, σv (kPa)

0 20 40 60 80

S
he

ar
 s

tr
es

s,
 τ

 (
kP

a)

0

20

40

60

80

100
Kamiisii No.1
Shear speed : 0.2 mm/min

φ = 40.46o

c = 12 kPa

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 60 乱さない不飽和試料（No.1）不飽和状態の試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 61 乱さない飽和試料（No.1）飽和状態の試験結果 

 

表3. 15 供試体および試験条件（飽和，不飽和） 

 

 

 

 

 

 

 



第 3 章 2009 年台風 9 号豪雨による山腹崩壊の実態と崩壊メカニズムの推定 

96 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 62 試料 No.1に関する飽和状態と不飽和状態の比較 

 

3.6.4. 無限平衡斜面を用いた安定解析と崩壊メカニズムに関する考察 

先に述べたように過去の風倒木被害地で発生した山腹斜面崩壊は，一般的な

降雨で崩壊しやすい地形とは異なり，斜面上部で集水地形でない斜面で崩壊し

ている特徴を有していたこと，崩壊した厚さが比較的薄く，崩壊面以深にも Nd

値が小さい土層が分布していたこと，さらに不飽和から飽和状態になることに

よってせん断強度が著しく小さくなることが明らかになった． 

そこで，本節では，集水地形や明瞭な不透水境界が存在し，降雨浸透に伴い地

下水位が上昇し崩壊に至るメカニズム

例えば54，55）
とは異なり，過去の風倒木被害

による影響によって，表層土が撹乱され浸透性が増加していると考えられる地

山を対象とした．また，通常の山腹斜面が崩壊する最大時間降水量や最大 24 時

間降水量よりも少ない降水量でも高飽和度状態の浸潤前線が発生して，浸潤前

線が基岩に到達して地下水位が形成される以前に，サクションによる見かけの

粘着力が消失し崩壊するメカニズムを仮定して崩壊メカニズムの検討を行った． 

なお，この仮定を裏付けるためには，当該斜面における崩壊時の地下水位や飽和

度の状況が不明であるため，飽和・不飽和浸透解析などを用いた再現計算などさ

らなる検討を進める必要がある． 

安定解析は，図 3. 63 に示す無限長斜面による安定解析を実施した．無限平衡

斜面の安定解析は，式（3. 7）に示すとおりで，FSは安全率，csは土の粘着力，

βは想定すべり面勾配，φd は土の内部摩擦角，H は想定すべり面の深さ，γt は

土の湿潤単位体積重量である． 

ここでは，簡易動的コーン貫入試験の深度分布があまり変化しない位置で崩
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壊が発生していたことから，Nd≦4 が分布する 0.8m の鉛直方向の深度までを対

象に想定すべり面の深さを変数とし検討した．なお，検討に当って，崩壊頭部周

辺で地下水位を確認していないこと，植生による上載荷重や根系による粘着力

増分が明らかでないことから，地下水位，植生による上載荷重，根系による粘着

力増分は考慮していない．また，単位体積重量，およびせん断強度は，不飽和状

態のケースと降雨が表層から鉛直浸透し，地表面から飽和状態となるケースの 2

ケースとした．なお飽和時の単位体積重量は，飽和単位体積重量を用いて計算し

た． 

当該箇所を対象に実施した無限平衡斜面の入力条件を表 3. 16 に，安定解析結

果を図 3. 64 に示す． 

不飽和状態の場合は，Nd≦4 が分布する深さまで安全率が 2.0 以上あり安定

していると言える．これに対して，飽和状態になると安全率 FSが 1.0 付近とな

り，極限状態に近づく結果となった． 

この結果から，当該斜面は，過去の風倒木被害地という撹乱された地山で降雨

を遮断する樹木が無い状態にあり，今回の通常の山腹斜面が崩壊する最大時間

降水量や最大 24 時間降水量よりも少ない降水量でも地山に浸透し，表層部が高

飽和度状態となり，土のせん断強度が低下することによって FS=1 の面に沿って

崩壊したものと考えられる． 

 

&" = )" + LB ∙ � ∙ )./M0 ∙ $345
LB ∙ � ∙ /740 ∙ )./0  

 （3. 7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 63 無限平衡斜面の安定解析 
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表3. 16 無限平衡斜面の安定解析入力条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a）簡易動的コーン貫入試験結果     b）安定解析結果 

 

図3. 64 無限平衡斜面の安定解析結果 
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3 10

内部摩擦角(不飽和) φ ° 40 不飽和試験結果

粘着力(不飽和) c s kPa 12

内部摩擦角(飽和) φ ° 40 飽和試験結果

粘着力(飽和) c s kPa 1

想定すべり面勾配 β ° 42 斜面勾配　測量縦断図より

想定すべり面の深さ H m 変数

入力項目
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3.7. 崩壊メカニズムの比較・考察 

2009 年台風 9 号降雨による斜面崩壊の概要，上石井地区および山脇地区の斜

面表層崩壊の崩壊メカニズムについて議論した．ここで，両地区の位置関係につ

いて図 3. 65 に示している． 

 上石井地区は，過去の風倒木被害地で発生した急傾斜斜面の崩壊である．この

斜面の崩壊メカニズムは，原位置試験や室内試験結果より，崩壊土層の自重の増

加とサクションの消失による見かけ粘着力の低下によって発生したものと考え

られた． 

 一方で，山脇地区は，過去の風倒木被害地ではなく比較的傾斜の緩い斜面で発

生した崩壊である．この斜面の崩壊メカニズムは，原位置および室内試験，浸透

流解析や安定解析の結果より，崩壊土層の自重の増加，サクションの消失による

粘着力の低下に加えて，地下水位の上昇によって発生したと考えられた． 

 このように，同一の降雨で発生した比較的近い場所に位置する 2 つの斜面が

崩壊に至ったメカニズムに着目しても，それぞれ異なっているものと推察され

た． 

 ここでは，それぞれの崩壊メカニズムをいくつかの指標に着目して議論し，崩

壊メカニズムの側面からみて有効であると考えられる崩壊予防対策について議

論している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3. 65 上石井地区・山脇地区の対象現場の位置関係
56） 
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3.7.1. 斜面の崩壊形態と各試験結果の関連性 

(1)各崩壊地の斜面勾配と内部摩擦角の関係 

先に示した事例から，45 度の急傾斜斜面と 35 度の緩傾斜斜面の崩壊メカニ

ズムに違いがあることが明らかになった．事例検討の結果，崩壊土層が飽和する

ことで見かけの粘着力が消失するような地盤材料の場合，無限平衡斜面の安定

解析式からも明らかなように斜面勾配と内部摩擦角の大小関係が斜面の安定性

を議論するに当り，大きな要素となることが分かる． 

上石井地区および山脇地区の対象現場の試験結果より得られた最大斜面勾

配：β と内部摩擦角：φ  （=定圧一面せん断試験より得られた φd）の関係につい

て表 3. 17 に示している．なお，表においては，それぞれ崩壊すべり面付近での

地盤定数に着目して比較している． 

表より，内部摩擦角 φdと最大斜面勾配 β の関係は，上石井地区では φd < β と

なっており，山脇地区では概ね φd≒βと捉えられる．安定解析において，φd < β

であれば粘着力が完全に消失してしまえば安全率 Fs < 1.0 となり，φd ≒ β であ

れば粘着力が消失したとしても Fs ≒1.0 となり，極限状態に漸近するものの斜

面は崩壊せずに耐え得ると言える．これより，理論上は，上石井地区のような斜

面においては，サクションの消失により粘着力が低下すれば崩壊に至り，山脇地

区のような斜面が崩壊に至るには，地下水位が上昇するなど別のトリガーが必

要であると考えられる．特に上石井地区のように降雨とは別の外力によって風

倒木が発生したような斜面においては，根系等の粘着力の影響が小さい状態と

なっており，サクションの消失による見かけ粘着力の低下で，不安定化したもの

と推察される． 

このように，斜面勾配と地盤材料の内部摩擦角の関係は，崩壊に至るメカニズ

ムを考える上での一指標となるものと考えられ，現地調査と室内強度試験を実

施することで，斜面の大まかな安定性を評価することが可能である． 

今後の課題としては，根系などによる粘着力増分を適切に評価し，地盤の強度

にどの程度寄与しているのかを明確にすることが挙げられる． 
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表3. 17 各崩壊地の斜面勾配と内部摩擦角の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)各崩壊地の崩壊深度の決定要因についての一考察 

 一般に，崩壊すべり面は斜面内部の強度境界に沿って形成される
9）
とされて

いるが，山脇地区での浸透流解析・安定解析結果より，浸潤面に沿って崩壊すべ

り面が形成された可能性が示唆された．これより，明瞭な強度境界となる面に加

えて，豪雨による浸潤面の形成とその飽和度による土層の強度低下が崩壊深度

を決定する要因になると考えられる．また，浸潤面の形成については，降雨状況

や透水係数，地盤材料の保水特性などが重要な要素だと考えられる． 

 両崩壊地の崩壊深度と Nd値，地盤材料区分，細粒分含有率 Fc，飽和透水係数

k15（オーダー）の関係について，表 3. 18 に示している．なお，上石井地区の試

料では，透水試験を実施していないため，ここでは粒度分布より飽和透水係数を

推定する Creager の式
57）

より算出した推定値を示している．表より，上石井地

区の推定値と山脇地区の実測値を比較すると，山脇地区の材料の方が透水性は

高いものと考えられる．一方，細粒分含有率 Fc が大きくなれば，保水しやすく

なり浸潤面の降下速度は小さくなると考えられる
58）

． 

 これらより，上石井地区では，Fc は大きく透水性が低いため，浸潤面が下方ま

では形成されず，ごく表層で保水し，GL.-0.5m 程度までが飽和化し安定性を失

い，崩壊に至ったものと推察される．一方，山脇地区では，Fc が小さく透水性が

高いため，浸潤面が降雨とほぼ同時に浸潤し，地下水位の上昇も影響し，GL.-2.5

～-3.0m 程度で安定性を失い崩壊に至ったものと推察される． 

 以上より，斜面の崩壊深度の予測や崩壊の予防を考える際には，前項で述べた

強度試験に加えて，簡易動的コーン貫入試験などで弱層の有無を調査すること

に加えて，基本的な物理試験，保水性試験などを実施し，浸透流解析等で降雨浸

透過程を評価することが重要であると言える． 

 上石井地区 山脇地区 

風倒木被害の有無 有り 無し 

最大斜面勾配：β 45°程度 35°程度 

内部摩擦角：φd  35～40° 33 ～ 36° 
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表3. 18 各崩壊地の崩壊深度と諸物性値の関係 

 

 

 

 上石井地区 山脇地区 

推定崩壊深度 GL.-0.5m 程度 GL.-2.5～- 3.0m 程度 

推定崩壊面までの Nd値 Nd≦4 程度 Nd≦5～10 程度 

地盤材料区分 
細粒分質砂質レキ 

（GFS） 
細粒分砂まじりレキ 

（G-FS） 

細粒分含有率：Fc 44% 20% 

飽和透水係数：k15 
10-7

（m/sec）オーダー程度 
（Creager の式より推定） 

10-3
（m/sec）オーダー 
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3.8. まとめ 

 本章のまとめを以下に列挙する． 

台風 9 号によって発生した山腹斜面崩壊の地質的特徴を整理した結果，斑レ

イ岩と流紋岩，安山岩が分布する箇所で多数の崩壊が認められた．しかしながら，

同様の地質が分布する箇所で地形や風化程度の違いなどが明らかでないことと，

降雨状況など他の要因による影響が大きいことから，地質のみの素因で発生し

ていると結論づけることは難しい． 

台風 9 号によって発生した山腹斜面崩壊の地形的特徴を整理した結果，今回

の崩壊は，通常の降雨によって発生する地形的特徴と異なる凸型斜面，尾根型斜

面で発生していた．また，斜面中腹や頂上付近で，傾斜度 40 度以上の急傾斜の

崩壊が多いことも特徴的であった．さらに崩壊方向は，2004 年台風 23 号によ

る風向と対面する斜面で多数発生していた． 

台風 9 号によって発生した山腹斜面崩壊箇所と降雨状況の関係を整理した結

果，最大 1 時間降水量 20mm 以上，最大 24 時間降水量が 200mm 以上で過去

の風倒木被害箇所の山腹斜面崩壊が多数発生した．さらに，最大 1 時間降水量

50mm 以上，最大 24 時間降水量 250mm 以上となると風倒木被害地以外でも崩

壊が発生していた．このことから，過去の風倒木被害地は，通常の山腹崩壊斜面

が発生する最大時間降水量や最大24時間降水量よりも少ない降雨でも崩壊しや

すくなっていると言える． 

2006 年 7 月豪雨で発生した山腹斜面崩壊の特徴と台風 9 号によって発生した

山腹斜面崩壊の特徴を整理した結果，発生時期が異なるにもかかわらず，ほぼ同

様の特徴が数多く認められた．また，風倒木被害地における潜在的に危険な箇所

で，2006 年 7 月豪雨では崩れずに残った斜面が，今回の降雨によって崩壊した

可能性が示唆された． 

 崖錐堆積物斜面における崩壊地の調査の結果，表面波探査の低速度域（160m/s

以下）と簡易動的コーン貫入試験の Nd<10 の分布はほぼ一致しており，深さが

およそ 5m 以深に基盤岩（表面波探査による 300m/s 以上）が確認された．この

結果から表面波探査と簡易動的コーン貫入試験を併用することで，二次元地質

断面を簡易に把握することができることが分かった． 

崖錐堆積物斜面における崩壊地の土層の室内試験結果から，せん断強度は，植

生層，遷移層，崖錐堆積物ともに内部摩擦角はほぼ一定で，飽和度の上昇に伴い

粘着力が低下した．これは，飽和化によるサクションの消失に起因する見かけの

粘着力の低下であると推察された． 

崖錐堆積物斜面における一連の詳細な原位置試験，室内試験ならびに数値解
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析の結果から，当該斜面は，2009 年台風 9 号降雨により，地表面から植生層，

遷移層，崖錐堆積物層に降雨が鉛直浸透した．一方，崖錐堆積物層の透水係数が

大きいことから，浸透した水が斜面下部に集まり飽和度と地下水位が上昇した．

結果として，最大時間雨量を観測直後に最も地下水位が上昇し，植生層と遷移層

および崖錐堆積物層に形成された高い飽和度分布帯（すべり面は崖錐堆積物で

飽和度およそ 75 %）に沿って移動土塊が形成され，臨界状態に達して崩壊に至

った． 

過去の風倒木被害地における山腹斜面崩壊の周辺で採取した不撹乱試料を用

いて室内試験を実施した結果，不飽和状態にある崩壊土の φd は，35～40°，cd

は，10～16kPa の範囲にあった．また，試料が飽和状態になると，粘着力 cdは，

ほぼゼロとなった． 

過去の風倒木被害地における山腹斜面崩壊メカニズムは，過去の台風によっ

て風倒木被害（地山が撹乱）が発生した．この過去の風倒木被害地は，降雨を遮

断する樹木が無い状態で，通常の山腹斜面が崩壊する最大時間降水量や最大 24

時間降水量よりも少ない降水量でも地山に浸透し，表層部が高飽和度状態とな

り，基岩面まで浸潤する前に，サクションによる見かけの粘着力が消失し崩壊す

ることが，無限長斜面安定解析の結果から明らかになった． 

一連の検討結果から，斜面傾斜と内部摩擦角の大小関係が斜面の崩壊メカニ

ズムに大きく影響していることが明らかになった．これより，現地調査および室

内試験で斜面勾配 β，内部摩擦角 φd  を求めることで，サクション消失型または

サクション消失型と地下水位上昇の相乗効果によって崩壊に至るのか，区別す

る一指標となることが分かった． これまで，安定解析式で示されているように

傾斜と内部摩擦角の関係で安定度を評価することが行われている．しかしなが

ら，不飽和から飽和状態の両方を考慮して，斜面安定解析で議論する事例はほと

んどない．これは，これまでに崩壊土層の低拘束圧状態でのせん断試験があまり

行われてこなかったことや試験結果で得られたせん断強度を変化させずに地下

水位の上昇によって安定度を議論する研究が多く，崩壊斜面に対して系統立て

た詳細な調査，試験，解析によって研究された事例が少ないためである． 

さらに，これまで崩壊深度は，地盤の強度境界で説明されることが多かったが，

事例研究を通して高飽和度帯が強度境界となり，崩壊することが明らかになっ

た．また，この浸潤面の形成には，降雨状況・現地地盤の透水性・保水性などの

降雨浸透特性が大きく依存することが明らかになった． 
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第 4章 2009年台風 18号豪雨によって発生した山腹

崩壊地を対象に過去の豪雨時の安定度を評価した事

例 

 

4.1. はじめに 

 
 近年，台風に伴う豪雨による土砂災害が多発している．最近の事例では，2009
年台風 9 号の豪雨による土砂災害1)，2011 年台風 12 号の豪雨による紀伊半島の

土砂災害2)，2012 年 7 月九州北部豪雨による阿蘇地域の土砂災害3)，2013 年 7
月山口・島根の土砂災害4)など毎年のように発生している．これらの土砂災害は，

降雨特性ならびに地質構造に応じて発生形態が異なることが指摘5，6)されており，

崩壊した斜面に関する調査・解析から斜面崩壊メカニズムについて考察された

事例研究7，8，9，10)が数多く報告されている．しかしながら，崩壊斜面を対象とし

て過去の豪雨で崩壊が発生せず，何故その後の特定の降雨で崩壊したかとの観

点に基づく比較検討については，これまでに実施された事例は少ない． 
そこで本章では，台風の豪雨によって表層崩壊が発生した自然斜面を対象と

して，地質構造，崩壊土層の詳細調査，分析に基づき，非崩壊時の豪雨と崩壊

時の豪雨のイベント時の地盤内の水分状況を二次元飽和・不飽和浸透流解析を

用いて推定し，求められた飽和度分布に応じた地盤強度と根系による見かけ上

の粘着力増分を考慮した斜面安定解析から，当該斜面の崩壊メカニズムについ

て考察している．なお，本論文では，気象条件のみ変化させ，地形，地層（土

層厚），地盤強度，樹木の根系等が経時変化しないものとして議論を進めている． 
 

4.2. 検討対象地の概要ならびに気象の概要 
 

4.2.1. 地形・地質構造の特徴ならびに崩壊地の概要 

本章では，2009 年台風 18 号の豪雨によって表層崩壊が発生した斜面を対象

とした．対象斜面の位置は，愛知県知多半島にある知多丘陵と呼ばれる隆起帯

の一部で北西向きの自然斜面である．斜面の高さは 30m 程度，勾配は 40～45
度であり，斜面上部は平坦地で耕作地として利用されている． 

2009 年台風によって発生した表層崩壊は，周辺で 5 箇所確認され，その位置
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は集水地形のみならず尾根地形の斜面での発生が認められた． 
基盤となる地質は，第三紀鮮新世の常滑層群の砂礫岩，シルト岩，砂岩であ

る．地質層序は，斜面上部から砂礫岩，シルト岩が分布し，一部，数 10cm～数

m の層厚で砂岩が挟在する．層理面は，南北～北東－南西方向，5～15 度の北

西傾斜であり，崩壊地斜面周辺では，斜面に対してゆるい流れ盤を呈する．図

4. 1 に鉄道に影響を与えた代表的な表層崩壊の状況を示す． 
この崩壊地は，幅約 20m，高さ約 20m で，斜面下部にある落石防護柵に設置

されていた土砂崩壊ワイヤーセンサーの切断時刻から判断して，2009 年 8 月 5
日 5 時 23 分に崩壊したことが分かっている．また，この崩壊地は，大部分が強

風化したシルト岩で， 上部に強風化した砂礫岩が認められる．図 4. 2 は，崩壊

後の地形測量の結果である．この図から，崩壊地は，明瞭な谷地形ではなく凸

形尾根型斜面であることが特筆すべき点である．通常の豪雨での崩壊は，降雨

の集水性が高い凹形谷型斜面で発生することが多い．そこで，本論文では凸形

尾根型斜面で発生した崩壊地（図 4. 1）を対象にして崩壊メカニズムの解明に向

けた詳細な検討を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 1 崩壊斜面の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 2 平面図（崩壊後の地形） 

凡 例 

●：ボーリング位置 

●：簡易動的コーン貫入試験位置 

○：試料採取位置 
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4.2.2. 当該斜面の過去の崩壊履歴 
 鉄道会社の災害復旧工事の記録を調べた結果，1961年，2000年に当該斜面周

辺で崩壊が発生し，擁壁，落石防護柵が補修された記録が残っている．補修さ

れた箇所は図4. 2で示した範囲より100m程度右側の斜面で，2009年台風によっ

ても再度崩壊した凹形を呈する斜面である． 
 検討対象とした斜面においては，崩壊後の測量，踏査結果から明瞭な崩壊跡

地形，滑落崖などは認められなかったこと，鉄道会社の災害復旧工事記録に補

修の記載がないことから，これまでの豪雨では，鉄道の運行に影響を与えるほ

どの土砂移動は発生していないものと考えられる． 
 
4.2.3. 崩壊土層の推定 

非崩壊測線（BorC-3地点）において簡易動的コーン貫入試験を実施した結果

を代表として図4. 2に示す．この図から表層1.2m程度まではNd < 5 で非常に緩

く，それ以深は漸増する傾向を示している．ここで，現地調査などから推定し

た崩壊の深さが1.0から1.5m程度であったことを考慮すると，Nd <5 の表土層

（強風化土層）が崩壊したものと推定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 3 簡易動的コーン貫入試験結果（BorC-3 地点） 
 
4.2.4. 崩壊地の地形復元と地層構造 
崩壊メカニズムを検討するために，崩壊前の地形を推定し復元した．復元に

あたっては，崩壊後に測量された断面をもとに崩壊後撤去された土砂量とおよ

そ一致するよう非崩壊斜面の縦断形状を参考にして推定した．崩壊地の地質区

分も同様に，非崩壊地測線で実施した詳細な調査結果をもとに斜面上部を砂礫

岩，下部をシルト岩とした．地盤区分は，未崩壊地測線で実施した簡易動的コ

ーン貫入試験結果と同様の区分とし，崩壊地測線で実施した簡易動的コーン貫
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入試験の結果に応じて，Nd < 5を強風化岩，その他は未崩壊地の投影断面でN < 
10を風化岩，N < 10以上を基岩に区分した．図4. 4に推定した地質，地盤区分を

示した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 4 崩壊地測線の断面図（崩壊前に地形復元） 
 

4.2.5. 比較検討降雨の概要 
本論文では，過去の豪雨で崩壊が発生せず，何故その後の特定の降雨で崩壊

したかとの観点に基づく比較検討を行うことを目的にしている．そこで，崩壊

した降雨とその降雨と同規模以上の過去の降雨について調査し，比較検討の対

象となる降雨を抽出した． 
比較検討した豪雨は，当該地域周辺で崩壊が発生し，甚大な洪水被害をもた

らした2000年東海豪雨11)（以降，東海豪雨と呼ぶ，累積雨量593mm，最大時間

雨量79mm）と，検討対象地が崩壊した2009年台風18号の豪雨12)（以降，台風

18号豪雨と呼ぶ，累積雨量234mm，最大時間雨量75mm）である．台風18号豪

雨は，図4. 5に示すとおり，強い降雨域が西から東に移動し，猛烈な降雨をもた

らした．検討対象地に近接する雨量計のデータを図4. 7に示す．先に述べたとお

り雨域の移動に伴って降雨が増加し，最大時間雨量を観測後，降雨が収束して

いる後方集中型の降雨であることがわかる．さらに，検討対象地の東側を台風

の中心が通過したため，周辺の風速，風向きデータを確認すると，図4. 6に示す

とおり2009年10月8日3時から6時にかけて北西向きの検討対象地斜面に対して，

北北西から北西方向の強風（風速7～30 m/s）を受けた．一方，東海豪雨は，東
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海市を中心に雨が降っており，雨量計の観測データは，図4. 8に示すとおり中央

集中型の降雨である．この豪雨時に観測された風速は，1～2m/s程度で台風18
号豪雨時に比べると小さい． 
これら2つの豪雨を比較すると，最大時間雨量がおよそ同じであるものの，東

海豪雨は中央集中型の降雨で，累積雨量が台風18号豪雨の2倍程度であることが

分かる．一方，台風18号豪雨は，後方集中型の降雨で，降雨のみならず強風（北

北西，北西方向から風速7～30 m/s）を伴っていたことが特徴である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 5 レーダー雨量観測時系列変化 10) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 6 アメダス風分布図（10 月 8 日 6 時）10) 

●：検討対象地 

●：検討対象地 
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図 4. 7 台風 18 号豪雨 
 

 
 
 
 
 
 

図 4. 8 東海豪雨 
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4.3. 原位置試験ならびに崩壊土層の物理・強度特性 
 
4.3.1. 原位置試験 

崩壊地に隣接する非崩壊地において，地盤状況の確認を目的としたボーリン

グ調査，簡易動的コーン貫入試験ならびに地盤内のせん断波速度の把握を目的

とした表面波探査，PS検層の各種原位置試験を実施した． 
地層の分布特性を把握する上で，簡易動的コーン貫入試験のNd ≧5の深度と

表面波探査において相対的にVsが遅くなっている範囲と良好な整合性が認めら

れ8），これら一連の原位置調査から地盤・地質構造を把握した． 
地盤・地質構造に加えて地盤内の透水係数を求めるためにボーリング孔を利

用した現場透水試験を実施した．この試験の結果，砂礫岩層は，シルト岩層よ

り透水性が高い結果となった．なお，各地盤・地質構造での透水係数は，後述

する降雨イベントによる水分状態ならびに安定度の比較検討の解析条件に示し

ている． 
つぎに，崩壊土層の地盤の工学的特性を把握する目的で，乱さない試料の採

取を試みた．乱さない試料の採取は，青山ら13)が考案したネイルサンプリング

法を用い，地山を平滑に切り出して，平滑な地盤面にベークライト板を設置し

て，20cmの釘を直径20cmとなるように打ち込み，僅かな拘束力を与えてブロッ

ク試料を採取した．試料は，推定された崩壊土層である強風化砂礫岩，強風化

シルト岩，強風化砂岩のそれぞれから3試料，合計で9試料を採取した．図4. 2
に強風化砂礫岩，強風化シルト岩の試料採取位置を示している． 
本章では，崩壊地での議論を目的としているため強風化砂礫岩と強風化シル

ト岩の結果についてのみ記述する． 
 

4.3.2. 室内試験 
現地で採取した乱さない試料を用いて，土の湿潤密度試験，物理試験（土粒

子の密度試験，含水比試験，土の粒度試験），ベンダーエレメント（BE）試験

（以降，BE試験と呼ぶ），定圧一面せん断試験，保水性試験を実施した．BE試

験ならびに定圧一面せん断試験の方法については，後述する．保水性試験は，

サクション-9.8kPaまで吸引法（水頭法），それ以上のサクションの測定には遠

心法を用いた．表4. 1に物理試験結果を示す．この結果から，強風化砂礫岩は，

粘性土砂質礫，強風化シルト岩は，砂質粘土に分類される．また乾燥密度は，

1.30g/cm3と1.16g/cm3と非常にゆるい状態であることがわかる． 
保水性試験の結果を図4. 9に示す．この結果から高飽和領域では，いずれの試
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料もサクションの低下が著しいことがわかる．図の飽和度90%（図上では飽和

度0.9）を見ると，強風化シルト岩のサクションは4kPa程度で，強風化砂礫岩の

サクション2kPa程度の倍程度である．表層崩壊を考える場合，僅かな粘着力の

差が斜面安定に影響する．特に豪雨による斜面崩壊で強風化層が高含水領域（飽

和度0.6～0.9）となった場合，同じ飽和度でも強風化シルト岩の方が強風化砂礫

岩と比較して倍程度のサクションを有していると言える．  
 

表 4. 1 物理試験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 9 保水性試験結果 
 

現場で採取した乱さない試料を用いてBE試験によりS波速度を測定し，試料

の乱れの程度を評価し，不飽和および飽和状態における排水・排気条件下での

強風化砂礫岩 強風化シルト岩

土粒子の密度 ρs g/cm
3 2.647 2.602

自然含水比 Wn ％ 13.7 18.3

石分 75mm以上 ％ 4.3 -

礫分 2～75mm ％ 46.8 0.0

砂分 0.075～2mm ％ 32.6 43.6

シルト分 0.005～0.0075mm ％ 8.0 35.7

粘土分 0.005mm未満 ％ 12.6 20.7

粘性土質砂質礫 砂質粘性土

GCｓS-R CsS

湿潤密度 ρti g/cm
3 1.527 1.391

乾燥密度 ρdi g/cm
3 1.300 1.164
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せん断強度特性を把握する目的でせん断試験を実施した．   
BE 試験は，ネイルサンプラーから採取した試料を成型して作製した乱さない

供試体と，原位置の含水比，湿潤密度および応力状態を再現した乱した供試体

を用いて実施した．なお，本試験では原位置における土被り圧を再現するため

に，拘束圧を変化させている．図 4. 10(a)および(b)はそれぞれ，強風化シルト岩

および強風化砂礫岩の乱さない試料を用いて実施した室内 BE 試験により求ま

った S 波速度(Vs)lab,u，乱した試料を用いて実施した BE 試験により求まった S
波速度(Vs)lab,d とPS検層により求まった原位置のS波速度(Vs)f を比較したもの

である．図 4. 10(a)の結果より，強風化シルト岩層においては，GL-0m から 1.5m
までの(Vs)f と(Vs)lab,uがほぼ一致していることから，深度 0.8m（図 4. 10(a) 中
の破線位置）で採取した試料の乱れの影響は小さいと考えられる．また，1.80m
より深い深度に着目すると，(Vs)f と(Vs)lab,uはかい離していることがわかる．こ

れは今回採取した試料が，地表に近いほど風化作用によって固結度が小さくな

る性質を持っており，強風化した材料を用いて拘束圧の変化のみでは深部の状

態を室内試験で表現することができなかったためだと考えられる．さらに，乱

した試料の S 波速度(Vs)lab,d と乱さない試料の S 波速度(Vs)lab,uを比較すると，

(Vs)lab,dが(Vs)lab,uよりわずかに小さい．これは，試料の撹乱により土粒子の骨格

構造が破壊され，Vsがわずかに低下したと考えられる．一方，図 4. 10(b)の結果

より強風化砂礫岩層では(Vs)lab,uが(Vs)f を大きく上回っていることが分かる．こ

れは，BE 試験を実施した供試体内に，波長に対して径の大きい土粒子が混入し

ていたためだと考えられる14)．そこで，径の大きい土粒子を除き，密度を調整

した乱した試料の結果，(Vs)lab,d と(Vs)f がほぼ同じ値を示している．このことか

ら，表層の強風化砂礫岩試料は，乱れの影響を受けにくいものと考えられる 8）． 
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(a)強風化シルト岩    (b)強風化砂礫岩 
図 4. 10 原位置と室内でのせん断波速度の比較 

 
せん断試験に用いた試験機は，定圧一面せん断試験機15)(図 4. 11)である．本

試験機の特徴は，低容量の荷重計を用いることで，低拘束圧条件下でのせん断

挙動の把握が可能となっており，表層崩壊のように，鉛直有効応力が小さい条

件下でのせん断強度特性を把握することができる．試験に用いた供試体は，青

山16)を参考に，管の押し込み法で作成した．管の押し込み法とは，単純に刃を

取り付けた管を押し込むだけでなく，押し込みによる管からの試料面の圧縮を

避けるため，刃先の半分を押し込んだ後に，刃の外側の土を取り除く作業を繰

り返す方法である．この方法により，φ=6cm，h=2cm の乱れの少ない供試体を

丁寧に切り出した． 
一連の一面せん断試験では，不飽和状態（強風化シルト岩の飽和度29.5%，強

風化砂礫岩の飽和度35%）状態および飽和状態にある乱さない試料を圧密排水

条件で，鉛直応力σvを3段階（15kPa，30kPa，50kPa），定圧でせん断した． 
図4. 12は，強風化シルト岩ならびに強風化砂礫岩のせん断時のせん断応力τ

と鉛直応力σvの関係をそれぞれ示したものである．いずれの試料のせん断強度も

不飽和状態が飽和状態より大きいことがわかる．さらに，不飽和状態および飽

和状態の破壊線を比較すると，破壊線の傾きである内部摩擦角φd はほぼ同じで

あるのに対し， 飽和状態の粘着力cd はほとんど消失している．これは，飽和化

によってサクションが大きく低下したためと推察8)でき，高飽和領域でサクショ

ンが急激に低下した保水性試験の傾向と対応している． 

(a) シルト岩 (b) 砂礫岩
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図 4. 11 定圧一面せん断試験機の概要 13) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 12 定圧一面せん断試験の結果
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以上，BE 試験の結果，室内試験に用いた試料は，乱れの少ない強風化シルト

岩と，乱れの影響を受けにくい強風化砂礫岩であることを確認した．さらに，

その試料を用いて低拘束圧状態での一面せん断試験を実施した．その結果，飽

和状態では強風化シルト岩より強風化砂礫岩の強度の方が大きいことが明らか

となった．  
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4.4.  降雨イベントによる水分状態ならびに安定度の比較検討 
 

4.4.1. 二次元飽和・不飽和浸透流解析 

降雨イベントによる土中内の水分状況を推定するために，原位置，室内試験

の結果で得られた材料の浸透特性を考慮した二次元飽和・不飽和浸透流解析を

実施した． 
(1)解析コードの概要 
二次元飽和・不飽和浸透流解析コードは，岡山大学・株式会社ダイヤコンサ

ルタント・三菱マテリアル株式会社が共同開発した浸透流・移流分散解析コー

ドDtransu-2D・ELを用いた．本コードは，定常・非定常の二次元飽和・不飽和

浸透流および移流分散解析が可能な，有限要素法に基づくコードで一般公開17)

されている． 
(2)解析条件 
解析領域は，斜面への涵養域を考慮して斜面法尻から背後斜面200m程度とし

た．解析モデルは，先に述べたとおり地質，地盤区分に従い設定した．背後斜

面は，地形に合わせて崩壊した斜面側の土層構造が一様に分布すると仮定して

設定した．また，のり尻にある擁壁は，解析を簡便化するために便宜上土層と

して扱った．解析領域と境界条件を図4. 13(a)，斜面部のメッシュ分割拡大図を

図4. 13(b)に示すとおりとした．浸透流解析の境界条件は，図4. 13(a)に示すよう

に，地表面を降雨浸透境界，側面を水位固定境界とした．固定水位は，調査時

（2010年6月）に確認した近隣の河川水位および斜面下の畑にある井戸水位を参

考として，それぞれ設定した（EL+6m，EL+2m）．なお，河川水位や井戸水位

は豪雨や地下浸透状況によって変動すると考えられるが，長期的な観測データ

が得られていないことから評価対象の斜面に影響を及ぼさない範囲までをモデ

ル化し，固定水位とした．また，飽和・不飽和浸透流解析に用いる浸透特性は，

種々の原位置，室内試験の結果や既往文献18，19) などを参照して表4. 2のとおり

設定した．不飽和透水係数は，現地試料を用いた保水性試験の結果からvan 
Geunchtenモデル20)を用いてフィッティングし，設定した． 
入力降雨は，先に述べた東海豪雨と台風18号豪雨とした．豪雨前の解析領域

内の水頭分布を求めるため，近隣 の気象観測所(アメダス：セントレア) の2006
年～2009年の年平均降水量1,340mmで定常解析を実施した．さらに定常解析後，

それぞれの豪雨の2週間前までの降雨を先行降雨として入力した． 
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(a)境界条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)メッシュ拡大図 
図 4. 13 2 次元飽和・不飽和浸透流解析モデル 

 
表 4. 2 浸透流解析パラメータ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

飽和透水係数
(m/s)

有効間隙率
比貯留係数

(1/m)
備考

強風化砂礫岩 N d <5 2.62×10-4 0.51 2.00×10-4 透水係数：粒度試験参考

風化砂礫岩 N <10 1.30×10-5 0.51 1.00×10-4 透水係数：試験値

砂礫岩 N≧10 2.76×10-8 0.51 3.30×10-6 透水係数：試験値

強風化シルト岩 N d <5 2.62×10-6 0.56 2.60×10-3 透水係数：試験値

風化シルト岩 N <10 2.76×10-11 0.56 1.30×10-3 透水係数：試験値,透水しない

シルト岩 N≧10 2.76×10-11 0.56 3.30×10-6 透水係数：試験値,透水しない

※有効間隙率は間隙率から設定
※比貯留係数は文献から設定

地質

砂礫岩 

シルト岩 

強風化砂礫岩 

風化砂礫岩 

強風化シルト岩 

風化シルト岩 

水位固定：井戸 

地表面：降雨浸透境界 
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(3)解析結果 
東海豪雨および台風 18 号豪雨の解析の結果を図 4. 14，図 4. 15 に示した．こ

こで，解析結果抽出時間は，それぞれ図中の右上にある経過時間と降水量の関

係図に赤で示した時間に相当し，降り始めと最大時間雨量を観測した時刻であ

る．降り始めと最大時間雨量観測時までの飽和度分布の変化は，両者ともほぼ

同様で，早い段階で強風化砂礫岩層と強風化シルト岩層の境界部で強風化 岩層

が飽和に近づくことがわかった．さらに，強風化シルト岩部の地表面から飽和

度が高くなる結果となった．この解析の結果から，地質構造に起因する地盤の

透水特性に依存して，強風化岩境界付近と強風化シルト岩で高飽和帯が形成さ

れやすい．さらに，強風化シルト岩では地表面から飽和度が上昇する特徴があ

る．次に，図 4. 14，図 4. 15 に示す強風化砂礫岩，強風化シルト岩(上部，下部) 
のすべり面周辺にある 3 点における飽和度の経時変化を調べた． 

 図 4. 16(a)は東海豪雨時の抽出した 3 点の飽和度の時間変化である．一連の

降雨を受ける前(9 月 11 日 0 時)における飽和度は，強風化砂礫岩および強風化

シルト岩上部が 50%程度，強風化シルト岩下部が 57%，と強風化シルト岩下部

の飽和度が若干高い．最大時間降水量観測前 (9 月 11 日 19 時)における飽和度

は，強風化シルト岩上部が 70%，強風化シルト岩下部が 80%，強風化砂礫岩が

90%となり，最大時間降水量観測時刻（9 月 11 日 20 時）に強風化砂礫岩と強風

化シルト岩の下部がほぼ飽和に近づくが，強風化シルト岩の上部が飽和度 75%
程度と低い状態で，後続の降雨によって 8 時間遅れて飽和に近づいている．一

方，図 4. 16(b) は台風 18 号豪雨時の抽出した 3 点の飽和度の時間変化である．

台風による一連の降雨が降り始める前の先行降雨によって，10 月 7 日 9 時の飽

和度は，強風化砂礫岩 63%，強風化シルト岩上部 65%，強風化シルト岩下部 68%
であり，東海豪雨時と比較して飽和度が 10%程度高い状態である．10 月 8 日 0
時の時間降水量 19mm を受け，飽和度が強風化シルト岩上部 82%，強風化砂礫

岩 90%，風化シルト岩下部 93%と高まり，最大時間降水量観測時刻の直前(10
月 8 日 3 時)で強風化シルト岩下部の飽和度のみ 87%に一旦低下するが，最大時

間降水量観測時刻にすべての箇所で飽和に近く． 
この結果から，台風 18 号豪雨では，先行降雨の影響によって飽和度が 65%程

度と高まっていたところに，時間降水量 1 から 20mm 程度の連続した降雨によ

って強風化岩の飽和度が 90%程度に上昇，最大時間降水量時に飽和に近づいた．

一方，東海豪雨は，一連の降雨前の飽和度が台風 18 号豪雨と比較して 10%程度

低く，最大時間降水量観測後 8 時間で飽和に近づいている点が異なっている．

この違いが安定度にどの程度影響するか二次元斜面安定解析で検討した． 
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（a）東海豪雨の降り始めの飽和度分布 （b）東海豪雨の最大時間雨量観測時の飽和度分布 

図 4. 14 浸透流解析結果（東海豪雨） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（a）台風 18 号豪雨の降り始めの飽和度分布 （b）台風 18 号豪雨の最大時間雨量観測時の飽和度分布 

図 4. 15 浸透流解析結果（台風 18 号豪雨） 
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（a）東海豪雨           （b）台風 18号豪雨 

図 4. 16 抽出点での飽和度の経時変化 
 

4.4.2. 二次元斜面安定解析 

(1)浸透流解析結果を考慮した安定解析の概要 

二次元斜面安定解析は，二次元飽和・不飽和浸透流解析で求まった飽和度の

時間変化から飽和度の変化が大きい時間帯を抽出して実施した．すべり面の形

状は，植生に覆われていたことと凸型斜面が幅約20mで崩壊していたことから，

崩壊土砂が一体化して一気に移動したものと仮定し，台風18号豪雨で崩壊した

跡の地形形状をすべり面形状（複合直線すべり）とした． 
安定解析手法は，式（4.1）に示す修正フェレニウス法21)を用いた． 
 

𝐹𝐹𝑠𝑠 =
∑{𝑐𝑐𝑑𝑑𝑑𝑑𝑙𝑙𝑖𝑖 + (𝑊𝑊𝑖𝑖 − 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑏𝑏𝑖𝑖)𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝛼𝛼𝑖𝑖𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝜑𝜑𝑑𝑑𝑑𝑑}

∑𝑊𝑊𝑖𝑖𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 𝛼𝛼𝑖𝑖  

             （4.1） 
 
ここで，Fs は安全率，cdi は土の粘着力，li はすべり面長さ，Wi は土の単位体

積重量，ui は水圧，bi はスライス分割幅，αi はすべり面傾斜角，φdi は土の内部

摩擦角を示す． 
 

図4.16に崩壊時刻の二次元飽和・不飽和浸透流解析結果に基づいた安定解析
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のモデル，図4. 17はすべり面周辺の拡大図を示す．なお，安定解析モデルは，

すべり面に関係する強風化岩のみを対象にした．また，時間とともに刻々と変

化する飽和度に応じた単位体積重量，せん断強度を設定するため，強風化シル

ト岩，強風化砂礫岩ごとに浸透流解析で得られた飽和度分布の飽和度を飽和度

10%刻みで区分し，モデル化している．  
(2)飽和度に応じた地盤特性の設定 

室内試験で述べたとおり，材料および飽和度の違いによらず破壊線の傾きで

ある内部摩擦角 φd はほぼ同じ値であるのに対し，飽和状態の粘着力 cdはほとん

ど消失していた．このことから，不飽和から飽和に至る過程で内部摩擦角は一

定，粘着力は飽和度に応じて低下させることとした．飽和度に応じた粘着力の

低減は，一面せん断試験の浸水飽和時の粘着力がほぼ消失していたことから，

材料の骨格構造による粘着力の増分の影響は少なく，サクションによる見かけ

の粘着力がほとんどであると考えた．サクションとサクション応力の関係は，

保水性試験結果から推定できるとの報告22)がある．そこで，この推定方法を用

いて見かけの粘着力を算出した．解析では，不飽和状態で実施した一面せん断

試験結果の粘着力を上限に図 4. 19 に示すとおり設定した．加えて， 飽和度に

より土の単位体積重量も図 4. 20 に示すように変化させた．なお，地下水位は，

飽和・不飽和浸透流解析結果から得られる地下水線とし，地下水線がすべり面

より上にある場合，地下水線以下を水圧としてすべり面に作用させた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 17 安定解析モデル     図 4. 18 安定解析モデル 
（台風 18 号豪雨崩壊時刻）   （台風 18 号豪雨崩壊時刻 
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図 4. 19 飽和度に応じた見かけの粘着力の設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 20 飽和度と土の単位体積重量の関係 
 

(3)根系による見かけの粘着力増分 

せん断試験の結果から飽和度によって，せん断抵抗力が大きく低下すること

が明らかになっているが，この強度を用いると強風化土層が高飽和化すると両

降雨ともに安全率が1.0を下回る． 
実際の斜面は，森林に覆われており，近年，樹木根系の斜面安定にかかわる

効果に関する研究23，24)が進められている．北原ら21)は樹木の鉛直根による引張

り抵抗に加えて水平根による引張り抵抗が表層斜面の安定に寄与していると報

告している．当該斜面の土質試験結果から，崩壊と非崩壊の現象を説明できな

いため，安定検討に樹木根系による見かけの粘着力増分を仮定して，考察する

こととした． 
当該箇所は，砂礫岩分布域では，樹間 3～5m，胸高さ直径 0.15～0.3m の植
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生が生育している．一方，シルト岩分布域では，胸高さ直径 0.10～0.3m と若干

細い樹木が交じり，樹間が 1～3m と砂礫岩分布域と比較すると密に植生が生育

していた． 
当該斜面において，樹木根系の引抜き試験を実施していないため，正確な根

系による粘着力増分が明らかではない．そこで，既往文献を調べて根系による

見かけの粘着力増分は，胸高直径と樹間距離の比と単位面積当たりの根系の引

抜き強度の関係があるとの報告 22)を参照（図 4. 21）して，植生の樹木根系によ

る粘着力増分を表 4. 3 のとおり仮定した．   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 21 胸高直径／樹間距離と根系の単位体積当りの引抜強度 22) 
 

表 4. 3 当該斜面の胸高直径／樹間距離と根系の単位体積当りの引抜強度の設定 
 
 
 
 
 
 

(4)安定解析ケース 

安定解析ケースは，CASE1（東海豪雨）およびCASE2（台風18号豪雨）と，

CASE2に台風18号による強風により樹木がゆすられ，樹木根系が引抜けや破断

などして，根系の見かけの粘着力増分が減少する場合を仮定したCASE3の全3
ケースとした．また，参考に土の強度のみの場合もそれぞれ示した． 
(5)安定解析結果 

それぞれのケースの時間降雨と安全率の変化を図4. 22に示した．図4. 22(a)
は，CASE1（東海豪雨）の安全率の経時変化を示している．CASE1の安全率の

基盤地質 胸高直径(m) 樹間距離(m)
根系の見かけの粘着力増分

Δcr(kN/m
2)

強風化シルト岩 0.2 2.0 9.3

強風化砂礫岩 0.2 4.0 3.7
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変化は，全体的にゆっくりと安全率1.0に向かって低下している．ただ，根系の

見かけの粘着力増分によって，一連の降雨期間中，安全率は1.0以上あり，実際

崩壊しなかった事実と整合する．一方，図4. 22(b)は，CASE2（台風18号豪雨）

とCASE3（台風18号豪雨，根系の見かけの粘着力増分が低下した場合）を示し

たものである．CASE2のように根系の見かけの粘着力増分が減少しない場合は，

安全率は1.0より大きいが，CASE3のように，台風による強風によって，樹木が

揺すられ，根系の見かけの粘着力増分が減少したと仮定した場合は，強風を受

けた3時ごろから安全率が急激に低下し，最大時間観測時刻に安全率が1.0を下

回り，実際の現象と整合する結果となる．なお，参考に示した土の強度のみで

は，いずれの降雨でも安全率1.0を下回り，現象を表現できていない．したがっ

て，樹木根系が斜面安定に与えた影響が大きいと推察される． 
つぎに，斜面崩壊は，破壊確率の遷移速度の急増時点と斜面崩壊時に高い相

関が認められると報告25)している．そこである解析時間での安全率の変化を安

全率変化率(ΔFs/Δt)とし、その変化速度の急増時点と崩壊発生時刻との関係につ

いて調べた（図4. 23(a),(b)）．図4. 23(a)に示す東海豪雨では，CASE1，CASE1
（植生考慮なし）ともに，2000年9月11日5:00頃に-0.057，18:00頃に-0.071と
大きく変化している．これは，先に述べた初期の飽和度が低い状態で比較的大

きな時間降雨を受けることにって，崩壊土層の飽和度が高くなる，その変化が

大きいことを意味しており，図4. 14と対応した結果となっている． 
一方，台風18号豪雨のCASE3では，根系の見かけの粘着力の減少に伴うもの

であるが，10月8日6:00頃に-0.162と東海豪雨の変化率よりも大きく変化してい

る．この時刻は，崩壊発生時刻とおよそ一致している．これは，根系の見かけ

の粘着力増分が減少しているため，当然の結果と言える．仮に植生の効果が持

続したと仮定すると，安全率変化率は-0.048と東海豪雨時よりも小さく，崩壊に

至らなかった可能性がある．このことからも，樹木根系が斜面安定に与える影

響が大きいと考えられる． 
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(a)東海豪雨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（b）台風 18 号豪雨 
図 4. 22 安全率の経時変化 
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(a)東海豪雨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（b）台風 18 号豪雨 
図 4. 23 安全率変化率の経時変化 
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4.4.3. 崩壊メカニズムに関する考察 
一連の検討を通して，当該斜面の崩壊メカニズムは，つぎのように推定され

る．台風18号豪雨によって，まず比較的早い段階で強風化砂礫岩層と強風化シ

ルト岩層の境界部で強風化岩層が飽和に近づく．つぎに，強風化シルト岩部の

地表面から徐々に飽和度が大きくなる．このような飽和度分布状態の変化に対

応して，強風化土層の自重の増加，土の見かけの粘着力の低下によって安全率

が徐々に低下し，さらに台風の強風（7～30m/s）によって樹木が揺すられるこ

とによって強風化土層内の根系が引抜けや破断などして，根系の見かけの粘着

力増分が減少，時間降水量の大きい降雨を受け，強風化土層内の飽和度が一気

に高くなり，最終的には，安全率が急激に低下して崩壊に至ったものと推察さ

れた． 
一方，東海豪雨では，飽和度が徐々に高くなり，安全率が低下するもの樹木

根系の見かけの粘着力増分が維持され，安全率1.0以上で，崩壊に至らなかった

ものと推察された． 
このことから，当該斜面の崩壊は，豪雨による飽和度上昇に伴う強風化土層

の自重の増加，土の見かけの粘着力の消失と高飽和化した強風化土層内の根系

が台風による強風によって樹木が揺すられ，その影響で根系の見かけの粘着力

増分が低下したことが，崩壊と非崩壊を分けた主たる原因であると考えられる．

また，崩壊時刻での安全率変化率が大きい（急激な安全率の低下）ことも崩壊

に至る要因に挙げられる．なお，斜面表層の安定解析の場合は，土層厚，粘着

力（土，根系の見かけの粘着力増分），斜面勾配，内部摩擦角の順番で安全率に

与える影響が大きいと浅野ら26)が述べている．このことから，サクション消失

による見かけの粘着力の低下や根系の見かけの粘着力増分の減少は，比較的浅

い土層が崩壊する表層崩壊では非常に影響の大きいパラメータである． 
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4.5. まとめ 

 
結論を以下に述べる． 
簡易動的コーン試験貫入値 Nd<5 の深さ 1.0～1.5m 程度までの強風化シルト

岩，強風化砂礫岩からなる強風化土層で崩壊が発生した．また，基岩の違いに

よらず崩壊した強風化土層が，飽和化することでみかけの粘着力が消失し，著

しく強度が低下した．内部摩擦角は飽和，不飽和によらずほとんど同じであっ

た． 
台風 18 号豪雨によって，まず比較的早い段階で強風化砂礫岩層と強風化シル

ト岩層の境界部で強風化岩層が飽和化し，引き続いて，強風化シルト岩部の地

表面から徐々に飽和度が高くなった．このような飽和化により安全率が徐々に

低下し，さらに強風によって強風化土層内の根系が引抜けや破断などして，根

系の見かけの粘着力増分が減少し，最終的には，安全率が急激に低下して崩壊

に至った．一方，過去の東海豪雨では，飽和度が徐々に高くなり，安全率が低

下したものの強風を伴わなかったために，樹木根系の見かけの粘着力増分が維

持され，安全率が 1.0 を上回り崩壊に至らなかったと推定される． 
当該斜面の崩壊は強風化土層の飽和化に伴う土の見かけの粘着力が消失し，

さらに，高飽和化した強風化土層の根系が台風による強風によって樹木が揺す

られ，強風化土層内の根系の見かけの粘着力増分が低下したことが，崩壊と非

崩壊を分けた主たる原因であった． 
  
本章では，時間経過による地盤材料の劣化や土層深さの増加や，根系による

見かけの粘着力増分などの多くの仮定を用いて，崩壊メカニズムを推定した． 
今後，表層崩壊の発生，非発生を考える上で，時間経過による地盤材料の劣

化や土層深さの増加，樹木根系の評価，さらに気象条件も含めて崩壊メカニズ

ムを検討する必要がある． 
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第 5 章 原位置調査および室内試験に基づく表層崩

壊危険箇所抽出手法の提案 

 

5.1. はじめに 
 

本章では，表層崩壊発生が予想される斜面の不安定土層深の実態を整理する

とともに，不安定土層深を推定する方法を提案している．また，第 3，4 章で述

べたように表層土が高飽和化することにより見かけの粘着力が消失し，せん断

強度が著しく低下し表層崩壊が発生するメカニズムを対象に，実務で取り扱う

ことが多い 2ha 程度以下の流域を対象に，地形情報，不安土層深の分布，室内

試験の結果をもとに斜面表層の安定性を簡易に判定する手法を提案している． 
斜面表層の安定性を簡易に判定する手法は，現地で採取した表土層試料を飽

和状態でせん断試験し，得られたせん断強度を用いて，斜面傾斜角を変数とした

無限平衡斜面の安定解析から安全率 1 となる崩壊土層深（以降，限界崩壊土層

深と呼ぶ）を求め，簡易な現地調査から推定される不安定土層深と比較検討する

ことで安定性を判断する方法を提案している． 
 

5.2. 不安定土層深の分布の実態と推定方法 

 
5.2.1. 調査地の概要1） 

調査地は，図 5. 1 に示すように兵庫県内において過去に治山事業（山腹工事）

を実施した 4 地区を対象とした．A 地区，B 地区は花崗岩が分布する地域，C 地

区は有馬層群2）が分布する地域，D 地区は超丹波帯が分布する地域である．立原

谷（A）地区の地形，植生状況は，比高差 100m，斜面傾斜は 3~47 度，広葉樹林

の斜面である．天王谷（B）地区は，比高差 140m，斜面傾斜は 13~56 度，広葉

樹林の斜面である．武田尾（C）地区は，比高差 150m，斜面傾斜は 17~53 度，

スギ林主体で一部，広葉樹林の斜面である．皆河（D）地区は，比高差 160m，

斜面傾斜は 30~45 度，スギ林で台風による豪雨で崩壊した斜面（幅 30m，高低

差 110m，斜面長 120m，厚さ 0.5m 程度）である． 

ここで，調査地は，治山事業を行うことを目的に調査していることから，斜面

区分として大きな谷を含まない比較的単純な斜面で調査している．したがって，

土砂移動現象は，斜面上部から下部に向かって移動すると考えられ，他流域から
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の土石流堆積物などは含まれていない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：調査地を示す 
図5. 1 調査地の位置（カシミール3D を用いて作成） 

 
5.2.2. 調査・解析手法 
 現地調査は，平面的に 10m の格子点で簡易動的コーン貫入試験を実施した．

また崩壊地または過去の崩壊地形を示す箇所の周辺で不安定土層をサンプリン

グし，室内試験から物理特性を把握している．また，崩壊が発生した皆河（D）

地区の不安定土層は，崩壊地と非崩壊地とで別途実施した簡易動的コーン貫入

試験の結果を比較して，すべり面となるNd値を設定している．一方，立原谷（A），

天王谷（B），武田尾（C）地区の非崩壊斜面では，既往文献3）を参考に Nd＜10 を

目安に不安定土層を設定している．なお，D 地区では，崩壊地の外周の未崩壊地

を対象に調査している． 

 地形傾斜は，沖村の方法4）を参照して図 5. 2 に示す 10m 格子の 4 点の標高か

ら式（5. 1）を用いて 1 次傾向面で近似し求めた． 

 

 

 

 

 

 

D 地区 皆河地区 

A 地区 立原谷地区 

C 地区 武田尾地区 

B 地区 天王谷地区 
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図5. 2 地形のブロックダイヤグラムとセルのモデル4） 

 

𝜃𝜃 = 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡−1
√𝐴𝐴2 + 𝐵𝐵2

2𝐷𝐷
 

𝐴𝐴 = 𝐻𝐻1 − 𝐻𝐻2 + 𝐻𝐻3 − 𝐻𝐻4 
𝐵𝐵 = 𝐻𝐻1 + 𝐻𝐻2 − 𝐻𝐻3 − 𝐻𝐻4 

（5. 1） 
 ここに，θ：斜面傾斜角，D：格子間隔，H：格子の標高を示す． 

 

つぎに，不安定土層深は，10m 格子の 4 点で実施した不安定土層深の平均と

した．それぞれの 10m 格子中央のデータ数は表 5.1 に示したとおりである． 

 
表 5.1 不安定土層の物理特性など1）一部加筆 

 

 

 

 

 

 

 

A地区 B地区 C地区 D地区

立原谷地区 天王谷地区 武田尾地区 皆河地区

基盤地質 六甲花崗岩 領家花崗岩 有馬層群 超丹波帯

土粒子の密度(g/cm3) 2.622 2.675 2.674 2.711

自然含水比(%) 4.2 11.8 12.6 16.5

礫分(75-2mm)(%) 30.7 4.9 - 35.1

砂分(2-0.075mm)(%) 58.6 63.8 52.7 29.9

細粒分(0.075mm以下)(%) 10.7 31.3 35.2 35

地盤材料分類 粘性土まじり礫質砂 粘性土質砂 粘性土質砂質レキ 粘性土質砂質レキ

分類記号 SG-Cs SCｓ GCｓS GCｓS

データ数(10m格子中央) 272 394 464 56

地区名
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5.2.3. 不安定土層の物理特性および地表面傾斜と不安定土層深の分布の実態 
 不安定土層の物理特性を表 5.1 に示したとおりである．この表から A 地区以

外は細粒分含有率が 30％以上と比較的多い特徴を有しており，同じ花崗岩地域

でも A，B 地区の粒度分布傾向が異なっている． 

それぞれの調査地の地表面傾斜の特徴を把握するために地形解析で求めた地

表面傾斜角（5 度刻み）の頻度分布を図 5. 3 のとおり整理した．この結果から，

A，C 地区の地表面傾斜（以降，傾斜と呼ぶ）は 35~40 度がもっとも多く，B，

D 地区は 40~45 度がもっとも多いことがわかる．このことから A，C 地区より

B，D 地区の方が急な斜面であると言える． 

つぎに不安定土層深と傾斜の分布の関係を図 5. 4 に示した．この図から，不

安定土層深と傾斜は大きくばらついており，一定の関係を見出すことは困難で

あると判断した．そこで，各地区の傾斜区分と平均不安定土層深，標準偏差を整

理し考察することとした．図 5. 5 に各地区の傾斜区分と平均不安定土層深なら

びにその標準偏差を示した．なお，地表面傾斜角が 5~20 度や 55~60 度などデー

タ数が少ないものは除外した． 

図 5. 5 から A，C 地区は，傾斜が急になるほど不安定土層深が薄くなる傾向

を示している．一方，B，D 地区は，ほぼ一定値または傾斜が急になるほど不安

定土層深がわずかに大きくなる傾向を示している．A 地区は傾斜が緩くなるほ

ど標準偏差が大きくなっている．これは斜面上部からの土砂移動に伴って斜面

下部に堆積している箇所があるためである．B 地区は，全体的に±0.25m 程度の

ばらつきで傾斜に関係なくほぼ一定である．C 地区は，傾斜の頻度分布が大きい

35～40 度より緩い傾斜では標準偏差が大きくなっている．これは A 地区と同様

の理由であると推察される．D 地区は，標準偏差が小さく傾斜による違いも少な

い． 

 以上，A，C 地区は，傾斜が急になるほど不安定土層深が薄くなる傾向を示し，

もっとも傾斜頻度が多い傾斜で標準偏差が小さく，傾斜が緩くなるほど標準偏

差が大きくなっている．これは，土砂移動により下流部が堆積し標準偏差が大き

くなっているものと推察された．一方，B，D 地区は，ほぼ一定値または傾斜が

急なほど不安定土層深がわずかに大きくなる傾向を示し，標準偏差は概ね一定

であった．さらに A，C 地区と比較して不安定土層深が小さい特徴がある．この

ことから傾斜による土砂層深の変化が小さく，急斜面でも細粒分の影響（粘着力，

骨格構造，サクションなど）で不安定土層が保たれているものと推察された． 

 これまで実施されている簡易動的コーン貫入試験の結果を収集して，1 次的な

処理，分析を実施した．この結果から，傾斜角の増加に依存して不安定土層深が
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減少する箇所と傾斜角に依存せずほぼ一定値を示す箇所があることがわかった．

現地踏査では，傾斜角の増加に依存して不安定度層深が減少する斜面は，地形的

に斜面下部に堆積物の分布が認められる．一方，傾斜角に依存せずほぼ不安定度

層深が一定の斜面は，地形に明瞭な堆積物の分布が認められない．このことから

現時点では，これらを区別ために地形図を参考に堆積物の分布状況をもとに判

断することとする．今後は，これらを区分する工学的な指標が必要であると言え

る． 

以上，地形図から堆積物の分布状況を見極め，現地踏査を行い，傾斜角の異な

る箇所で数点簡易動的コーン貫入試験を実施することで，不安安定土層深が推

定できる可能性がある． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図5. 3 各地区の地表面傾斜角頻度分布1） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       図5. 4 地表面傾斜角と不安定土層深分布（C 地区）1）
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図5. 5 各調査地の地表面傾斜と不安定土層深（平均値，標準偏差）1） 
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5.2.4. 不安定土層深の推定方法 
 比較的単純な斜面形状を示す山腹斜面における簡易動的コーン貫入試験の結

果を収集，分析した結果，傾斜角の増加に依存して不安定土層深が減少する箇所

と傾斜角に依存せずほぼ一定値を示す箇所があることがわかった． 

ここでは，限られた試験結果の整理ではあるが，これらの結果をもとにして不

安定土層深を推定する方法について整理した． 

(1)不安定土層深が傾斜の増加に伴って減少する斜面 
 不安定土層深が減少する A，C 地区について，斜面崩壊が予想される傾斜角内

（25～55 度）で直線近似を行った．その結果を図 5. 6 に示した．近似された式

から切片は異なるものの傾きは 0.0145～0.0147 であった．この傾きは，降雨な

どによる斜面表層の土砂移動現象に依存するものと推察されるが，現時点では

明らかではない． 
傾斜による不安定土層深の傾きが，ある程度固定できるのであれば，斜面上，

中，下部などの複数点で簡易動的コーン貫入試験を実施すれば不安定土層深を

推定することができる． 
ここでは，事例数は少ないが，不安定土層深の推定式として式（5. 2）を提案

する． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
図5. 6 平均不安定土層厚の直線近似 

 
𝐷𝐷 = 𝛼𝛼 × 𝜃𝜃 + 𝛽𝛽 

（5. 2） 
  

ここで，D：不安定土層深（m），θ：地表面傾斜角（°），α：係数（-0.0145），β：
係数（m） 

y = -0.0145x + 1.143
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(2)不安定土層深が一定の斜面 
不安定土層深が一定であった B，D 地区については，傾斜角に依存せず，一定

の不安定度層深と考えられるため，現位置で複数点の簡易動的コーン貫入試験

を実施すれば，その最大土層深で不安定土層深を推定することができる． 
(3)不安定土層深の推定（事例検討） 

ここでは，先に述べた平均不安定土層深の考察をもとに A 地区と B 地区に対

して，A 地区では傾斜角に依存する不安定土層深を推定し，B 地区では不安定土

層深を一定とし，実際の計測値と比較し，その適用性について考察を加えた． 
a)A 地区への適用事例 

A 地区は，地形測量の結果，斜面下部に堆積物が広く分布する地形が確認でき

る．このことから，傾斜角に依存する不安定土層深のタイプであると判断される． 
つぎに，現地状況から，簡易動的コーン貫入試験を実施しやすい 5 点を図 5. 

7 に示すとおり抽出した．抽出した箇所は，遊歩道沿いの箇所で比較的容易に簡

易動的コーン貫入試験の実施が可能な場所である．つぎに，それぞれの点での不

安定土層深と傾斜角（隣接するセルの地表面傾斜角の平均）を求め，先に示し 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図5. 7 A 地区の地形図と簡易動的コーン貫入試験抽出箇所 
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た式の切片を求めた．さらに求めた 5 つの切片を平均して，当該箇所の不安定

土層深標準式とした（表 5. 2 参照）．不安定土層深標準式と実測で求めた平均不

安定土層深の比較を図 5. 8 に示した．図中には，先に示した実測値の傾斜と不

安定土層深の標準偏差を斜面崩壊が予想される傾斜角内（25～55 度）で直線近

似し，考慮している．この図に示すとおり，5 点程度実施することで概ね傾斜と

不安定土層深を推定することができる． 
 

 表5. 2 A 地区で抽出した簡易動的コーン貫入試験結果と推定式の切片 
ポイント 2-1 5-1 9-2 13-4 17-8 
不安定土層深（m） 0.7 1.7 0.3 0.2 0.6 
平均傾斜角（度） 33 35 33 38 37 
推定式切片（m） 1.58 2.21 0.78 0.75 1.14 
平均値推定式切片（m） 1.29 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5. 8 A 地区の不安定土層深の比較（実測と推定） 
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b)B 地区への適用事例 
A 地区に適用した方法を基本に B 地区にも適用した． 
B 地区は，地形測量の結果，斜面下部の構造物背面に堆積物が分布している

が，調査地内には明瞭な堆積物の分布域が認められないことから，不安定土層深

の傾斜依存が少ない箇所であると判断できる．そこで，抽出した簡易動的コーン

貫入試験の結果を平均することで実測値（平均）との比較を行った（表 5. 3 参

照）． 
現地状況から，簡易動的コーン貫入試験を実施しやすい 5 点を図 5. 9 に示す

とおり抽出した．抽出した箇所は，林道沿いの箇所で比較的容易に簡易動的コー

ン貫入試験の実施が可能な場所である．つぎに，それぞれの点での不安定土層深

を求め平均して，当該箇所の不安定土層深（平均）と比較した．5 点の平均と実

測で求めた平均不安定土層深の比較を図 5. 10 に示した．図中には，実測の標準

偏差を考慮している．この図に示すとおり，5 点程度実施することで概ね不安定

土層深を推定することができる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図5. 9 B 地区の地形図と簡易動的コーン貫入試験抽出箇所 
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 表5. 3 B 地区で抽出した簡易動的コーン貫入試験結果と推定式の切片 

ポイント 11-22 11-18 17-16 19-11 24-9 
不安定土層深（m） 0.6 1.0 0.7 1.3 1.0 
平均不安定土層深（m） 0.92 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5. 10 B 地区の不安定土層深の比較（実測と推定） 
 

(4)まとめと考察 

事例数が少ないが，不安定土層深の実態を整理し，不安定土層深と傾斜角の関

係から２つのタイプに分けて不安定土層深の推定式を提案した． 

この提案式をもとに，数点の簡易動的コーン貫入試験結果を用いて，対策工を

検討する対象斜面の不安定土層深を推定できることを示した． 

広域の不安定土層深を知るためには，本来，多数の点で調査を実施しなければ

ならないが，広域から対策工計画箇所を絞り込むために本節で整理した不安定

土層深を推定する方法は有効となる． 

今後，調査結果の収集，整理することにより，推定式の高精度化が望まれる．

さらに傾斜による不安定土層深の分布傾向の違いを区分する工学的指標を明ら

かにすることも今後の課題である． 
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5.3. 表層崩壊土層の室内試験結果から求めた限界崩壊土層深の提案 

 
5.3.1. 限界崩壊土層深の提案5，6） 

 第 3 章で述べたサクション消失型表層崩壊の崩壊深さは，室内試験で得られ

た飽和状態のせん断強度をもとに無限平衡斜面安定解析で極限状態となる深さ

と一致した．この事例から他の地域についても同様の整理を行うことで，サクシ

ョン消失型表層崩壊の崩壊深さを限界崩壊土層深で定義できる可能性がある．

そこで，いくつかの地域で発生した表層崩壊箇所に適用した結果について述べ

る． 
 
5.3.2. 現地試料採取ならびに室内試験 

 表層崩壊が発生した a 地区7），b 地区8），d 地区9，10，11，12，13），f-1 地区14）ならび

に過去に崩壊した地形が認められる c-1~2，e 地区を対象に 3，4 章で述べた試料

採取方法ならびに室内試験を行った．具体的には以下のとおりである． 

試料採取は，崩壊地または過去の崩壊地形の直近の非崩壊地斜面から崩壊土

層を採取した．また，試料採取深度は，未崩壊地における簡易動的コーン貫入試

験の結果ならびに周辺での崩壊深さを参考にして決定した． 

試料の採取方法は，なるべく不かく乱試料でせん断試験を実施したいと考え，

不かく乱試料採取方法であるネイルサンプリング法15）を用いた． 

 室内試験は，物理特性を把握するために土粒子の密度，粒度分布，含水比試験

を実施した．また，不飽和（自然含水比）および飽和状態にある排水・排気条件

下でのせん断強度定数は，各試料それぞれで定圧一面せん断試験を実施するこ

とで求めた．一面せん断試験は，表層崩壊の崩壊土層深が 0.5~2.0m 程度である

ことを考慮して，鉛直荷重（土被り 1m~2m 程度）を 15kPa~60kPa で試験が実施

できる低圧一面せん断試験機16）を用いた．供試体サイズは直径 6 cm，高さ 2 cm

で，供試体作製後，各鉛直応力（15 kPa，30 kPa，60 kPa）で圧密し，一定速度

（飽和状態：0.2 mm/min，不飽和状態：0.02 mm/min）でせん断した．なお，せ

ん断試験実施に当たって，不かく乱試料の整形が困難な場合はかく乱させて密

度調整を行い試験した．各試料の材料・せん断特性を表 5. 4 に示している． 

つぎに，各地区における崩壊規模について整理した結果，崩壊は 35 度以上で

発生しており，崩壊規模は幅 4~35m，長さ 4~190m，斜面直行方向での崩壊深さ

0.5~4m で，40 度以上では比較的浅い崩壊が発生している．一方，40 度以下では

深い崩壊が発生していることが特徴である．試験材料の湿潤単位体積重量は，

12~17kN/m3 の幅で，比較的ゆるい．土粒子の密度は，c-1，c-2 地区を除き
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2.5~2.7g/cm3 と一般的な値を示している．c-1，c-2，f-1 地区は，細粒分含有率が

50%以上と多く，細粒土，粘性土に分類される．一面せん断試験の結果，いずれ

の材料ともに飽和することにより，内部摩擦角 φd はほぼ同じで，見かけの粘着

力 cd が小さくなっている．これは，第 3，4 章で述べたとおり，飽和化によりサ

クションが消失し，見かけの粘着力が低下することが要因であると推察される． 

 
表5. 4 崩壊地概要と室内試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a地区 b地区 c-1地区 c-2地区 d地区 e地区 f-1地区

兵庫県佐用町上石井地区 兵庫県佐用町山脇地区 奈良県野迫川村上地区 兵庫県神戸市灘区 愛知県知多市

基盤地質
夜久野岩類
(斑レイ岩)

超丹波帯

（粘板岩、頁岩、頁岩、

砂岩互層、混在岩)

神戸層群
（凝灰質砂岩）

神戸層群
（凝灰岩）

秩父帯
（砂岩・泥岩互層）

花崗岩
常滑層群

（シルト岩）

崩壊土層種類 表土・強風化層 崖錐堆積物 表土・強風化層 表土・強風化層 表土・強風化層 表土・強風化層 表土・強風化層

すべり面傾斜角（度） 平均　42 平均　36 平均　40 平均　37 平均　44 平均　42 平均　46

崩壊長さ(m) 190.0 55.0 6.0 20.0 50.0 20.0 18.0

崩壊幅(m) 20.0 13.0 6.0 10.0 35.0 12.0 20.0

崩壊深(m) 0.5 3.0 1.0 2.0 1.0 0.8 1.3

樹種 スギ スギ・広葉樹 広葉樹 広葉樹 槙 広葉樹 広葉樹

過去の風倒木被害地 有 無 無 無 無 無 無

土の湿潤単位体積重量(kN/m3) 15.5 16.9 11.8 13.4 13.0 14.5 11.6

土の飽和単位体積重量(kN/m3) 18.0 19.0 15.3 15.3 15.9 18.8 18.9

土粒子の密度(g/cm3) 2.637 2.749 2.437 2.428 2.697 2.557 2.602

自然含水比(%) 19.2 16.7 25.6 28.2 30.1 5.9 18.3

礫分(75-2mm)(%) 33.0 81.4 8.9 18.5 67.1 11.8 0.0

砂分(2-0.075mm)(%) 18.1 12.6 29.4 24.8 17.7 58.8 43.6

細粒分(0.075mm以下)(%) 48.9 6.1 61.7 56.7 15.2 15.1 56.4

地盤材料分類 細粒分質砂質礫 砂まじり礫 礫まじり砂質細粒土 砂礫質細粒土 細粒分質砂質礫 細粒分質砂 砂質粘性土

分類記号 GFS G-S FS-G FSG GFS SF CsS

試験試料状態 不撹乱 撹乱 撹乱 撹乱 撹乱 不撹乱 不撹乱

不飽和の内部摩擦角(度) 35.0 34.5 33.0 33.6 41.5 35.4 31.0

不飽和時の粘着力(kPa) 16.0 15.5 6.3 10.5 11.3 5.7 13.0

飽和時の内部摩擦角(度) 35.0 34.5 33.0 33.6 33.3 32.0 31.0

飽和時の粘着力(kPa) 1.0 4.1 2.5 1.4 2.5 2.3 0.9

材
料
特
性

せ
ん
断
強
度
特
性

地
形
・
崩
壊
地
等
条
件

地区名
兵庫県神戸市西区
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5.3.3. 室内試験結果に基づく無限平衡斜面安定計算によるパラメータスタデ

ィ結果とその考察 

原位置および室内試験結果を考慮して，図 5. 11，式（5. 3）に示すような無限

平衡斜面を想定した安定解析を行った．具体的には，飽和時の単位体積重量，せ

ん断強度を用いて，現地での斜面傾斜角と極限状態（安全率 1.0）となる限界崩

壊土層深を求め，実際に崩壊した土層深を比較した（図 5. 12 参照）．なお，地

形条件とせん断強度の関係のみに着目しているため，植生の根系の影響や地下

水位の発生，上昇などの変化については考慮していない． 

 
 
 
 
 
 

 

 
図5. 11 無限長斜面安定解析モデル 

 

𝐹𝐹𝑠𝑠 =
𝑐𝑐𝑠𝑠 + 𝛾𝛾𝑡𝑡 ∙ 𝐻𝐻 ∙ 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐2𝛽𝛽 ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡

𝛾𝛾𝑡𝑡 ∙ 𝐻𝐻 ∙ 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ∙ 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
 

 （5. 3） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図5. 12 崩壊地の崩壊鉛直深さと限界崩壊土層の関係 
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a，d，e 地区は，計算結果と崩壊土層深がよく一致している．一方 b，c-1 地区

は，計算値より浅い崩壊である．特に b 地区は，計算値と大きく異なっている

が，第 3 章で述べたように，当該箇所が地下水位の上昇で崩壊しているものと

推察された．このことを考えると，サクション消失型による崩壊メカニズムでは

安定するが，サクション消失型ならびに地下水位の上昇で不安定化して崩壊す

る場所として説明ができる． 

c-2 地区については，室内試験をかく乱試料で実施したため，骨格構造による

粘着力を過小評価した可能性がある．現地では，谷型の地形を呈しており，地下

水位の上昇による崩壊であると推定された．このことから，不かく乱試料を用い

て精度の高い室内試験評価ができていないためであると推察する． 

一方，f-1 地区は，不かく乱試料を用いて精度の高い室内試験を実施している

が，限界崩壊土層深が現地の崩壊深より小さい．この理由は，4 章で述べた材料

と同様，高飽和化によってサクション消失するが，根系による見かけの粘着力増

分によって，0.2m で崩壊せずに根系の侵入限界深さで崩壊したものと推察され

た．したがって，当該箇所は，サクション消失型で崩壊した斜面であると考えら

れる．稲垣ら17）は，表層崩壊の中でも根系侵入層で崩壊する根系層崩壊がある

と指摘している．このことから f-1 地区は，この根系層崩壊に分類されると考え

られる． 

すべての箇所で良い一致を見ているわけではないが，不かく乱試料を用いて

精度の高い室内試験を行うことで，サクション消失型で崩壊する可能性のある

限界崩壊土層深を推定できる． 

つぎに，斜面傾斜角を変化させ，極限状態（安全率 1.0）となる限界崩壊土層

深を求め，その結果を図 5. 13 に示した．なお，地形条件とせん断強度の関係の

みに着目したため，植生の根系の影響や地下水位の変化については考慮してい

ない． 

この曲線から，斜面傾斜角がわずかに小さくなることによって限界崩壊土層

深が著しく大きくなることがわかる．また，粘着力が大きいほど急傾斜で土層深

が維持でき，斜面傾斜角が内部摩擦角に近づくと急激に限界崩壊土層深が厚く

なる特徴があると言える． 

地表面傾斜と限界崩壊土層深の関係を用いることで，降雨によるサクション

消失が原因で崩壊が発生する恐れのある斜面であるかを簡易に判定できる． 
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図5. 13 傾斜角と限界崩壊土層深（Fs=1.0）の関係 
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5.4. 原位置調査および室内試験に基づく表層崩壊危険箇所抽出方法の提案 

 
 一連の検討の結果から，更なるデータ蓄積や検証が必要であるが，現位置調査

および室内試験に基づく表層崩壊危険箇所抽出がサクション消失型で発生する

表層崩壊箇所抽出に有効な場合があると考える．そこで，すでに実用化されてい

る地下水位上昇型による危険箇所抽出方法18）と組み合わせることで，豪雨によ

って両メカニズムで発生するハザードマップの作成が可能となる．図 5. 14 に実

用化されている危険箇所抽出法を示す．この流れは，入力データとして，降雨デ

ータ，解析条件データ，DEM，表土層深さデータ，地盤物性データを入力する．

植生データは経年変化があるため定量評価が難しいとして考慮されていない．

出力データは，セルごとの地下水位データと安全率があり，崩壊が予想されるセ

ルの数によって危険度判定を行うシステムである． 
このシステムを想定降雨時の危険箇所とサクション消失型の危険箇所抽出を

組み合わせた小流域でのハザードマップとして提案するべく，本論文で述べた

不安定土層深推定方法，サクション消失型で崩壊が発生する可能性が高い場所

を組み合わせた流れを図 5. 15 に示した． 
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図5. 14 六甲山系土砂災害危険度予測システム18） 
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図5. 15 不安定土層深推定，現位置調査および室内試験に基づく表層崩壊危険箇
所抽出法の提案 

 
図 5. 15 に示した流れは，対策工の設計を念頭においた危険箇所の抽出を考

え，先に示した六甲山系の土砂災害危険度予測システムと比べて対象流域は限

定的なものを想定している． 
入力データとして，DEM（地形測量図データでも可）と想定降雨（例えば 100

年超過確率降雨など），第 5 章 2 節で述べた現地調査に基づく不安定土層深推定

方法を用いて推定した不安定土層深，現位置のサンプリング，室内試験の結果を

地盤物性とする． 
つぎ，地下水位算定モデルと斜面安定解析モデルを用いて，危険箇所を求める．
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り，地下水位を排除することを考慮した対策工の計画を行う． 
また，地盤物性と斜面傾斜角から予め限界崩壊土層深を求めておき，推定不安

定土層深と比較することで，サクション消失によって崩壊が発生するおそれの

ある場所が抽出される．この危険箇所は，サクション消失を防止する対策工を計

画する．地下水位上昇とサクション消失で危険な箇所が一致している場合は，両

者を考慮した対策工を計画するなど，崩壊メカニズムにあった対応ができると

考えられる． 
さらに，この方法で抽出された危険箇所を現地で確認，詳細調査することで，

精度の高いハザードマップとなり，効果的な対策工の計画に活用できる． 
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5.5. まとめ 
 本章のまとめを以下に列挙する． 
 
不安定土層深分布の実態調査から，斜面傾斜角βが増加するにつれ不安定土

層深が減少する箇所とβに依存せずほぼ一定の不安定土層深の箇所の二通りが

あることが分かった．現時点では，地形に明瞭な堆積物が認めれる場合は前者，

認められない場合は後者として仮定し，現地にて傾斜角の異なる数箇所で簡易

動的コーン貫入試験を実施することで，不安安定土層深が推定できる可能性が

ある．この手法に基づく斜面上の不安定土層深の推定式を新たに提案した． 
サクション消失型表層崩壊の崩壊深さを限界崩壊土層深で定義できる可能性

を議論した．数箇所の室内試験結果を活用して限界崩壊土層深をもとめ，現地の

崩壊土層深と比較した．本論文で議論した全ての表層崩壊事例に対して，表層か

ら採取した不かく乱試料を用いて高精度の室内せん断試験を実施することで，

サクション消失型崩壊の限界崩壊土層深を推定できた． 
さらに，現位置調査・室内試験に基づく表層崩壊危険箇所の抽出が，サクショ

ン消失型で発生する表層崩壊箇所の抽出にも有効であることが明らかとなった．

この手法をすでに実用化されている地下水位上昇型の危険箇所抽出方法に追加

適用することにより，豪雨による斜面崩壊危険箇所ハザードマップを作成する

手法を新たに提案した. 
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第 6 章 崩壊メカニズムに応じた斜面対策の提案と

維持管理 

 

6.1. はじめに 

  
本章では，ハード・ソフトの両面による斜面対策の変遷の概要について述べ，

第 3 章および第 4 章で述べたサクション消失型の表層崩壊に対して有効な新た

な対策工を提案している．また，現在の斜面対策工の維持管理事例を示し，今

後の対策工の維持管理（点検・補修）の重要性を議論している． 
 

6.2. 斜面対策の変遷と考察 

 
既往研究成果1，2，3）を参考に斜面対策の変遷について述べ，考察を加えた． 
自然斜面で発生する土砂移動現象は，豪雨や地震によって発生する．ここで，

豪雨・地震などで発生する土砂移動は，図 6.1 に示すように，1）崩落，2）前

方転倒崩壊（トップリング），3）滑動・後方回転運動（スランプ），4）滑動・

並進運動，5）流動（クリープ），6）流動（土石流）とさまざまな運動形態があ 
 
 

 
 
 
 
1）崩落     2）前方転倒崩壊        3）滑動・後方回転運動 

（トップリング）        （スランプ） 
 

 
 
 

 
4）滑動・並進運動    5）流動（クリープ）    6）流動（土石流） 

図 6.1 土砂移動現象4）  
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る．この土砂移動現象によって，人命，財産が被害に見舞われることを防ぐ仕

組みとして，法律，対策施設の技術基準が整備されている． 
自然斜面に関する法律と技術基準の整備・変遷の調査から，法律5）による規

制や工事の実施は，河川，砂防，森林が一体となって，豪雨などによる土砂生

産の抑制や被害の軽減に努めてきた．一方，我々の生活基盤は，社会情勢を反

映して，これまで人が住んでいなかった土地を開発し，山地にまで都市化が進

んだ．このような土地は，斜面地や谷の出口に位置して，土砂災害にあう可能

性の高い場所である場合も多い．そのような場所が急増し，法律とそれに基づ

く防災対策のみでは，災害をなくすことができないため，避難の法律が整備さ

れ，危険を知り逃げるための情報の提供が行われている．このような流れは，

兵庫県南部地震や東北地方太平洋沖地震，さらには 2011（平成 23 年）台風 12
号による災害などの経験から設計外力を上回る外力に対して，構造物で完全に

災害を防止することが難しいことが背景にあるためである．今後は，防災教育

を通して，地域ごとに災害のタイプや避難路，避難場所を決定し，さらには発

災時に人命を守るために自助，共助，公助の精神が大変重要になると考えられ

る． 
技術基準の変遷では，わが国の地形・地質状況が複雑でかつ管理者が個人で

あることが多いこと．建設コストの負担もあり積極的に自然斜面にハード対策

が行えないことから，施工者が定めた技術基準によって対策工6）が実施されて

いる．現状では，土砂災害が実際に発生した箇所に対して，復旧対策工が実施

されており，崩壊予防工法にまで手が廻っていない．仮に，斜面表層崩壊危険

箇所が特定できたとしても，対策工を実施するためには，土地所有者の了解や

施工費用の負担等多くの課題を事前に解決する必要がある．そのため，現実的

には斜面対策工によって崩壊を予防することは難しい． 
 そこでまず，第 5 章で提案した表層崩壊の危険箇所の抽出方法を用いて，サ

クション消失型と地下水位上昇型の二通りに分類することにより，危険場所を

抽出する．つぎに，危険箇所をハザードマップ化し，地域の住民へ周知する．

一方，抽出された危険箇所の崩壊メカニズムに応じ，対策工を計画・施工する．

さらに，対策工の施工後も想定される崩壊メカニズムに有効な対策工の効果維

持のために，継続的に維持管理する．このような一連の流れが機能したとき，

斜面の防災・減災がより確実なものとなる． 
 

 



第 6 章 崩壊メカニズムに応じた対策の提案と維持管理 
 

163 
 

6.3. 崩壊メカニズムと対策工  

 
 第 3 章および第 4 章で述べたように，ここでは，兵庫県佐用町上石井地区，

愛知県知多市日長地区で推察された崩壊メカニズムを「サクション消失型」，兵

庫県佐用町山脇地区で推察された崩壊メカニズムを「サクション消失および地

下水位上昇型」と呼び，それぞれの崩壊メカニズムを考慮した上で有効である

と考えられる崩壊予防対策ならびにその適用場所について議論する． 
 具体的には，現行の斜面対策工の斜面補強効果について，模型実験で検討し

た事例について考察する．また，従来工法の設計では考えられていない地盤工

学的観点に基づく「サクション消失型」崩壊に有効な対策工について提案する．

一方，これまで多く施工されている「（サクション消失および）地下水位上昇型」

崩壊に有効な対策工の最適な適用法を提案する． 
 
6.3.1. 崩壊予防対策 

 上石井地区のように，急傾斜上の表層のサクションが消失して見かけの粘着

力が低下し，安全率 Fs < 1.0 となるようなパターンの崩壊を未然に防ぐために

は，広域かつ面的に表層からすべり面までの堆積土層の飽和化を未然に防ぐこ

とが，崩壊予防のための最大のポイントとなる． 
 一方，従前の対策工は，支圧効果等により表層のせん断強度を増加させる工

法によって，力学的なバランスをとるものがほとんどである．その理由は，そ

もそも通常時に斜面表層部に地下水位が無いため，設計時に地下水位を低下さ

せるモデルを用いて設計できないためである． 
 ここでは，従来の斜面対策工の崩壊抑止効果について，模型実験により検討

した事例7，8）を示し，対策工の補強効果について考察する． 
(1)斜面対策工の崩壊抑止効果 
図 6.2 に示すロックボルトとロープネットおよび支圧板を組み合わせた工法

を取り上げる．ロープネット・ロックボルト併用工法9）の降雨に対する影響を

確認することを目的に，1/10 スケールの降雨模型実験を実施した．また，模型

実験の計測結果を用いて浸透流解析ならびに安定解析を実施し，対策工の効果

を評価した． 
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図 6.2 ロープネット・ロックボルト併用工法の構造 9） 

 
a)模型実験 

模型実験は，独立行政法人港湾空港技術研究所の三次元水中振動台で行った．

模型は，実物斜面の 1/10 スケールを目安として，斜面傾斜角 45 度，幅 1.5m，

高さ 1.5m，奥行き 3.4m の土槽に，含水比 10％程度（自然含水比程度）のマサ

土を 0.6m の厚さで充填した構造となっている（図 6.3 参照）．土層の構築は，

厚さ 0.2m ごとに所定の密度となるように締め固めている． 
模型実験は，併設した 2 つの土槽（無対策斜面と対策斜面の模型）に対して

同時に実施した．降雨は，模型斜面が崩壊するまで，100mm/h の定常降雨を噴

霧式の降雨装置により与えた． 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.3 斜面模型の概要 
 

b)崩壊の状況と計測結果 

崩壊の予兆として，法肩部周辺に亀裂が発生し，この亀裂を境として斜面が

崩壊した．無対策斜面では，斜面全体がすべる崩壊形態となり，対策斜面では，

法尻部から序々に侵食されながら崩壊した（図 6.4 参照）．降雨開始から斜面崩

壊が発生するまでの時間を比較すると，無対策斜面よりも対策斜面における崩
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壊発生時間の方が長い．このことから，対策工を施すことで，降雨に対して崩

壊時間を遅らせる効果が認められた． 
降雨実験における斜面中央部の鉛直変位の計測結果を図 6.5 に示した．対策，

無対策の両斜面とも亀裂発生後に変位が急増している．対策斜面の場合，崩壊

までの降雨継続時間は，無対策斜面に比べて約 2 倍であった． 
つぎに，降雨時のサクション変化を計測することにより，降雨の浸透状況を

評価した．図 6.6 と図 6.7 に浸透状況を示している．これらの図において，計

測値が 0kPa である場合，その計測位置が飽和していることを意味する．この結

果から，浸透水はほぼ鉛直方向に浸潤しており，対策の有無により浸透経路に

差が無いことが分かる． 
無対策斜面では，法尻部周辺が飽和した時点で崩壊しているが，同時刻にお

ける対策斜面では崩壊は発生していない． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.4 無対策と対策斜面の崩壊状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.5 斜面中央部の鉛直変位 



第 6 章 崩壊メカニズムに応じた対策の提案と維持管理 
 

166 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

計測箇所         
 

図 6.6 サクション計測状況（無対策斜面） 
 

 
 
 
 
 
 

計測箇所         
 

図 6.7 サクション計測状況（対策斜面） 
 
第 2 章でも述べたが，降雨時の斜面崩壊の原因は，一般に次の 2 つである． 
 

 飽和領域における間隙水圧の増加 
 不飽和領域におけるサクションの減少 

 
 本模型実験における無対策斜面では，不飽和状態のまま崩壊時間前にかけて

表層付近のテンシオメータで測定したサクションの減少が認められたことから，

不飽和領域におけるサクションの減少が崩壊原因として推察された．ピエゾメ

ータによる水位の形成は確認できなかったため，飽和領域における間隙水圧上

昇が崩壊要因である可能性は低い．一方，対策斜面では，無対策崩壊後数分で

法尻のテンシオメータ（No.12，No.7）で間隙水圧を観測している． 

-16

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

0 20 40 60 80 100 120 140 160

計
測

値
（
ｋ

P
a)

計測時間（分）

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

No.7

No.8

No.9

No.10

No.11

No.12

11

8

10

9
12

6

7

5

4

3

無対策斜面の崩壊時刻

-16

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

0 20 40 60 80 100 120 140 160

計
測

値
（
kP

a)

計測時間（分）

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

No.7

No.8

No.9

No.10

No.11

No.12

7

12

9

11

10

8



第 6 章 崩壊メカニズムに応じた対策の提案と維持管理 
 

167 
 

0.01

0.1

1

10

100

1000

10000

0 20 40 60 80 100

飽和度(%)

サ
ク

シ
ョ

ン
（
ｋ
P

a)

不撹乱（ｐF)

撹乱（ｐF)

解析モデル（ｐF)

1.0E-05

1.0E-04

1.0E-03

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00

0 20 40 60 80 100

飽和度(%)

比
透

水
係

数
（
ｋ
ｒ）

試験結果（撹乱試料）

解析モデル(kr)

c)浸透流解析ならびに安定解析の概要 
無対策地盤の模型実験で確認された現象を二次元飽和・不飽和浸透流解析と

安定解析を組み合わせた方法で検討した．そして，解析の結果と実験計測デー

タ等とを比較照合することで解析結果を検証した．  
d)二次元飽和・不飽和浸透流解析 

浸透有解析は，汎用コードである Dtransu2D・EL10）を用いた．模型実験斜

面の地盤材料の試験結果（透水係数，保水性試験）を含めた解析諸条件を表 6.1，
図 6.8，図 6.9 に示す． 

 
表 6.1 解析に用いた物性値 

項目 記号・単位 数値 備考 
比貯留係数 Ss（1/m） 4×10-3 文献 
有効間隙率 n（%） 48.2 文献 
飽和透水係数 k（cm/s） 3×10-3 室内試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.8 水分特性曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.9 不飽和・飽和透水係数~体積含水率関係 
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図 6.10 に模型実験サクション計測位置のうち代表的なステーション 10，5，
12 の位置を示した．また，図 6.11 に代表的な位置での実験と浸透流解析結果

のサクションの比較を示した． 
図 6.11 に示すように，ステーション 10 において，開始 20 分程度からサクシ

ョンが低下し，無対策斜面が崩壊する 50 分程度には飽和状態となっている．そ

れに対して解析結果は，実験結果より若干早い開始 15 分程度からサクションが

低下し始めるが飽和まで至らない．同様に，ステーション 5 の計測結果は，60
分程度からサクションが低下し，対策工斜面が崩壊した時点でも飽和に至って

いない．これらの観測結果から，無対策および対策模型斜面ともにサクション

の低下の変化は同様であることが分かる．これは，対策工による雨水遮断効果

が無いことを意味している．したがって当該対策工は，斜面の変形を抑制し一

体的な破壊を抑制する効果に限定されると考えられる．一方，解析結果は，開

始 50 分程度から徐々に低下し始めるが飽和まで至っていない．ステーション 12
では，計測結果および解析結果ともに 25 分程度からサクションが低下し始め，

無対策斜面が崩壊した 50 分程度で飽和状態に至っている． 
このことから，サクションの低下のスピード，斜面内でのサクションの値に

若干の違いはあるものの全体的な傾向は表現できていると考える． 
図 6.12 に解析で得られた時系列に沿った飽和度分布状況を示した．この結果

からも降雨が地表面から鉛直浸透する様子がわかる． 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.10 模型実験のサクション計測位置 
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実験と解析結果との比較（ステーション10)
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図 6.11 代表的な位置でのサクションの比較 
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図 6.12 飽和度分布の経時変化（解析結果） 
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e)二次元斜面安定解析 
図 6.13 に示す解析モデルを用いた多平面安定解析11）を実施した．この図に

示したすべり面は，後述する条件を入力して多平面安定解析の結果得られた最

小安全率を示すすべり面である．図に示したすべり面は，無対策斜面の崩壊位

置とほぼ一致している． 
 つぎに，安定解析に用いるせん断強度は，模型実験で用いた試料を含水比 3
通りに変化させ，三軸 CD 圧縮試験により求めた．その結果を図 6.14 に示す．

図から，飽和度が 60%程度まで増加すると内部摩擦角，粘着力ともに低下して

いる．さらに増加すると，内部摩擦角は上昇，粘着力は消失している．3，4 章

で述べたとおり内部摩擦角は飽和度に対して一定であるため，内部摩擦角をφ

=14°と固定し，サクションによる見かけの粘着力が低下すると仮定して，飽和

度の増加に対して粘着力が線形に減少する強度を仮定した．また，飽和度に応

じて単位体積重量も図 6.14 に示すように変化させた． 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.13 解析モデルとすべり面 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.14 飽和度と単位体積重量，内部摩擦角，粘着力の関係（室内試験結果・

解析入力値） 
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 図 6.13 に示した 1～12 の各層に対して，浸透流解析結果の飽和度分布状況に

応じて単位体積重量およびすべり面強度を設定し，安定解析を実施した．図 
6.15 は，経過時間に対する安全率低下率（継続時間時の安全率と初期の安全率

との比率）である．図より，時間が経過するとともに徐々に安全率が小さくな

ることが分かる．ここで，対策工の効果を模型実験の無対策斜面，対策斜面の

崩壊時間の違いから考察すると，崩壊時間を 52 分から 92 分まで引き延ばして

いる．また安全率低下率で考えてみると無対策斜面が崩壊した 52 分時には安全

率低下率 40%で対策斜面が崩壊する時刻では安全率低下率 20%である．このこ

とから，対策斜面は，無対策斜面より 20%程度安全率を上昇させていたものと

推定された． 
この結果は，設計時に現状安全率 1.0（移動してない場合）から計画安全率

1.2（安全目標）で対策工を計画する考え方とたまたま一致している． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.15 経過時間と安全率の低下率の関係 
 
(2)サクション消失型崩壊に有効な崩壊予防対策工の提案 
 従来の豪雨による表層崩壊対策工は，サクション消失型やサクション消失と

地下水位発生型などの崩壊メカニズムに分けて実施さていないのが現状である． 
 ここでは，先に述べたように従来工法は，抑止力によって，現状安全率を 2
割増加させることでこれまで計画されている．模型実験で対策工の効果を確認

したところ，現状安全率を 2 割増加させていることが確認できた．しかしなが

ら，これまで述べてきたようにサクション消失型崩壊に対しては，外力で抵抗
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するより，崩壊土層を不飽和化することで，地盤の強度を復元するような対策

工がより合理的である． 
 そこで，崩壊土層を不飽和化または飽和後速やかに不飽和化させる図 6.16 に

示すような対策方法を提案する．図に示すように，プラスティックボードドレ

ーン （PBD） などを用いたドレーン管を，斜面表層から推定されるすべり面

以深まで挿入し，降雨による浸透水を速やかに排出し，集水し斜面下方へ送る

対策方法である．このような対策を施すことで，「サクション消失型」で起こる

崩壊の肝である降雨浸透による表層からの飽和化を防ぎ，斜面表層崩壊を予防

することができる．一方，これまでのり枠の設計は，のり枠の重量により斜面

を安定させる考え方であるが，降雨浸透面積に着目すると，のり枠の断面積に

よって降雨が地盤に浸透する断面積が低減することによって，実はサクション

による見かけの粘着力が保たれて，安定化している場合もあると推察する．こ

のことから，浸透面積を低減させる自然斜面降雨浸透抑制を目的としたシート

工法も降雨によるサクション消失型の表層崩壊には有効である． 
 今後，このような対策方法を工学的側面から，浸透防止や排水性・設置方法

などに関する基礎的研究や，試験施工による対策効果の検証を進めることで，

地盤の飽和化を防止あるいは遅らせて，土質力学における有効応力の原理に基

づいた対策工の提案が可能であると言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.16 サクション消失型の崩壊予防対策案 
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6.3.2. サクション消失および地下水位上昇型崩壊を考慮した崩壊予防対策 
 第 3 章で述べた山脇地区のように，比較的傾斜の緩い斜面で，サクションの

消失に加え，地下水位の上昇がトリガーとなり安全率 Fs < 1.0 となるようなパ

ターンの崩壊を想定する．このような崩壊を未然に防ぐには，斜面下部からの

地下水位の上昇を抑制することが重要となる．実際に，前章で述べた浸透流解

析結果をもとに行なった安定解析結果でも，地下水位の上昇が，安全率に大き

く影響していた． 
 そこで，従来，地すべり対策の抑制工として実施されている図 6.17 に示すよ

うな対策方法が有効だと考えられる．提案工法では，水平やや上向きに横向き

にボーリング孔を設けて，補孔管を設置し地下水を排出することで，土塊自重

やすべり面付近にかかる間隙水圧の低減を計る．ボーリング孔の位置・長さ・

方向等，現場の地形や集水状況に応じて適切に配置する必要があるために，地

下水位の観測等は必要になると想定される． 
 前項で述べたサクション消失型とは違い，表層からの降雨浸透による飽和化

を防ぐというよりは，地下水位の上昇を防ぐことに着眼すれば，崩壊を未然に

防ぐことが可能である． 
 また，サクションの消失により極限状態に近づき，地下水位のわずかな上昇

で安全率Fsが 1.0を下回ってしまうような斜面 （斜面勾配 β ≒ 内部摩擦角φd ） 
においては，図 6.16 および図 6.17 に示したそれぞれを組み合わせたような対

策方法を用いることが望ましい． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.17 サクション消失および地下水位上昇型の崩壊予防対策案12） 
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6.3.3. 崩壊予防対策の実施場所の提案-ハザードマップと組み合わせて- 
 一連の検討から豪雨による崩壊予防対策の実施場所は，第 5 章で示したサク

ション消失型の危険箇所と地下水位上昇による危険箇所に対して，それぞれサ

クション消失型に有効な予防対策工や地下水位上昇型に有効な予防対策工を施

すことで，豪雨による崩壊危険箇所の崩壊を予防することができる．図 6.18 に

一連の検討から対策工選定までの流れを示した．この図に示すとおり，崩壊メ

カニズムを考慮したハザードマップにもとづき，地下水位上昇による危険箇所

には水抜き主体の対策工，サクション消失型の危険箇所には土層不飽和化の対

策工，その両者による危険がある箇所には水抜きと土層不飽和化の対策を行う

計画である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.18 サクション消失・地下水位上昇型の崩壊予防対策箇所の適用場所 
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6.4. 対策工の維持管理と適用事例 

 
6.4.1. 概要 

 本節では，対策工の維持管理方法について整理した評価方法と評価方法を適

用した事例について述べるとともに，対策工の損傷事例とその補修方法につい

て述べる． 
 
6.4.2. グラウンドアンカー工の維持管理 

切土のり面の安定化工法としてアンカー工が数多くののり面で採用されてき

た．アンカー工が 1957 年に我が国において初めて導入されて以来，50 年近く

が経過している．この間，特に初期に施工されたアンカーは，防食を重要視し

ていなかったため，アンカーの腐食・劣化等によりアンカーが破損し，飛び出

し現象などが見られ，ひいては交通障害を引き起こすような状況が発生してい

た．このため 1988 年 11 月には「グラウンドアンカー設計・施工基準」13）（JSF
規格 : D1-88）において二重防食が義務づけられるようになってきた（以後 1988
年以前に施工されたアンカーを「旧タイプアンカー」と呼ぶ）．さらにグラウン

ドアンカーがその目的に応じて適切に使用されるように，1990 年 2 月に「グラ

ウンドアンカー設計・施工基準，同解説」14）が発刊された．しかし，これらは

アンカー工本体に着目された基準等であり，施設の老朽化が大きな課題となっ

ている昨今においては，アンカー工が施工された斜面をも含めたのり面全体の

健全性を評価することが重要な課題となっている． 
この背景のもと，国土交通省近畿地方整備局の「新都市社会技術融合創造研

究会」（研究会委員長：大西有三 京都大学大学院工学研究科教授：当時）では，

「アンカー工設置のり面の健全性評価に関する研究」（研究プロジェクトリーダ

ー：沖村孝 神戸大学都市安全研究センター教授：当時）を平成 19 年から設置

し，アンカー工設置のり面の健全性評価手法を検討してきた．本項ではその成

果15），16），17），18）をもとにしてアンカー工設置のり面の健全度評価手法，維持管

理点検の重要性について議論する． 
 (1)アンカー工設置のり面の健全度評価法 

a)アンカー工設置のり面の機能低下の原因 

 アンカー工が設置されたのり面において，アンカー工の機能が低下する原因

は，地山劣化の原因によるものとアンカー体の劣化の原因によるものが考えら

れる．地山劣化の原因は，たとえば豪雨・融雪による地下水位の変動，地震に

よる一時的な荷重の増大，地山材料の風化・劣化，地すべり等の大きな外力の
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作用，凍結融解・中性化などが挙げられる．一方，アンカー体の劣化の原因は，

防食不良，防食材の劣化，定着具の腐食，グラウトの劣化・強度低下，水の浸

入などである． 

このように，アンカー工が設置されたのり面において，アンカー工の機能が

低下する原因は，地山とアンカー体の両者に原因があるが，アンカーと地山は，

相互に影響し合っている．したがって，アンカー工が設置されたのり面におけ

るアンカーの健全性の評価には，地山とアンカー体の両者から，その機能低下

を論じる必要がある． 

b)アンカー工設置のり面の健全度評価法 

 道路を対象としたアンカー工設置のり面の健全性評価の流れを図 6.19 に示

す．図の左側はアンカー工，右側は地山や付帯構造物に関わる健全性評価の手

順である．この図に示すとおりアンカーと，地山および付帯構造物とを区分し

てそれぞれの変状調査と健全性を点検し，その両者を総合的に判定して，対策

工の要否や対応方法を判定する流れとしている． 
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図 6.19 アンカー工設置のり面の健全性評価の流れ18） 

 

c)アンカー工の目視点検 

事前調査は，点検対象箇所の状況を把握するために既存資料を収集，整理し，

その内容を現地で確認することを目的として実施する．既存資料には，アンカ

ー工設計データ（設計荷重・初期緊張力等），アンカー材料の種類および規格，

設計計算書および設計当時の土質調査資料，打設配置諸元（自由長・定着長・
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管理図等），施工時図面および完成図などが挙げられる．それらの情報をもとに

現地で，のり面状況，アンカーの配置，受圧構造物の変状（クラック等）を確

認するとともに，現地への資機材進入・運搬経路や作業足場の必要性などを現

地で確認する．これら事前調査は，今後の効率的な点検，調査，対策など検討

する上で貴重な資料となる． 

 アンカー工は，その構造のほとんどが地中にあるため，目視により観察が可

能な箇所は，アンカー頭部キャップ部のみである．アンカー頭部は，落石等に

よる外的損傷と降雨等による腐食から保護する目的で，保護キャップや保護コ

ンクリートにより被覆されている．しかし，保護方法が適切でない場合や異常

をきたしている場合は，地下水や有害物質が保護キャップ内に侵入し，テンド

ンや定着具が腐食して，アンカーの破断等の恐れがある．したがって，アンカ

ー頭部の点検は，アンカーの健全度の概略を知る上で重要である．さらに，定

着緊張力を地盤に伝える役目をする受圧板の変形や変状の有無を合わせて確認

することも重要である．アンカー工の頭部点検は，アンカーキャップの外観目

視とハンマーによる打音調査を行い，キャップの劣化，損傷（亀裂，ひび割れ），

沈下・変位，落下・飛び出し，錆汁及び浮き，剥離ならびに地下水の滲み出し

等の有無を確認19）する． 

 アンカー工頭部点検結果の判定は，既往報告書20，21）を参考として表 6.2 に示

すとおりとした．ここでは，先に述べたアンカー工の頭部点検を行い，キャッ

プの変状や錆などの状況からアンカー工の健全度を評価する．評価の数字が小

さいほど機能が低下していることを示している．点検の評価結果をもとに判定

基準に従い判定する．この判定区分は緊急対応や詳細調査などを実施する区分

でアルファベットが若いほど対応の緊急度が高いことを意味している． 

 アンカー工頭部点検の結果に基づき判定区分が A，B と判定された場合は，原

因究明のための詳細調査を実施する．この詳細調査では，アンカーキャップを

取り外して，アンカーの定着部およびテンドン，防錆油を中心に詳細調査を行

い，錆や定着具のズレ等の有無で健全度を評価する． 

アンカー工頭部詳細調査判定区分は，既往報告書22）を参考として表 6.3 に示

すとおりとしている． 
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表 6.2 アンカー工目視点検時の判定区分18） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 6.3 アンカー工頭部詳細調査判定区分18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象 項目 評価 判定区分

Ⅲ 腐食が認められる。
錆の発生が著しく、断面欠損が認めら
れる。

Ｂ

Ⅴ 錆が発生している。
定着具及びテンドンに錆が発生してい
る。

Ｃ

Ⅵ ほとんど錆が認められない。 Ｃ

Ⅱ 破断、破損が認められる。
定着具のズレが明瞭に認められる。
より線のくさび抜けが認められる。

Ａ

Ⅲ 多少の破損が認められる。 定着具のズレが認められる。 Ｂ

Ⅵ 異常なし。 Ｃ

Ⅲ
異物が混入し、くさびのばらつき等が
著しい。

コンクリートキャップのため、クサビの
効果が失われている。
かつ、クサビのばらつきが著しい。

Ｂ

Ⅳ
異物が混入し、くさびのばらつき等が
ある。

Ｂ

Ⅵ 異常なし。 Ｃ

Ⅳ 2.5cm以下 Ｂ

Ⅴ 2.5～5.0cm Ｃ

Ⅵ 5.0cm以上 Ｃ

Ⅴ 油漏れが発生。 Ｃ

Ⅵ 異常なし。 Ｃ

Ⅳ 劣化、変状が著しい。 Ｂ

Ⅴ 劣化、変状が認められる。 Ｃ

Ⅵ 異常なし。 Ｃ

防錆油

油漏れ

劣化、変状

評価区分

定着具
および
テンドン

錆、腐食

破断、破損

異物の混入

余長

アンカー
のタイプ

評価 現　　　況 健全度の評価 判定基準 判定区分

コンクリートキャップが崩落している。

コンクリートキャップが手で動く。
引き抜けたり、定着具がずれたりしている。

コンクリートキャップが浮いている。
著しい錆、腐食がある。

錆がひどい、オイルが無い。
著しく異物が混入しているもの、もしくはクサビのばらつ
き等がある。
適切な角度で設置されていない。十分にかみ合ってい
ない。

水漏れ、遊離石灰、錆がある。

コンクリートキャップにクラックが入っている。水が漏れ
ている。
引張材のすべりが認められるもの。
設置角度などの問題から、今後はかみ合わなくなる可
能性がある。

鋼製キャップの錆び、オイル漏れが著しい。

コンクリートキャップの表面の風化、劣化。

鋼製キャップの軽微な錆び、腐食がある。
遊離石灰またはオイルが僅かに漏れている。
多少異物が混入している。

Ⅴ 特に大きな変状は無し。
機能は良好で、対策により
保持できる。

Ⅵ 異常なし。
現状のままで、良好な状態
を維持できる。

A

C

B

頭部キャップ箇所の損傷は見られる
が、アンカーそのものが健全かどうか
の判断が困難で、補修するか否かの
検討が必要な場合。

Ⅳ
機能は多少低下している
が、対策によって機能を保
持できる。

損傷が無いか有っても軽微で補修の
必要が無い場合。

損傷箇所が近接して連続的に発生し
ており、のり面崩壊等により交通安全
の確保が困難であるか、第三者に対
し、支障となっているか、もしくはその
恐れがあるため、緊急工事を施工する
必要がある場合。Ⅱ

機能が大幅に低下してお
り、今後、評価Ⅰになる可
能性がある。

Ⅲ
機能低下し、今後、評価Ⅱ
になる可能性がある。

二重
防錆前
(旧ﾀｲﾌﾟ
ｱﾝｶｰ)

Ⅰ
現状で全く機能していな
い。
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d)地山および擁壁・付帯構造物の目視点検 
アンカー工を含むのり面は，のり面下部に擁壁があったり，のり枠工を介し

てアンカー工が施工されていたり，様々な構造物との組み合わせである場合が

多い．したがって，アンカー工が施工されたのり面での地山の変状は，このよ

うな付帯構造物の変状から異常を検知できる可能性がある．例えば，のり肩の

沈下や亀裂の有無，のり枠工のクラックの有無，擁壁工のはらみだしの有無な

どである． 

それらの変状を既往報告書23）の点検方法，留意事項を参考に点検し，変状の

進行度合いから健全性を評価することで地山の変状の規模，変状メカニズムの

概要が把握できる． 

e)地山および擁壁・付帯構造物の目視点検結果の評価 

 目視点検による地山や付帯構造物の判定区分は，表 6.4 に示すとおりである．

それぞれの損傷，変状状況を目安に健全度を評価し，保全対象に与える影響度

を考慮して判定する．特に地山や付帯構造物の変状が拡大している場合，アン

カー工の破断などが懸念されることからアンカー工頭部詳細調査を実施する流

れとしている（表 6.5 参照）． 

 
表 6.4 目視による地山や付帯構造物の判定区分18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 評価 損傷・変状状況の目安 判定基準 判定区分

Ⅰ
亀裂が拡大している兆候が見受けられ
る。

Ⅱ
地山に亀裂が連続して認められる。

Ⅰ
枠工がはらみだしている。
クラックが拡大している。

Ⅱ
枠工に道路縦断方向(水平)のクラックが
ある

Ⅰ
クラックが拡大している

Ⅱ
擁壁に連続した水平クラックがある。

Ⅲ
湧水が常時認められる。

Ⅳ
のり面に洗掘された跡が確認できる。

枠工 Ⅲ
枠工にクラックがある。

Ⅲ
擁壁にクラックがある。

Ⅴ
地山や枠工・擁壁・アンカー体に変状は
ない。

損傷が無いか有っても軽微
で補修の必要が無い場合。

C

地山 構造物にクラックや損傷は
見られるが、地山そのもの
が健全かどうかの判断が困
難で、補修するか否かの検
討が必要な場合。

B

擁壁

地山
亀裂やクラックが連続的に
発生しており、のり面崩壊等
により交通安全の確保が困
難であるか、第三者に対し、
支障となっているか、もしく
はその恐れがあるため、緊
急工事を施工する必要があ
る場合。

A枠工

擁壁
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表 6.5 地山目視点検結果によりアンカー工頭部詳細調査が必要と認められる場
合18） 

 

 

 

 

 

 

f)アンカー工リフトオフ試験 

 アンカー頭部点検で判定区分 A，B または地山および擁壁・付帯構造物の目視

点検結果で判定区分 A と判定された場合，また，あとで述べる地山詳細調査，

モニタリングによって判定区分 A と判定された場合は，残存アンカー力を確認

し全体の安定度を評価するためにリフトオフ試験を実施する． 

 リフトオフ試験24）は，加圧ジャッキを用いてテンドン接続具を介してテンシ

ョンバーに載荷し，アンカー載荷荷重とテンドン頭部変位量を計測し，リフト

オフ荷重を求める方法である． 

 設計アンカー力および施工時の導入アンカー力が既存資料で残されている場

合は，残存荷重と比較することで健全性が評価できる．しかしながら，施工時

期が古いアンカー工は，施工時の導入荷重が不明な場合が多く，リフトオフ試

験で得た残存引張り力が施工時から増加しているのか，減少しているかを確認

できない．この場合，アンカーテンドンのタイプや受圧構造物の許容応力から

推定する．一般的な残存引張り力とアンカー工の健全性の目安を表 6.6 に示す．

また，リフトオフ試験で得られたデータを記録・保存することで，次回点検時

の指標とすることができる．表に示すとおり許容アンカー力以上の場合は，ア

ンカーが破断するおそれがあり危険な状態であるため，追加対策を行うなどの

対応が必要である． 

 以上のことから，リフトオフ荷重が設計アンカー力を超えている場合（表 6.7
表 6.9 参照）は，その原因を把握するために地山調査，モニタリングを実施す

る流れとしている． 

 

 

 

 

 

 

評価項目 評価 発生現象 対応 判定区分

地山 Ⅰ
亀裂が拡大している兆候が見
受けられる。

付帯構造
物

Ⅰ
枠工がはらみだしている。
クラックが拡大している。

アンカー工頭部調査から、場
合によってリフトオフ試験へ。

Ａ
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表 6.6 残存引張り力による判定区分18） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 6.7 リフトオフ試験の結果から，地山調査が必要と認められる場合18） 

 

 

 

 

 

 

g)モニタリング 
 アンカー工の荷重が設計荷重以上の場合，のり面や付帯構造物の変状が増加

している場合は，斜面全体の変状をいち早く把握し，対策工の効果的な計画を

図るために継続的なモニタリングが重要である．アンカー工頭部に荷重計を設

置してモニタリングすることによって，再緊張の時期，追加対策工の必要性や

時期などを決定する際に，有効な判断材料となる． 

アンカー荷重のモニタリング後，表 6.8 に示した評価，判定を行う．なお，

判定区分 A の内，残存荷重が標準より小さい，あるいは大きいものが単体であ

るのか，複数であるのかによって対象とする現象の大きさが異なると考えられ

るため，表 6.9 に示す対応をとるようにした． 

 なお，モニタリング手法としては，荷重計や鋼材表面の応力状態を非破壊で

計測する磁歪法25，26，27）などが挙げられる． 

 

 

 

 

状態 判定区分 対処例

0.9Tys

1.1Ta

許容アンカー力(Ta)

設計アンカー力(Td)

定着時緊張力(Pt)

0.8Pt

0.5Pt

0.1Pt

残存引張り力の範囲

A

A

C

機能していない

A破断の恐れあり

B

機能が大きく低下している

B

対策を実施

緊急対策を実施

対策を実施

経過観察により対策の必要性を検討

経過観察により対策の必要性を検討

健全

危険な状態にある恐れあり

許容アンカー力を超えている

健全

残存引張り力の範囲 状態 判定区分 対応

0.9Tys以上 破断の恐れあり

1.1Ta以上
Ta以上

危険な状態にある恐れ
許容アンカー力を超えている

Td以上 設計アンカー力を超えている B 地山調査・地山モニタリング

A
緊急対策
地山調査・地山モニタリング
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表 6.8 アンカー工モニタリング後の判定区分18） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 6.9 アンカー調査結果を受けた対応方法18） 

 

 

 

 

 

 

 

状況 設計 許容 降伏

0% 0% 0%

30% 20%

30% 20%

80% 60%

80% 60%

100% 90%

100% 90%

90%

90%

鋼材が腐食 要詳細調査 アンカー頭部の飛出し防止対策

破断

荷重が大き
い

良好

荷重が小さ
い

case-3

case-4

case-5

case-6

case-7 鋼材が破断

危険

荷重が限界

残存荷重
case

case-1

case-2

荷重が0でア
ンカーが抜け
ている

評価・原因 調査の必要性 対策工 判定区分

クリープ、リラクセーション、地山と

アンカー体の摩擦の低下

のり面変動の可能性あり

クリープ、リラクセーション、地山と

アンカー体の摩擦の低下

要詳細調査

要注意のり面に指定

要詳細調査

A

別途工法の検討

地山詳細調査・地山モニタリング

再緊張

荷重計などを設置

地山モニタリング

荷重計などを設置

地山モニタリング

除荷あるいは増し打ちなどの対策

アンカー頭部の飛出し防止対策

地山詳細調査・地山モニタリング

A

B

C

B

定期的な観察、点検

過緊張の原因究明

健全

アンカーは健全

のり面の変状次第でさらに荷重が

増大する

緊急点検

増し打ち、抑止杭など

別途対策工の検討

地山詳細調査・地山モニタリング

のり面変動が大きく、荷重増大、ア

ンカー破断

のり面が崩壊

過緊張の原因究明

リフトオフ試験追加

要詳細調査

のり面変動の可能性

破断の可能性小

のり面変動が大きく、アンカーが破

断し、のり面が崩壊する可能性あ

り

リフトオフ試験結果 現象の発生度合い 対応

単体
対策工

複数
地山調査・地山モニタリング

単体
対策工

複数
地山調査・地山モニタリング

残存荷重が標準より小さい

残存荷重が標準より大きい
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 地山および擁壁・付帯構造物の変状が進行している場合，地山変状メカニズ

ムの把握やアンカー定着部の地盤状況の把握を目的に詳細調査を実施して，変

状の進行原因を明らかにする必要がある． 

この詳細調査は，ボーリング調査の他，必要に応じて弾性波探査，各種検層，

変位観測，地下水位観測を実施し，変状メカニズムやアンカー定着部の地盤状

況が把握できるよう適切に計画するのが良い．また，地盤内の変位や地表面の

変位，地下水位の変動，付帯構造物の損傷の進行などをモニタリングすること

によって，変動機構を明らかにすることが重要である． 

地山モニタリング後に表 6.10，表 6.11 に示す計測の結果にもとづき，地山，

付帯構造物の評価を行い，総合的に判定する（表 6.12，表 6.13）． 

 
表 6.10 地山モニタリング後の評価区分18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 6.11 付帯構造物モニタリング後の評価区分18） 

 

 

 

 

 

 

 

対象 評価区分 計測結果 対策

1ヶ月間の計測値が10mm/月以上 ・リフトオフが必要

定着部が移動土塊内にある ・変状の進展を確認するモニタリングの継続

1ヶ月間の再計測値が5～10mm/月 ・変状の進展を確認するモニタリングの継続

定着部の劣化が著しい（土砂化） ・変状が継続する場合、必要に応じて対策工の検討

1ヶ月間の計測値が0～5mm/月

定着部が劣化傾向にある

1ヶ月間の計測で変位の累積がない場合

定着部良好、再緊張する余裕無し

変状がない

定着部良好、再緊張する余裕有り

地山

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ ・変状の進展を確認するモニタリングの継続

Ⅳ ・モニタリングの継続

Ⅴ ・日常点検へ移行

対象 評価区分 現状 調査・対策の必要性

Ⅰ

1箇所でも破損が見られ鉄筋露出

・リフトオフが必要

Ⅱ

幅3mm（Aランク）以上のひび割れが見られる

・変状の進展を確認するモニタリングの継続

Ⅲ

1箇所でも剥離が見られる
・変状の進展を確認するモニタリングの継続
・変状が複数個所であれば調査が必要

Ⅳ

幅0.3mm～3mm（Bランク）のひび割れが顕著

に見られる（5箇所/100m
2
程度）又は集中し

ている

・対策工の検討

Ⅴ

上記以外の比較的健全なもの

・定期点検

付帯構造物
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表 6.12 地山モニタリング後の判定区分18） 
 

 

 

 

 

 

 

 
表 6.13 地山モニタリング後にリフトオフ試験が必要と認められる場合18） 

 

 

 

 

 

 

 

h)総合評価 

 地山調査・モニタリングの結果とアンカー工の調査・モニタリングの結果を

もとに，アンカー工が設置されたのり面における対策工判定区分を表 6.14 に示

す．この判定区分表は，地山詳細調査・地山モニタリングの結果ならびにアン

カー工点検・リフトオフ試験・モニタリングの結果の両者から判定をするよう

配慮したものである．したがって，アンカー工と地山の両者の現状の安定性を

評価し，対策工法を選定することができるとともに，変状の主原因がアンカー

工にあるのか，地山にあるのかを判定して，適切な追加調査やモニタリングを

通して，最適な対策工が選定できる． 

 

 

  

地山評価 付帯構造物評価 判定区分 対応

Ⅰ Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ

Ⅱ Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ

Ⅲ Ⅰ、Ⅱ

Ⅳ Ⅰ、Ⅱ

Ⅲ Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ

Ⅳ Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ

Ⅴ Ⅴ C 日常点検へ

A

B

モニタリングの継続

リフトオフ試験
モニタリングの継続

対象 評価 地山モニタリング調査結果 判定区分 対応

地山 Ⅰ
・1ヶ月間の計測値が10mm/月以上
・定着部が移動土塊内にある

Ⅰ ・1箇所でも破損が見られ鉄筋露出

Ⅱ
・幅3mm（Aランク）以上のひび割れが
見られる

Ａ

付帯構造物

リフトオフ試験へ
（大規模地すべりの疑い）
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表 6.14 対策工判定区分18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)適用事例 

 先に述べたアンカー工設置のり面の健全性評価法にしたがって，旧タイプア

ンカー設置のり面の健全性を評価した事例について述べる． 

a)調査地の概要 

 調査地は，道路拡幅工事中（切土工事），切土のり面に変状が発生したため，

のり枠工（□300-2.0m×2.0m）と旧タイプアンカー（アンカー長：L=8.0~12.0m，

定着長 La=3.0m）9 段が施工された斜面である． 

b)アンカー変状点検 
 アンカー工目視頭部点検では，アンカー工頭部のコンクリートキャップが密

着していない箇所が複数で認められたため，アンカーの機能が低下している A

判定（表 6.2 参照）とされた．つぎに，アンカー工頭部コンクリートをはつり，

詳細調査を実施したところ，腐食は認められないものの防錆油の劣化が著しい

ことが確認され，B 判定（表 6.3 参照）とされた． 

 この結果を受けて，頭部に変状が現れている箇所周辺と健全な箇所を含めて

アンカー工のリフトオフ試験を実施した．リフトオフ試験の結果，のり面最上

段のアンカーの一部に荷重がかからなかったものがあった他，リフトオフ荷重

は 25~80kN/本とバラつきが大きかった．このリフトオフ荷重が設計アンカー力

に対して，どの程度の緊張状態を示すか，受圧構造物から設計アンカー力を求

めると 80kN/本が推定された．一部アンカー荷重が設計アンカー力と同程度のと

ころがあるが，全体的にアンカー荷重は低下していると判断された．つぎに，

アンカー工判定区分 地山判定区分 判定区分 対応

A A

A B

A C

B A
状況に応じて対策する（応急処置も含む）か、モ
ニタリングを継続する

B B

B C

C A 地山対策工の検討・調査の追加

C B 地山モニタリングの継続・地山調査の追加

C C 定期点検

A

応急処置を含む、何らかの対策工を施工する

B
アンカー・地山のモニタリング継続・追加調査

C
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アンカー工に荷重がかからなかった原因を究明するため地山詳細調査，地山モ

ニタリング，アンカー荷重のモニタリングを実施した． 

 アンカー荷重のモニタリングの結果から，観測期間中ほぼ一定値を示してい

ることが確認された． 

以上，アンカーモニタリング後の総合判定では A 判定（表 6.8 参照 case-1：

荷重が抜けている，case-5：荷重が限界）と判定された． 

c)地山，付帯構造物の点検 
 地山，付帯構造物の目視点検ではのり枠工内に湧水が常時認められたが，構

造物にクラックやはらみだしなどの変状は確認されなかったため，判定は B 判

定（表 6.4 参照）とされた． 

 一部のアンカー工に荷重がかからなかった原因を究明するため，ボーリング

調査，弾性波探査などを実施して，地盤状況を把握した．その結果，荷重がか

からない原因は，地すべりのすべり面境界にアンカーの定着部が位置していた

ことから定着不足の可能性が考えられた．さらに，すべり面境界の土質は，土

砂と軟岩と極端に異なることから，土砂と軟岩境界に地下水が流れることによ

って，地盤が劣化し，境界に設置されたアンカー定着部周面の引き抜き抵抗が

小さくなった可能性も考えられた．一方，健全なアンカーは，地すべりのすべ

り面より深い位置に定着されており，荷重がかからなかったアンカーとは定着

地盤条件が異なることが確認された． 

 つぎに，地山の変状状況を確認するため，地すべり土塊内に地中内傾斜計と

水位計を設置して，地中内変位と地下水位をモニタリングした．その結果，地

下水位の僅かな変動は認められるものの，地山に変状の進行はなく，付帯構造

物も健全であることから C 判定（表 6.12 参照）と判定され，地山の移動はほと

んど停止していることが確認された． 

さらに，地山の安定度を評価するため，調査結果に基づき修正フェレニス法を

用い安全率を求めた．ここで，設計当初の地盤物性値や地下水位の状況など不

明なものが多くあったため，切土前の地形やアンカー打設後の安定度も含めて

イベントにしたがって安全率の変化を推定した（図 6.20 参照）．この結果から，

アンカー工のリフトオフ荷重（残存荷重）と荷重のかからなかったアンカー工

（荷重ゼロ）を考慮すると安全率が 1.2（アンカー設置直後）から 1.07（アンカ

ー工一部荷重ゼロ）に低下しているものの安全率 1.0 以上を保っていると推察さ

れた． 

d)総合評価ならびに対策工の計画 

 地山，付帯構造物およびアンカー工の調査，モニタリング結果から対策工判
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定区分を行うとアンカー工判定 A，地山判定 C で総合的に対策工判定 A と判定

された．したがって，追加対策工を実施することで対策初期の安定度を確保で

きると考えられた．そこで，本事例では，リフトオフ試験で荷重のかからなか

ったアンカー力を補うためにのり枠内に新設のアンカー工を施工することで計

画安全率を確保する計画とした．また，アンカー力のモニタリングを継続する

ことで図 6.20 の破線のように安定性能曲線を用いた維持管理を進めることと

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.20 斜面性能曲線（現状とモニタリングによる維持管理）18） 

 

ここでは，アンカー工設置のり面の健全度評価について，地山とアンカー体

の両者の目視点検，詳細調査から，その機能をそれぞれ評価し，総合的に健全

性を評価する方法について示した．さらに事例として，一連の健全度評価を行

い現状の健全度を評価し，斜面の安定性能曲線を作成した．この安定性能曲線

をもとに長期的な危険度の逼迫度が把握できるとともに，破壊する前に対策を

行うことにより危険の回避ができ，補強，補修対策を施すことでコストの縮減

を目指すことが期待できると考えられる． 
このように，対策工は，建設後の維持管理が重要である．この維持管理を適

切に行うためには，調査，設計，施工時の情報を残し，調査，設計時に想定さ

れた現象と施工後の変状や荷重の変化傾傾向を監視することによって安定性を

評価することが重要である． 
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アンカー増打ち・再緊張

モニタリングによる維持管理

アンカー施工 

アンカー増打ち・再緊張 

道路拡幅切土 

アンカー再緊張 

アンカー一部破損 
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6.4.3. ロープネット・ロックボルト併用工法の損傷事例と点検・補修28） 
(1)損傷事例箇所の概要 

損傷箇所は，兵庫県南あわじ市の公園にある斜面で，斜面勾配 45 度程度の東

向きの平行型斜面であり，兵庫の地質29）によると中生代和泉層群西淡累層（礫

岩，泥岩）からなる．また周辺には，奥畑断層，先山断層があり泉南流紋岩類

や領家新期花崗岩類花崗閃緑岩などが分布し，複雑な地質構造を呈している．

現地踏査の結果，土砂流出部は強風化した泥岩で形成されていた． 

対策工は，6.3 で述べたロープネット・ロックボルト併用工法であり，ロック

ボルト，ネット，支圧盤で構成される．ただし，現在，本工法の配置は，2m 横

千鳥配置で計画されるが，当該箇所は，モデル的に 2m 縦千鳥配置で施工され

ている． 

つぎに，2004 年の台風の豪雨によって，対策工内の土砂が流出した．この土

砂流出状況は，図 6.21 に示すとおり，斜面の遷急線上部で発生しており，土砂

流出規模は幅 4m，長さ 20m 程度であった．土砂流出に伴って，ロックボルトと

ネットがむき出しになったまま存在しており，いわゆる土砂の中抜け流出現象

であった．また，土砂移動部とその周辺のネットは，人が乗れる程度に緊張し

ており，ボルトも変形していたことから，中抜け流出直前まで土塊の崩壊を抑

制する効果があったものと推察できる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.21 対策斜面損傷状況 

 

(2)点検方法 

維持管理点検は，既往の法面対策工30）などの維持管理項目等を参考にして，本

工法では表 6.15 に示す点検項目，点検手法ならびに点検頻度として実施31，32，33）

土砂流出 

対策範囲 
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日常 定期(1回/年) 災害時

キャップ類 破損 目視 ○ ○ ◎

鋼材 錆、腐食 目視 ○ ○

防錆油 油もれ 目視 ○ ○

浮上がり 目視 ○ ○

破断 目視 ○ ○ ◎

錆、腐食 目視 ○ ○

目視

基準軸

侵食状況 目視 ○ ○ ○

対策工周辺状況 侵食状況 目視 ○ ○ ○

変位 ◎ ◎

ボルト

ネット

その他
地盤状況

対象 点検項目 点検手法
点検頻度

不動点

基準軸

L1±δ1

L3±δ3

L2±δ2

Li±δi

Ln-1±δn-1

～
i=1 n

されている．点検は，部材の破損や腐食，密着性などの各構造の健全性に着目

する項目と地盤の浸食や変位に着目する項目を設定した．また，本工法は，地

盤の変形量で性能照査する設計手法 9）を採用していることから，地盤変位を計

測し記録することとした．計測方法は，図 6.22 に示すようにあらかじめ斜面の

傾斜方向に基準軸を設定し，基準軸に並ぶロックボルトの頭部間距離をメジャ

ーなどで計測する．計測された距離と施工直後に計測した距離の差が，許容変

位量以下であるかで安定性を評価する．メジャーなどによる計測は，安定度判

定を簡易にするために，手軽に持参できる計測器を採用している．なお，基準

軸には必ず不動点となる杭を設置し，全体の変化を把握するに設定している．

西原ら 31）によると，この簡易観測は，別途モニタリング地の地中傾斜計と比較

して，誤差はあるものの概ね良好な結果が得られたと報告されている． 
 

表 6.15 点検項目と点検手法ならびに点検頻度9） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.22 基準軸によるロックボルト頭部間計測イメージ9） 
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(3)点検結果 
 本工法の変形状況から土砂移動状況を調べるため，ロックボルト頭部間計測

を実施した．なお土砂流出箇所が基準軸から離れていたことから，本工法がお

およそ 2m 間隔で施工管理されているものとして仮定し，初期値 2.0m で対策工

斜面の初期時の延長を求め，現在のボルト頭部間距離計測延長との差を整理し

た（図 6.23 参照）．この結果から，初期時との延長の差が増加している区間は

土砂移動の影響域と考えられ，その長さは 24m 程度であった．また逆に減少し

ている区間は土砂移動の停止域と対応しており，およそ 8m 程度であった．さら

に斜面下部でも同様な増加傾向が認められていることから小規模ではあるが同

様な移動があったものと推察できる．このことからボルト頭部間距離を継続的

に調べることによって，土砂移動の位置，規模などを事前に把握することが可

能であると考えられた． 

 以上，ボルト頭部間距離の変化から土砂の移動状況を考察したが，現地状況

から判断すると，本工法は一度土塊の移動を抑制したものの，移動した土砂が

泥流化し，最終的には流出したものと推察できる．このことから，ボルト，ネ

ットによって土塊での大きな崩壊を防止できたと評価している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6.23 標準配置斜面長さと延長差 

 
(4)土砂流出現象の考察 
 別途実施されている降雨模型実験の結果と現地斜面での状況を比較すること

によって対策工の配置について考察した． 
a)降雨模型実験の崩壊状況（2m 横千鳥配置） 
 模型実験は，独立行政法人港湾・空港技術研究所の三次元水中振動台で行っ

た．模型は，1/10 スケールとして，斜面傾斜角 45 度，幅 1.6m，高さ 2.0m，奥

行き 3.4m の土槽に，土試料を充填した構造となっている（図 6.24 参照）．実

移動 
停止 

停止 
移動 
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験に用いた土試料は，古生層の強風化した土層から採取したもので，材料の特

性は表 6.16 に示すとおりである．模型斜面の作成は，現地での簡易動的コーン

貫入試験の結果を基に表層と基岩の境界が明瞭な地盤構造を有する斜面を模擬

して，下層（40cm）を自然含水比のまま湿潤密度で 1.65g/cm3 に締め固め，上

層（20cm）も自然含水比のまま湿潤密度で 1.3g/cm3に締め固めた．対策斜面の

対策工模型は，本対策工を模擬させ，ロックボルトは斜面にφ3mm のアルミ棒

を 0.2m横千鳥配置で配置し，ロープネットはポリエステルの漁網（□5cm×5cm，

φ0.8mm）を斜面表面に設置した．また，支圧板は円形アルミ板φ30mm をア

ルミ棒頭部に取り付けた．実験回数は１回で，振動台上に併設した 2 つの土槽

（無対策斜面と対策斜面の模型）で実験した．降雨は，噴霧式の降雨装置によ

り 75 ㎜/h の定常降雨を模型斜面が崩壊するまで与えた．降雨による模型斜面の

崩壊状況を図 6.25 に示した．図 6.25（a）は無対策斜面の崩壊状況であり，降

雨開始後 28 分で全体的な土砂移動が発生した．このとき対策斜面に変状は認め

られなかった．一方，対策斜面に変状が現れたのは，降雨開始後 59 分で対策斜

面の左端（無補強部分幅 0.2m 程度）が一気に土塊で移動した（図 6.25（b））．
さらに降雨開始後 61 分以降，徐々にボルト間の土砂が流出した（図 6.25（c） 
降雨開始後 62 分）．流出頭部の崖面の発達方向は斜面直上に一気に発達するの

ではなく，千鳥配置のボルトに規制されて，対角線上に徐々に発達したのが特

徴的であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.24 降雨模型実験の全景 
 

表 6.16 模型実験に用いた土試料の物理特性 
 
 
 
 
 

粘性土質砂質礫

土粒子の密度 Gs(g/cm3) 2.666

自然含水比 wn(%) 20.8

最適含水比 wopt(%) 19.9

最大乾燥密度 ρdmax(g/cm
3) 1.628

地盤材料の分類 
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（a）無対策斜面（降雨開始後28分）  （b）対策斜面（降雨開始後59分） 
 
 
 
 
 
 
 

（c）対策斜面（降雨開始後62分） 
図 6.25 降雨模型実験の崩壊状況 

 
b)現地崩壊状況（2m 縦千鳥配置）の考察 

2m 横千鳥配置（図 6.26（b）参照）で実施した降雨模型実験では，対策工の

配置に規制され土砂流出が対角線上に徐々に発達していたのに対して，2m 縦千

鳥配置で施工されていた現地斜面（図 6.26（a）参照）では，2m 幅の無補強区

間が斜面上下に連続するため，中抜け流出前の土砂移動は，模型実験の対策斜

面の両端（無補強上下連続区間，図 6.25（b）参照）の状況のように縦方向に

発生した． 
 
 
 
 
 
 
 

（a）2m 縦千鳥 （b）2m 横千鳥 
図 6.26 降雨模型実験の崩壊状況 
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(5)補修方法 
中抜けは，豪雨によって不飽和土が飽和に近づき，流動化して発生すると考

えられる． 
一度中抜けした箇所は，移動土砂がほとんど流出していることから，侵食防

止を目的に植生工を導入することとした．なお既存工法を有効に利用すること

を考え，ボルトを切断し，再度地山に密着させることで材料の撤去など最小限

とした計画とした． 
 

6.4.4. 対策工の維持管理と適用事例まとめ 

対策工の維持管理として，材料のみならず地山の変状も考慮して点検する方

法を新しく提案し，維持管理，点検事例について述べた．一方，実際に対策斜

面が損傷した事例を示し，その原因について維持管理方法や過去の降雨模型実

験の現象に基づき，補修方法を議論した． 
一連の検討から，設計時の要求性能を満足するために地盤と対策工の関係を

見極める点検項目を決め，継続的に実施することが重要であること，さらに損

傷した際に，有効な補修方法についてもあらかじめ検討を加えておくことが肝

要であることが明らかになった． 
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6.5. まとめ 
 本章のまとめは以下のとおりである． 

 

ロープネット・ロックボルト併用工法の現行設計では，現状安全率 1.0（移動

してない場合）から計画安全率 1.2（安全目標）で対策工を計画する．一方，降

雨模型実験から，対策斜面は無対策斜面より 20%程度安全率が大きくなったと

の結果を得た． 
サクション消失により崩壊する斜面の崩壊予防のためには，表層からの降雨

浸透による表層土の飽和化を防ぐ対策が有効である．一方で，サクション消失

と地下水位上昇型の相乗効果で崩壊に至る斜面においては，崩壊を予防するた

めに，横ボーリング等で斜面下端より地下水を排出するような対策の併用が必

要となる． 
先に提案した地下水位上昇型による表層崩壊危険箇所抽出方法をベースにし

たハザードマップを整備することで，それぞれサクション消失型に有効な予防

対策工，地下水位上昇型に有効な予防対策工を崩壊形態に対応して施工するこ

とができる． 
対策工の維持管理に関して，アンカー工設置のり面の健全度を地山およびア

ンカー体の目視点検や詳細調査から総合的に評価する方法，事例について述べ，

一連の健全度評価を行い現状の健全度を評価した斜面の安定性能曲線の作成が

重要であることを指摘している．この安定性能曲線をもとに長期的な危険度の

逼迫度が把握できるとともに，事前対策により危険の回避ができ，補強，補修

対策を施すことでコストの縮減を計ることができる．一方，鉄筋挿入工の損傷

事例から，設計時の要求性能を満足するために地盤と対策工の関係を見極める

点検項目が重要であること．さらに，損傷した際の有効な補修方法についても

予め検討を加えておくことが重要であることを指摘している． 
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第７章 結論 

 

本論文は，最近全国的に多発傾向にある自然斜面における表層崩壊に対して，

豪雨による崩壊の実態を明らかにした．つぎに，地形，地質，土質などによっ

て，さまざまな崩壊メカニズムで発生していると想定されるが，代表的な箇所

の詳細な調査，試験を実施して，崩壊メカニズムを推定した．さらに，一連の

検討で得られた知見をもとに，想定するメカニズムで崩壊が発生しやすい危険

場所を特定する手法の提案および崩壊防止に有効な対策工を提案した． 

以下に本研究で得られた結論を列挙する． 

 

第 2 章では，豪雨による斜面の表層崩壊に関する既往の研究をレビューし，

現状における実務設計の課題について整理した. 

降雨時における斜面の浸透特性に関する研究は数多い．とりわけ最近では，

飽和・不飽和浸透流解析による地盤内の水分状況の把握に関する事例研究が盛

んである．ただ，現場斜面地での降雨，土中水分などの観測結果と解析結果の

整合性を議論した事例は少ないことが分かった．一方，河川堤防などの実務で

は，簡便化したモデルを用いて不飽和・飽和浸透流解析を実施するケースが増

えている． 
現状において，汎用性の高い不飽和・飽和浸透流解析プログラムを用いて，

豪雨により崩壊した斜面を対象に，詳細な原位置調査・室内試験結果に基づき

地盤内の水分状態を推定する研究事例が少ないため，この種の研究を本論文で

議論することには，学術的な意味がある． 
不飽和土の変形・強度特性に関しては，加圧板法を用いたサクションを制御

した三軸圧縮試験をツールとした研究が主流である．しかし，試験方法の難し

さから，データの蓄積は十分でない．また，実験結果の理論的な解釈も確立さ

れていない．一方，軽部らは，水分特性曲線を用いて不飽和土の粘着力 cnet〜サ

クション関係を推定する手法を提案している．また，澁谷らにより，斜面表層

崩壊に対応可能な低応力場(10kPa～50kPa 程度)での高精度なせん断試験装置

が開発されている． 
本論文では，このような背景から，表層崩壊現場から採取した土試料を用い

て，表土厚さの自重に相当する低拘束圧条件下における一面せん断試験によっ

てせん断強度を求めた．さらに，崩壊現場から採取した土材料の水分特性曲線

を測定し，飽和度に応じたサクションを推定することにより，見かけの粘着力
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を算定し検討している． 
斜面崩壊メカニズムに関する研究は，模型実験と現地モニタリングによって

崩壊メカニズムを解釈する事例がある．降雨模型実験結果から斜面崩壊メカニ

ズムを解釈する既往の研究では，法尻部の過剰間隙水圧が上昇し，進行性破壊

が生じるとの事例報告が多い，一方，比較的急勾配での斜面崩壊実験では，土

塊自重の増加および飽和化によるせん断強度の低下によって崩壊する事例が報

告されている．これらのことから，飽和型と不飽和型の二つの崩壊メカニズム

が推察される．一方，現地計測によって崩壊現象を捉えた例は，皆無に近いの

が現状である．ましてや実際の崩壊時の土中内の水分状況を測定した例はない．

解析的に崩壊メカニズムを推定する研究は，解析手法の改善や開発は日進月歩

であるが，現地斜面内の初期飽和度，地層構造や透水係数の変化，解析領域外

からの浸透流，パイピングによる局所的な浸透，等不確定要因が沢山ある． 
本論文では，現地調査・室内試験などから得られた地盤情報をもとに，実際

に斜面崩壊した事例の崩壊メカニズムを推定している．検討に際して，実務に

役立てることを念頭に，可能な限り一般的な解析手法を用いている． 
表層崩壊発生場所の予測方法に関する既往の研究に関しては，沖村らが提案

している降雨浸透による地下水位上昇により，斜面の危険度を力学的に評価す

る方法，浅野らによる降雨浸透による飽和度と粘着力の関係（Sr―c 関係）およ

び地下水位上昇による斜面の危険度を力学的に評価する方法，等いくつかの方

法が提案され，実用化されている．いずれも過去の崩壊をすべて的中できるも

のではなく，崩壊メカニズムが異なる場合など，見逃す事例がある．小杉らが

指摘しているように，今後は，水文観測ならびに土質強度計測を実施し，水文

プロセスと崩壊発生プロセスを独立に評価する方法論が期待されている．一方，

広域の斜面等の土層深の推定方法や地盤強度の設定などについては，対象が広

域すぎて多大な労力と費用を要することから，実際の計測数を減らして実施し

ているのが現状である． 
本論文では，表層崩壊する土層に対して精度の高い土質試験を行うこと，さ

らに小さな流域を対象に実施した不安定土層深のデータに基づき，一次的な表

層崩壊危険箇所を抽出する方法を提案している． 
実際の斜面対策設計では，降雨時など崩壊を想定していながら，豪雨時の地

下水位状況を設定して行うのではなく，現状の安全率を設定して計画安全率を

満足する抑止力を設定して抑止対策工の設計を行っているのが一般的である．

その理由は，通常から斜面内で湧水や地下水位が確認され，その水位と変状の

関係が明らかな場合を除いて，調査時には，崩壊する可能性のある不安定土層
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内に地下水位は確認できない場合がほとんどであるためである．そのため，斜

面崩壊予防対策工として，積極的に不安定土層の降雨浸透防止，土中内の排水

などの対策工が計画（説明）しにくい現状となっていると考えられる． 
つぎに，現状の安全率の設定についても樹木根系による見かけの粘着力増分

に依存している可能性が明らかになったため，台風の強風による樹木の風倒な

らびに樹木が枯れて見かけの粘着力増分が低下した際にはすべり抵抗力が低下

することもあり得る． 
このような現状から，斜面対策箇所の斜面崩壊現象を推定する方法，例えば，

地下水位が集まりやすい場所，降雨浸透による強度低下で崩壊しやすいところ

などを予め検討し，崩壊形態に応じた対策工を計画する方法が必要であろう．

さらに，設計の想定の検証という意味合いからも対策工施工後に点検する維持

管理は大変重要である． 
本論文では，斜面崩壊の崩壊形態に対応した崩壊危険箇所の抽出法について

提案するとともに，対策工と地山両方の変状を調べる新しい維持管理点検法と

それを適用した事例等を示し，その重要性について議論している． 
 

第 3 章では，2009 年台風 9 号豪雨による山腹崩壊の実態と崩壊メカニズムを

推定し，以下の結論を得た. 

台風 9 号によって発生した山腹斜面崩壊の地質的特徴を整理した結果，斑レ

イ岩と流紋岩，安山岩が分布する箇所で多数の崩壊が認められた．しかしなが

ら，同様の地質が分布する箇所で地形や風化程度の違いなどが明らかでないこ

とと，降雨状況など他の要因による影響が大きいことから，地質のみの素因で

発生していると結論づけることは難しい． 
台風 9 号によって発生した山腹斜面崩壊の地形的特徴を整理した結果，通常

の降雨によって発生する地形的特徴と異なる凸型斜面，尾根型斜面で多数発生

していた．また，斜面中腹や頂上付近で，傾斜度 40 度以上の急傾斜の崩壊が多

いことも特徴的であった．さらに崩壊方向は，2004 年台風 23 号による風向と

対面する斜面で多数発生していた． 
一方、山腹斜面崩壊箇所と降雨状況の関係を整理した結果，最大 1 時間降水

量 20mm 以上，最大 24 時間降水量が 200mm 以上で過去の風倒木被害箇所の

山腹斜面崩壊が多数発生した．さらに，最大 1 時間降水量 50mm 以上，最大 24
時間降水量 250mm 以上となると，風倒木被害地以外でも崩壊が発生していた．

このことから，過去の風倒木被害地は，通常の山腹崩壊斜面が発生する最大時

間降水量や最大 24 時間降水量よりも少ない降雨でも崩壊し易いと言える． 
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2006 年 7 月豪雨と 2008 年台風 9 号で発生した山腹斜面崩壊の特徴を比較し

た結果，発生時期が異なるにもかかわらず，ほぼ同様の特徴が数多く認められ

た．また，風倒木被害地における潜在的に危険な箇所で，2006 年 7 月豪雨では

崩れずに残った斜面が，今回の降雨によって崩壊した可能性が示唆された． 
 崖錐堆積物斜面における崩壊地の調査の結果，表面波探査の低速度域（160m/s
以下）と簡易動的コーン貫入試験の Nd <10 の分布はほぼ一致しており，深さが

おおよそ 5m 以深に基盤岩（表面波探査によるせん断弾性波速度 300m/s 以上）

が確認された．この結果から，表面波探査と簡易動的コーン貫入試験を併用す

ることで，急斜面の二次元地質断面を簡易に把握することができることが分か

った． 
崖錐堆積物斜面における崩壊地の土層から採取した土試料の室内せん断試験

結果から，植生層，遷移層，崖錐堆積物ともに，内部摩擦角はほぼ一定であり，

飽和度の上昇に伴い粘着力が低下する特徴があった．これは，飽和化によるサ

クションの消失に起因する見かけの粘着力の低下である． 
崖錐堆積物斜面における一連の詳細な原位置試験，室内試験ならびに数値解

析の結果から，2009 年台風 9 号降雨により，地表面から植生層，遷移層，崖錐

堆積物層に鉛直浸透するものの，崖錐堆積物層の透水係数が大きいことから，

崖錐堆積物の飽和度は基盤から上昇せずに遷移層と近接する場所から徐々に飽

和度が高くなる傾向が認められた．一方，崖錐堆積物層の透水係数が大きいこ

とから，浸透した水が斜面下部に集まり飽和度が上昇し，地下水面が形成され

た．結果として，最大時間雨量を観測直後に最も地下水位が上昇し，すべり面

と高飽和度分布帯が一致した段階で臨界状態に達し崩壊に至った． 
 一連の検討の結果，谷地形を呈する透水性の高い崖錐堆積物斜面では，法尻

の地下水の上昇ならびに飽和状態に応じた地盤材料のせん断強度と移動土塊重

量の釣り合いによって崩壊規模が決定され，崩壊することが明らかになった． 
過去の風倒木被害地周辺で採取した不撹乱試料を用いて室内試験を実施した

結果，不飽和状態にある崩壊土の φdは，35～40°，cdは，10～16kPa の範囲に

あった．また，試料が飽和状態になると，粘着力 cdは，ほぼゼロとなった． 
過去の風倒木被害地における山腹斜面崩壊メカニズムは，過去の台風によっ

て風倒木被害（地山が撹乱）が発生した．この過去の風倒木被害地は，降雨を

遮断する樹木が無い状態で，通常の山腹斜面が崩壊する最大時間降水量や最大

24 時間降水量よりも少ない降水量でも地山に浸透し，表層部が高飽和度状態と

なり，基岩面まで浸潤する前に，サクションによる見かけの粘着力が消失し崩

壊することが，無限平衡斜面安定解析の結果から明らかになった． 
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一連の検討結果から，斜面傾斜と内部摩擦角の大小関係が斜面の崩壊メカニ

ズムに大きく影響していることが明らかになった．これより，現地調査および

室内試験で斜面勾配 β，内部摩擦角 φ を求めることで，サクション消失型また

はサクション消失型と地下水位上昇の相乗効果によって崩壊に至るのかを区別

するための一指標となることが明らかになった．  
これまで崩壊深度は，地盤の強度境界で説明されることが多かったが，事例

研究を通して高飽和度帯が強度境界となり，崩壊することが明らかになった．

また，この浸潤面の形成には，降雨状況・現地地盤の透水性・保水性などの降

雨浸透特性が大きく依存することが明らかになった． 
 

第 4 章では，2009 年台風 18 号豪雨によって発生した山腹崩壊を対象として，

過去の豪雨時の安定度を評価した事例研究を実施し，以下の結論を得た. 

簡易動的コーン試験貫入値 Nd<5 の深さ 1.0～1.5m 程度までの強風化シルト

岩，強風化砂礫岩からなる強風化土層で崩壊が発生した．また，基岩の違いに

よらず崩壊した強風化土層が，飽和化することでみかけの粘着力が消失し，著

しく強度が低下した．内部摩擦角は飽和，不飽和によらずほとんど同じであっ

た． 
台風 18 号豪雨によって，まず比較的早い段階で強風化砂礫岩層と強風化シル

ト岩層の境界部で強風化岩層が飽和化し，引き続いて，強風化シルト岩部の地

表面から徐々に飽和度が高くなった．このような飽和化により安全率が徐々に

低下し，さらに強風によって強風化土層内の根系が引抜けや破断などして，根

系の見かけの粘着力増分が減少し，最終的には，安全率が急激に低下して崩壊

に至った．一方，過去の東海豪雨では，飽和度が徐々に高くなり，安全率が低

下したものの強風を伴わなかったために，樹木根系の見かけの粘着力増分が維

持され，安全率が 1.0 を上回り崩壊に至らなかったと推定された． 
以上のことから，当該斜面の崩壊は，強風化土層の飽和化に伴う土の見かけ

の粘着力が消失し，さらに，高飽和化した強風化土層の根系が台風による強風

によって樹木が揺すられ，強風化土層内の根系の見かけの粘着力増分が低下し

たことが，崩壊と非崩壊を分けた主たる原因であるとの結論に至った． 
 

第 5 章では，現位置調査および室内試験に基づく表層崩壊危険箇所抽出手法

を新たに提案している. 

不安定土層深分布の実態調査から，斜面傾斜角 β が増加するにつれ不安定土

層深が減少する箇所と β に依存せずほぼ一定の不安定土層深の箇所の二通りが
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あることが分かった．現時点では，地形に明瞭な堆積物が認めれる場合は前者，

認められない場合は後者として仮定し，現地にて傾斜角の異なる数箇所で簡易

動的コーン貫入試験を実施することで，不安安定土層深が推定できる可能性が

ある．この手法に基づく斜面上の不安定土層深の推定式を新たに提案した． 
サクション消失型表層崩壊の崩壊深さを限界崩壊土層深で定義できる可能性

を議論した．数箇所の室内試験結果を活用して限界崩壊土層深をもとめ，現地

の崩壊土層深と比較した．本論文で議論した全ての表層崩壊事例に対して，表

層から採取した不かく乱試料を用いて高精度の室内せん断試験を実施すること

で，サクション消失型崩壊の限界崩壊土層厚を推定できた． 
さらに，現位置調査・室内試験に基づく表層崩壊危険箇所の抽出が，サクシ

ョン消失型で発生する表層崩壊箇所の抽出にも有効であることが明らかとなっ

た．この手法をすでに実用化されている地下水位上昇型の危険箇所抽出方法に

追加適用することにより，豪雨による斜面崩壊危険箇所ハザードマップを作成

する手法を新たに提案した. 
 

第 6 章では，斜面崩壊メカニズムに応じた対策の提案と維持管理について述

べている． 

ロープネット・ロックボルト併用工法の現行設計では，現状安全率 1.0（移動

してない場合）から計画安全率 1.2（安全目標）で対策工を計画する．一方，降

雨模型実験から，対策斜面は無対策斜面より 20%程度安全率が大きくなったと

の結果を得た． 
サクション消失により崩壊する斜面の崩壊予防のためには，表層からの降雨

浸透による表層土の飽和化を防ぐ対策が有効である．一方で，サクション消失

と地下水位上昇型の相乗効果で崩壊に至る斜面においては，崩壊を予防するた

めに，横ボーリング等で斜面下端より地下水を排出するような対策の併用が必

要である．豪雨時に発生する崩壊メカニズムを想定し，そのメカニズムに応じ

た対策工の選定が重要であることを指摘した． 
先に提案した地下水位上昇型による表層崩壊危険箇所抽出方法をベースにし

たハザードマップを整備することで，それぞれサクション消失型に有効な予防

対策工，地下水位上昇型に有効な予防対策工を崩壊形態に対応した計画を立案

する方法論を提案した． 
対策工の維持管理に関して，アンカー工設置のり面の健全度を地山およびア

ンカー体の目視点検や詳細調査から総合的に評価する方法，事例について述べ，

一連の健全度評価を行い現状の健全度を評価した斜面の安定性能曲線の作成が
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重要であることを指摘している．この安定性能曲線をもとに長期的な危険度の

逼迫度が把握できるとともに，事前対策により危険の回避ができ，補強，補修

対策を施すことでコストの縮減を計ることができる．一方，鉄筋挿入工の損傷

事例から，設計時の要求性能を満足するために地盤と対策工の関係を見極める

点検項目が重要であること．さらに，損傷した際の有効な補修方法についても

予め検討を加えておくことが重要であることを指摘している． 
 

 

以上，豪雨による自然斜面の表層崩壊メカニズムでは，従来から指摘されて

いるように不飽和状態の土塊に雨水が浸透し，サクションが減少することによ

る崩壊と雨水浸透により浸潤面が形成され，間隙水圧が発生することによる崩

壊があることが確認できた．一連の研究を通して，これら二つの崩壊の発生は，

現地表層から採取した不かく乱試料を用いて高精度の室内せん断試験を実施す

ることで，不飽和土の力学特性と降雨浸透状況から説明できることを示した．

この中で，土の内部摩擦角より急な傾斜を呈する自然斜面は，樹木根系による

見かけの粘着力増分によって，辛うじて安定を保っていることが明らかになっ

た． 

この結論から，土の内部摩擦角より急な傾斜を呈する自然斜面において，樹

木根系による見かけの粘着力増分が期待できない状況，例えば，皆伐や風倒木

被害により樹木根系が腐る場合，山火事などで樹木根系が焼失する場合，台風

の豪雨と強風によって，植生侵入層が高飽和状態になり，樹木が揺すられるこ

とで，根系に繰り返し引抜力が作用する場合等では，豪雨によって土の見かけ

の粘着力が消失して，容易に崩壊が発生すると推察される． 

一方，このような崩壊形態の発生危険場所の抽出は，降雨浸透により，間隙

水圧が発生し崩壊するモデルでは，予測できない可能性が高いと考えられる． 

そこで，本論文で提案した限界崩壊土層深を用いた危険箇所を，従来の手法

に組み込むことで，別の条件で樹木根系による見かけの粘着力増分が消失し，

豪雨時に危険となる箇所を予め抽出することができ，自然斜面の崩壊予防対策

を計画する流域において，合理的な対策工の配置計画が可能になると考えられ

る． 

最後に，本論文が豪雨による自然斜面の表層崩壊による被害の防止ならびに

軽減の一助となることを願ってやまない． 
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